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資料９－２
区分 京都府地域防災計画 一般計画編

頁 現 行 修 正 案 修 正 理 由

第１編 総則 第１編 総則

第８章 防災機関の処理すべき事務又は業務の大綱 第８章 防災機関の処理すべき事務又は業務の大綱

3 第１ 京都府 第１ 京都府 防災基本計画の修正

(1)～(6) (略) (1)～(6) (略) に伴う修正

(7) 避難指示又は避難勧告の対象地域、判断時期等に係る助 (7) の対象地域、判断時期等に係る助言避難勧告等

言

(8)～(20) (略) (8)～(20) (略)

第３ 指定地方行政機関 第３ 指定地方行政機関

4 ６ 近畿経済産業局 ６ 近畿経済産業局 政府緊急災害対策本

(1) 災害対策用物資の調達に関する情報の収集及び伝達 部への業務移管等(局(削除)

(2)～(4) (略) (略) マニュアル修正 （近(1)～(3) ）

(5) 生活必需品、復旧資材等の調達に関する情報の収集及 生活必需品、復旧資材等の に関する情報の収集及 畿経済産業局）(4) 供給

び伝達 び伝達

第９章 京都府の概況と災害の記録 第９章 京都府の概況と災害の記録

10 第１節 位置と概況 第１節 位置と概況 時点修正（建設交通

(略) (略) 部)

河川は、河川法の一級河川が 304（延長1,636,197m 、同 河川は、河川法の一級河川が （延長 km 、同法の） ）305 1,637

法の二級河川が89 延長409,101m 合計河川数 393 延長 2, 二級河川が89（延長4 km 、合計河川数 、延長 km（ ）、 、 ）09 394 2,046

045,298mである （平成24年３月現在） である （平成 年３月現在）。 。 28

(略) (略)

第２編 災害予防計画 第２編 災害予防計画

第１章 気象等観測 第１章 気象等観測

20 第２節 計画の内容 第２節 計画の内容 字句修正(京都地方気

京都府予報警報区域細分表 京都府予報警報区域細分表 象台)
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23 <表>警報・注意報基準表 <表>警報・注意報基準表 基準の見直し(京都地

方気象台)（最新状況に差し替え）

25 <表>(別表２)洪水警報基準 <表>(別表２)洪水警報基準 字句修正(京都地方気

象台)（最新状況に差し替え）

27 <表>(別表４)洪水注意報基準 <表>(別表４)洪水注意報基準 字句修正(京都地方気

象台)（最新状況に差し替え）

30 台風情報発表例(例文２) 台風情報発表例(例文２) 時点修正(京都地方気

象台)（最新状況に差し替え）

31 大雨(雪)情報発表例(例文３) 大雨(雪)情報発表例(例文３) 時点修正(京都地方気

象台)（最新状況に差し替え）

34 竜巻注意情報発表例(例文６) 竜巻注意情報発表例(例文６) 時点修正(京都地方気

象台)（最新状況に差し替え）

<表>京都地方気象台所属地域気象観測所(アメダス)一覧表 <表>京都地方気象台所属地域気象観測所(アメダス)一覧表 名称変更(京都地方気

観測所名 綾部 観測所名 綾部 象台)

西日本農業研究センター設置場所 近畿中国四国農業研究センター 設置場所

36 <表>洪水予報基準点（京都府関連） <表>洪水予報基準点（京都府関連） 字句修正(近畿地方整

避難判断（特別警戒）水位 避難判断水位 備局)

はん濫危険（危険）水位 危険 水位氾濫 （特別警戒）

氾濫 （特別警戒水位）はん濫危険水位（危険水位） 危険水位

府県予報区
一次細分
区域名

二次細分
区域名

市町村等を
まとめた地域

京都府 南部
(略)

井手町
(追加)

山城中部

府県予報区
一次細分
区域名

二次細分
区域名

市町村等を
まとめた地域

京都府 南部
(略)

井手町
宇治田原町

山城中部
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37 ２ 国土交通省が行う水防警報 ２ 国土交通省が行う水防警報 水位観測所情報の見

(1) 対象河川、区域等（京都府関係） (1) 対象河川、区域等（京都府関係） 直し(近畿地方整備

河川名：淀川幹川 河川名：淀川幹川 局)

名称：枚方 名称：枚方

位置：河口より25.99㎞ 位置：河口より ㎞25.90

河川名：淀川支川 河川名：淀川支川

名称：加茂 名称：加茂

位置：幹川合流点より28.60㎞ 位置：幹川合流点より ㎞30.60

40 第２ 指定河川に対する洪水注意報、警報及び水防警報 第２ 指定河川に対する洪水注意報、警報及び水防警報 防災基本計画の修正

４ 知事が行う水防警報及び水位情報の通知・周知 ４ 知事が行う水防警報及び水位情報の通知・周知 に伴う修正

(2) 氾濫危険水位（特別警戒水位）に係る水位情報の通知 (2) 氾濫危険水位（特別警戒水位）に係る水位情報の通知

・周知等 ・周知等

水防法第13条第２項の規定により、河川において洪水 水防法第13条第２項の規定により、河川において洪水

により相当な損害を生ずるおそれがあるものとして指定 により相当な損害を生ずるおそれがあるものとして指定

した河川について、氾濫危険水位（特別警戒水位）に達 した河川について、氾濫危険水位（特別警戒水位）に達

したとき関係水防管理者等に通知するとともに、インタ したとき関係水防管理者等に通知するとともに、インタ

ーネット（京都府ホームページ）等により一般に周知す ーネット（京都府ホームページ）等により一般に周知す

る。 る。

また 知事が指定した河川について通知をした知事は 知事が指定した河川について通知をした知事は、避難、 、

避難のための立退きの勧告又は指示の判断に資するた のための立退きの勧告又は指示の判断に資するため、関

め、関係市町村長にその通知に係る事項を通知するもの 係市町村長にその通知に係る事項を通知するものとす

とする。 る。

また、府は、その他の河川についても、役所等の所在(追加)

地に係る河川については、雨量の情報を活用する等、河

川の状況に応じた簡易な方法も用いて、市町村等へ河川

水位等の情報を提供するよう努めるものとする。

府は、市町村長による洪水時における避難勧告等の発

令に資するよう、市町村長へ河川の状況や今後の見通し

等を直接伝えるよう努めるものとする。

なお、氾濫危険水位（特別警戒水位）及び浸水想定区 なお、氾濫危険水位（特別警戒水位）については、水 浸水想定の拡充(建設

域については、水位情報の通知・周知を実施する河川に 位情報の通知・周知を実施する河川について順次指定を 交通部)

ついて順次設定又は指定を行う。 行う。

浸水想定区域については、水防法の規定により指定し(追加)
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た河川のほかすべての知事管理河川について順次設定す

る。

その浸水想定区域図は砂防課及び関係土木事務所等で その浸水想定区域図は砂防課及び関係土木事務所等で

閲覧に供する。 閲覧に供する。

41～42 <表>知事が行う水防警報及び水位情報の通知・周知の実施区間 <表>知事が行う水防警報及び水位情報の通知・周知の実施区間 水位周知河川の追加

等 等 (４河川)、水防警報

河川の追加(２河川)(最新状況に差し替え)

等(建設交通部)

45 第５ 津波警報等 第５ 津波警報等 字句修正(京都地方気

１ 大津波警報、津波警報及び津波注意報は、地震が海底の １ 大津波警報、津波警報及び津波注意報は、地震が海底の 象台)

ごく浅いところで発生し、津波の起こるおそれがある場合 浅いところで発生し、津波の起こるおそれがある場合及び

及び津波の発生について外国からの通報があった場合に津 津波の発生について外国からの通報があった場合に、津波

波の来襲する地域とその高さを予測して行う注意報及び警 の来襲する地域とその高さを予測して行う注意報及び警報

報であって、気象庁地震火山部及び大阪管区気象台から発 であって、気象庁地震火山部及び大阪管区気象台から発表

表する。 する。

４ 津波警報等の伝達 ４ 津波警報等の伝達

(2) 大津波警報及び津波注意報の伝達手段及び経路を「津 (2) 大津波警報 及び津波注意報の伝達手段及び、津波警報

波警報等伝達経路図」に示す。 経路を「津波警報等伝達経路図」に示す。

46 第６ 緊急地震速報の実施基準等 第６ 緊急地震速報の実施基準等 字句修正(京都地方気

(1) 気象庁は、地震動により重大な災害が起こるおそれの (1) 気象庁は、 象台)震度5弱以上の揺れが予想された場合に、

ある場合は、強い揺れが予想される地域に対し、緊急地 地域に対し、緊急地震速報（警震度4以上が予想される

震速報（警報）を発表する。また、これを報道機関等の 報）を発表する。また、これを報道機関等の協力を求

協力を求めて住民等へ周知する。 めて住民等へ周知する。

48 第７ 地震及び津波に関する情報 第７ 地震及び津波に関する情報 字句修正(京都地方気

<表>地震及び津波に関する情報の種類と内容 <表>地震及び津波に関する情報の種類と内容 象台)

地震の種類：遠隔地震に関する情報 地震の種類：遠 地震に関する情報地

発表基準：国外で発生した地震について以下ののいず 発表基準：国外で発生した地震について以下のいず

れかを満たした場合等 れかを満たした場合等

＊１ 最大波の観測値の発表内容 ＊１ 最大波の観測値の発表内容

発表内容：数値で発表（津波の高さが極力小さ 発表内容：数値で発表（津波の高さが 小さごく

い場合は「微弱」と表現） い場合は「微弱」と表現）
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50 第８ 京都府内に影響を及ぼすような火山噴火、降灰等が生じ 第８ 京都府内に影響を及ぼすような火山噴火、降灰等が生じ 字句修正(京都地方気

た場合 被害を軽減するため噴火警報・予報 降灰予報 た場合 被害を軽減するため噴火警報・予報 降灰予報 象台)、 、 、 、 、 、

、 ） 、 、 ） 、火山ガス予報等(以降 火山現象警報等と呼ぶ を発表し 火山ガス予報等(以降 火山現象警報等と呼ぶ を発表し

京都地方気象台から、京都府防災消防企画課、ＮＨＫ京 京都地方気象台から、京都府防災消防企画課、ＮＨＫ京

都放送局、第八管区海上保安本部、舞鶴海上保安部へ通 都放送局、第八管区海上保安本部へ通知する。

知する。

51 第10 予報警報等の伝達及び周知 第10 予報警報等の伝達及び周知 防災基本計画の修正

１ 周知徹底の方法予報警報の通報を担当する各機関は、あ １ 周知徹底の方法予報警報の通報を担当する各機関は、あ に伴う修正

らかじめ定めた方法により関係者及び住民に対し周知徹底 らかじめ定めた方法により関係者及び住民に対し周知徹底

を図るものとする。 を図るものとする。

、 、(1) 市町村防災行政無線、ＣＡＴＶ、市町村有線放送、Lア (1) 市町村 ＣＡＴＶ防災行政無線(戸別受信機を含む )。

ラート(災害情報共有システム)による方法 市町村有線放送、Lアラート(災害情報共有システム)に

よる方法

53 第12 京都府土砂災害警戒情報システム（土砂災害監視システ 第12 京都府土砂災害警戒情報システムによる監視（府建設交 字句修正(建設交通

ム）による監視（府建設交通部） 通部） 部、京丹後市）

１ 土砂災害警戒情報の発表 １ 土砂災害警戒情報の発表

(略) (略)

また、土砂災害警戒情報の基準値を超えた５キロメッシ また、土砂災害警戒情報の基準値を超えた キロメッシ１

ュがあった場合には、該当市町村に対して土砂災害警戒情 ュがあった場合には、該当市町村に対して土砂災害警戒情

報を京都府と京都地方気象台が共同発表する。 報を京都府と京都地方気象台が共同発表する。

２ (略) ２ (略)

３ 土砂災害警戒情報と防災活動 ３ 土砂災害警戒情報と防災活動

土砂災害警戒情報が発表された該当市町村は、京都府砂 土砂災害警戒情報が発表された該当市町村は、京都府砂

防課から提供される５キロメッシュの補足情報を利活用し 防課から提供される キロメッシュの補足情報を利活用し１

て避難指示などの参考資料とする。 て避難指示などの参考資料とする。

雨量観測所<表>(追加) <表>

平成２９年４月１日現在平成２６年６月３０日現在

京丹後市大宮町字口大野小字鯨377番2地先 京丹後市大宮町口大野小字鯨377番2地先

京丹後市峰山町字糸井新田326-2地先 京丹後市峰山町 字糸井新田326-2地先矢田小

56 <表>(追加) <表> 観測体制の強化等(建水位観測所

平成２８年６月７日現在 設交通部)平成２９年４月１日現在
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下篠尾観測所名：大雲橋 観測所名：

弘法川河川名 ：由良川 河川名 ：

福知山市字篠尾所在地 ：福知山市大江町南有路城子１３４１－４ 所在地 ：

堀(追加) 観測所名：

法川河川名 ：

福知山市堀所在地 ：

河川名 ：小西川 河川名 ：小西川

○(指定済み)水防警報：●(指定予定) 水防警報：

58 <表>河川防災カメラ <表>河川防災カメラ 観測体制の強化等(建

平成２６年６月３０日現在 設交通部)平成２９年４月１日現在

河川名：弘法川 河川名：弘法川

下篠尾観測所箇所名：厚東観測所 箇所名：

福知山市厚東町 福知山市下篠尾所在地： 所在地：
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61 京都府雨量水位観測所配置図 京都府雨量水位観測所配置図 観測体制の強化等(建

設交通部)

63 <表>国土交通省雨量観測所（テレメータ） <表>国土交通省雨量観測所（テレメータ） 字句修正（近畿地方

所在地 所在地 整備局）

佃亀岡市西別院町抽原 亀岡市西別院町抽原

町京都市西京区京北上黒田 京都市西京区京北上黒田
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64 国土交通省水位観測所（テレメータ） 国土交通省水位観測所（テレメータ） 雨量観測所情報の見

直し(近畿地方整備

局)

66 京都府積雪観測所及び警戒積雪深 京都府積雪観測所及び警戒積雪深 警戒積雪深の見直し

(建設交通部）

68 <表>京都府予報警報等伝達経路図 <表>京都府予報警報等伝達経路図 連絡系統の見直し、

防災消防企画課→(略) 防災消防企画課→(略) 組織改編(建設交通

→中丹東土木事務所 →中丹東土木事務所 部)

→中丹東保健所(追加)

→(略) →(略)

港湾局→港湾事務所 →

69 <表>淀川水系（淀川幹川・淀川支川木津川・淀川支川桂川下 <表>淀川水系（淀川幹川・淀川支川木津川・淀川支川桂川下 字句等修正(京都地方

流）洪水予報の連絡系統 流）洪水予報の連絡系統 気象台)

大阪管区気象台→市町村及び消防本部 大阪管区気象台 市町村及び消防本部

70 <表>由良川（下流・中流）洪水予報の連絡系統 <表>由良川（下流・中流）洪水予報の連絡系統 連絡系統の見直し、

京都地方気象台→市町村及び消防本部 京都地方気象台 市町村及び消防本部 組織改編等(京都地方

、 ）河川課・砂防課→(略) 河川課・砂防課→(略) 気象台 建設交通部

→中丹東土木事務所 →中丹東土木事務所

→中丹東保健所(追加)

→(略) →(略)

港湾局→港湾事務所 →

72 <表>由良川幹川水防警報の連絡系統 <表>由良川幹川水防警報の連絡系統 連絡系統の見直し、

河川課・砂防課→(略) 河川課・砂防課→(略) 組織改編（建設交通

→中丹東土木事務所 →中丹東土木事務所 部）

河川名 観測所名 観測所位置
観測開始年月日
自記(上段)
テレ(下段)

水防団待機
(指定)水位(m)

氾濫注意
(警戒)水位(m)

桂川 新町 南丹市八木町鳥羽
S.39.4
S.40.3

1.5 ―

〃 亀岡 亀岡市保津町追分中島
S.6.5
S.46.6.24

2.5 4.5

〃 保津峡
京都市左京区嵯峨町
水尾鳩ヶ巣

S.33.5
S.40.3.22

3 ―

〃 天竜寺 京都市左京区嵯峨中ノ島町
S.61.4
S.61.4

1.2 ―

土木事務所名 観測点名 所在地 警戒積雪深(㎝)

南丹土木事務所
美山町安掛
（※1）

南丹市美山町安掛 50

土木事務所名 観測点名 所在地 警戒積雪深(㎝)

南丹土木事務所
美山町安掛
（※1）

南丹市美山町安掛 60

河川名 観測所名 観測所位置
観測開始年月日
自記(上段)
テレ(下段)

水防団待機
(指定)水位(m)

氾濫注意
(警戒)水位(m)

桂川 新町 南丹市八木町鳥羽
S.39.4
S.40.3

― ―

〃 亀岡 亀岡市保津町下中島
S.6.5
S.46.6.24

― ―

〃 保津峡
京都市左京区嵯峨町
水尾鳩ヶ巣

S.33.5
S.40.3.22

3 ―

〃 天龍寺 京都市左京区嵯峨中ノ島町
S.61.4
S.61.4

1.2 ―
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→中丹東保健所(追加)

→(略) →(略)

港湾局→港湾事務所 →

74 <表>桂川中流・園部川洪水予報の連絡系統 <表>由良川幹川水防警報の連絡系統 字句等修正(京都地方

京都地方気象台 関西電力㈱京都支店 京都地方気象台 関西電力㈱京都支店 気象台)⇒

80 <表>手原川、天津神川、馬坂川、防賀川水防警報の連絡系統 <表>手原川、天津神川、馬坂川、防賀川 水防警報の連絡系 名称変更（建設交通上流

統 部）

(追加) 連絡系統の追加（建<表>防賀川下流水防警報の連絡系統

設交通部）

81～82 <表>年谷川、曽我谷川、犬飼川、七谷川水防警報の連絡系統 <表>年谷川、曽我谷川、犬飼川、七谷川水防警報の連絡系統 連絡系統の見直し(建

園部川、田原川(南丹市)水防警報の連絡系統 園部川、田原川(南丹市)水防警報の連絡系統 設交通部)

棚野川水防警報の連絡系統 棚野川水防警報の連絡系統

高屋川水防警報の連絡系統 高屋川水防警報の連絡系統

犀川、上林川、八田川水防警報・水位情報の連絡系統 犀川、上林川、八田川水防警報・水位情報の連絡系統

(最新状況に差し替え)

84 <表>筒川水防警報・水位情報の連絡系統 <表>筒川水防警報・水位情報の連絡系統 字句等修正(丹後広域

→宮津地域総務室 →宮津地域総務室 → 振興局)丹後土木事務所 丹後土木事務所 丹後広域振興局 管内地方機関→

→宮津警察署 → → →宮津警察署丹後広域振興局 管内地方機関

85 <表>京都府火災気象通報伝達経路図 <表>京都府火災気象通報伝達経路図 字句等修正(府民生活

各広域振興局 管内地方機関 各広域振興局→管内地方機関 部)→
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86 <表>京都府農業気象通報伝達経路図 <表>京都府農業気象通報伝達経路図 字句等修正(府民生活

各広域振興局 管内地方機関 各広域振興局→管内地方機関 部)→

87 <表>津波警報等伝達経路図 <表>津波警報等伝達経路図 連絡系統の見直し、

京都地方気象台→水産事務所 京都地方気象台 組織改編等(京都地方(削除)

、 ）→海上自衛隊舞鶴地方総監部 気象台 建設交通部(削除)

→ＮＨＫ京都放送局→住民(追加)

港湾局防災消防企画課→京都府港湾事務所 防災消防企画課→

→(略) →(略)

→中丹東土木事務所 →中丹東土木事務所

→中丹東保健所(追加)

→(略) →(略)

88～89 <表>地震及び津波に関する情報伝達経路図 <表>地震及び津波に関する情報伝達経路図 連絡系統の見直し、

<表>火山現象警報等に関する情報伝達経路図 <表>火山現象警報等に関する情報伝達経路図 組織改編（建設交通

防災消防企画課→(略) 防災消防企画課→(略) 部）

→中丹東土木事務所 →中丹東土木事務所

→中丹東保健所(追加)

→(略) →(略)

港湾局→港湾事務所 →

第２章 情報連絡通信網の整備計画 第２章 情報連絡通信網の整備計画

90 第１節 情報連絡通信網の整備 第１節 情報連絡通信網の整備 防災基本計画の修正

第１ 整備計画の方針 第１ 整備計画の方針 に伴う修正

（略） （略）

また、被害情報及び関係機関が実施する応急対策の活動

情報等を迅速かつ正確に分析・整理・要約・検索するた

め、最新の情報通信関連技術の導入に努めるものとする。

第２ 衛星通信系防災情報システムの整備 第２ 衛星通信系防災情報システムの整備

府衛星通信系防災情報システム 府衛星通信系防災情報システム

府は、災害対策基本法、災害救助法、気象業務法、水防 府は、災害対策基本法、災害救助法、気象業務法、水防

法、消防組織法等の諸法令に基づき、災害の予防、災害時 法、消防組織法等の諸法令に基づき、災害の予防、災害時

の応急活動及び復旧活動に関する活動業務を有効に遂行 の応急活動及び復旧活動に関する活動業務を有効に遂行

し、地震等の災害から府民の生命及び財産を守るため、人 し、地震等の災害から府民の生命及び財産を守るため、人
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工衛星を利用した衛星通信回線（衛星系）と京都デジタル 工衛星を利用した衛星通信回線（衛星系）と京都デジタル

疏水ネットワークを活用した大容量通信回線（地上系）に 疏水ネットワークを活用した大容量通信回線（地上系）に

より２重化された確実な情報伝達が可能な衛星通信系防災 より２重化された確実な情報伝達が可能な衛星通信系防災

情報システムを運用している。 情報システムを運用している。

衛星系ネットワークは、耐災害性に優れているので、(追加)

、 、大規模災害発生時における輻輳の回避に留意しつつ 国

府、市町村、消防本部等を通じた一体的な整備を図る。

(戸別受信機を含む。)第３ 市町村防災行政無線 第３ 市町村防災行政無線

（略） （略）

第３章 河川防災計画 第３章 河川防災計画

93 第１節 河川の現状 第１節 河川の現状

(略) (略)

また、国土交通大臣が管理する河川は、25河川、延長 また、国土交通大臣が管理する河川は、25河川、延長 時点修正（建設交通

約195km、知事が管理する河川は、377河川、延長約1,85 約195km、知事が管理する河川は、377河川、延長約 部）1,85

1kmとなっている （なお、同一河川で両者の管理区間が kmとなっている （なお、同一河川で両者の管理区間が。 。2

ある河川が８河川ある） ある河川が８河川ある）

第１ 淀川水系の現状 第１ 淀川水系の現状

１ 宇治川流域 １ 宇治川流域

（略） （略）

右岸は丘陵地帯であるため支川を含めほとんど無堤の （ ） 堤防が概成(建設交通削除

状態であった昭和36年から宇治川改修計画が立案され施 部)

工中である。

94 第２ 由良川水系の現況 第２ 由良川水系の現況 時点修正（建設交通

（略） （略） 部）

その流域は京都府、兵庫県にまたがり、その面積は1,8 その流域は京都府、兵庫県にまたがり、その面積は1,8

80㎞に及び、丹波・丹後地区における基盤をなし、2本水 80㎞に及び、丹波・丹後地区における基盤をなし、2本水

系の治水及び利水はきわめて重要なものとなっている。 系の治水及び利水はきわめて重要なものとなっている。本

本川流路延長は123㎞に及びその内国直轄管理区間は本川 川流路延長は ㎞に及びその内国直轄管理区間は本川54.124

54.1㎞、支川2.3㎞となっている。 1㎞、支川2.3㎞となっている。

第２節 河川改修計画 第２節 河川改修計画

第１ 国土交通省の改修計画 第１ 国土交通省の改修計画

１ 淀川水系河川整備基本方針と河川整備計画 １ 淀川水系河川整備基本方針と河川整備計画 淀川水系河川整備基
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淀川における治水事業は、古く仁徳、桓武の時代から現 淀川における治水事業は、古く仁徳、桓武の時代から現 本方針との整合（建

在にいたるまで近畿圏さらには国家の繁栄のため絶大な努 在にいたるまで近畿圏さらには国家の繁栄のため絶大な努 設交通部）

力がはらわれてきた。淀川水系改修基本計画は、昭和28年 力がはらわれてきた。淀川水系改修基本計画は、昭和28年

の台風13号による出水にかんがみ、淀川水系全般にわたる の台風13号による出水にかんがみ、淀川水系全般にわたる

。 、 。 、治水対策について改定をみた その後の追加修正を加えて 治水対策について改定をみた その後の追加修正を加えて

その内容は、基準地点枚方における基本高水のピーク流量 その内容は、基準地点枚方における基本高水のピーク流量

を 8,650㎥／sec とし、このうち 1,700㎥／sec を上流ダ を 8,650㎥／sec とし、このうち 1,700㎥／sec を上流ダ

ム群で調節し、計画高水流量を6,950㎥／sec とするもので ム群で調節し、計画高水流量を6,950㎥／sec とするもの

あり、宇治川、木津川、桂川の計画高水流量をそれぞれ900 であり、宇治川、木津川、桂川の計画高水流量をそれぞれ

であ㎥／sec、4,650㎥／sec 2,780㎥／sec とする計画である。 900㎥／sec、4,650㎥／sec 2,780㎥／sec とする計画

この計画にもとづき天ケ瀬ダム及び高山ダムの建設による この計画にもとづき天ケ瀬ダム及び高山ダムの建設った。

洪水調節、水源山地の砂防の強化、瀬田川のしゅんせつ及 による洪水調節、水源山地の砂防の強化、瀬田川のしゅん

び洗堰の改造による琵琶湖沿岸地域の水害の軽減 宇治川 せつ及び洗堰の改造による琵琶湖沿岸地域 の、 、 及び下流河川

桂川、木津川及び淀川本川の河道改修の促進並びに管理設 水害の軽減、宇治川、桂川、木津川及び淀川本川の河道改

備の増強等を主体として工事を実施した。しかしながら昭 修の促進並びに管理設備の増強等を主体として工事を実施

和28年以後昭和34年、昭和36年、昭和40年と大出水が相つ した。しかしながら昭和28年以後昭和34年、昭和36年、昭

いだこと、及び近年における淀川流域の人口資産が著しく 和40年と大出水が相ついだこと、及び近年における淀川流

増大したことにかんがみ淀川の治水計画を改定することと 域の人口資産が著しく増大したことにかんがみ淀川の治水

し、昭和46年３月工事実施基本計画を決定した。また、平 計画を改定することとし、昭和46年３月工事実施基本計画

成９年の河川法改正を踏まえ、平成１９年８月に河川整備 を決定した。また、平成９年の河川法改正を踏まえ、平成

計画基本方針が、平成２１年３月には河川整備計画が策定 １９年８月に河川整備計画基本方針が、平成２１年３月に

された。 は河川整備計画が策定された。

２ 由良川水系河川整備基本方針と河川整備計画 ２ 由良川水系河川整備基本方針と河川整備計画

（略） （略）

○主要な地点における計画高水流量に関する事項 ○主要な地点における計画高水流量に関する事項 由良川水系河川整備

基本高水流量は綾部において 4,100㎥／secとし、八田 高水流量は綾部において 4,100㎥／secとし、八田 基本計画との整合 建計画 （

川、犀川、土師川等の合流量を合わせ福知山において5, 川、犀川、土師川等の合流量を合わせ福知山において5, 設交通部）

等 天津600㎥／sec とし、さらに牧川の合流量を合わせ牧川合 600㎥／sec とし、さらに牧川 の合流量を合わせ

上において する。流後は5,800㎥／sec とし、その下流では河口まで同流 5,800㎥／sec と

量とする。

第２ 京都府の河川整備 第２ 京都府の河川整備 時点修正（建設交通

明日の京都における「暮らしの安全（犯罪や事故の危険 明日の京都における「暮らしの安全（犯罪や事故の危険 部）

性が小さく、災害にも強い社会へ 」の実現に向け、安心 性が小さく、災害にも強い社会へ 」の実現に向け、安心） ）

・安全の暮らしを支える治水対策について、河川整備計画 ・安全の暮らしを支える治水対策について、河川整備計画
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を順次策定し、流域特性や土地利用計画、自然環境に配慮 を順次策定し、流域特性や土地利用計画、自然環境に配慮

した整備を推進している。しかし、府管理河川の河川整備 した整備を推進している。しかし、府管理河川の河川整備

率（＝改修済延長／要改修延長）は全体で約36％、都市河 率（＝改修済延長／要改修延長）は全体で約36％、都市河

川（市街化区域等を貫流する河川）においても約53％と低 川（市街化区域等を貫流する河川）においても約 ％と低54

い状況にある中で、未整備区間について直ちに河川整備を い状況にある中で、未整備区間について直ちに河川整備を

、 、 、 、 、 、図ることは 予算的 時間的な制約もあり困難であるため 図ることは 予算的 時間的な制約もあり困難であるため

緊急性や実現性等を踏まえ、重点的な整備を行っている。 緊急性や実現性等を踏まえ、重点的な整備を行っている。

96 第３節 ダムの現状と洪水調節 第３節 ダムの現状と洪水調節 ダム操作規則との整

２ 洪水調節洪水調節は、洪水期（毎年６月16日から10月15日 ２ 洪水調節洪水調節は、洪水期（毎年６月16日から10月15日 合(建設交通部)

までの間）において標高58ｍから78.5ｍまでの容量20,000,0 までの間）において標高58ｍから78.5ｍまでの容量20,000,

00㎥を利用してダム地点の計画高水流量 1,360㎥／ｓを 840 000㎥を利用してダム地点の計画高水流量 1,360㎥／ｓを 8

㎥／ｓに調節する ただし 枚方が警戒水位を越えたときは 40㎥／ｓに調節する。ただし、枚方が警戒水位を越えたと。 、 、

ピークに対して 160㎥／ｓに調節する。なお、洪水期以外に きは、ピークに対して 160㎥／ｓに調節する。なお、洪水

ことがでおいても予備放流により洪水調節を行う。 期以外においても予備放流により洪水調節を行う

きる。

100 <表>天ヶ瀬ダム放流通報の連絡系統 <表>天ヶ瀬ダム放流通報の連絡系統 字句等修正(近畿地方

近畿地方整備局 →京都市 近畿地方整備局 →京都市 整備局)

→京都府営水道事務所淀川ダム統合管理事務所（追加） 淀川ダム統合管理事務所

→（略） →（略）

(財)河川情報センター大阪センター 端末機設置機関（追加） → →

→天ヶ瀬ダム管理支所 →天ヶ瀬ダム管理支所

→（略） →（略）

101 <表>大野ダム放流通報の連絡系統 <表>大野ダム放流通報の連絡系統 連絡系統の見直し、

河川課・砂防課→中丹東土木事務所 河川課・砂防課 →中丹東土木事務所 組織改編（建設交通

(追加) 部）→中丹東保健所

→(略) →(略)

港湾局→港湾事務所 →

102 <表>高山ダム放流通報の連絡系統 <表>高山ダム放流通報の連絡系統 字句修正（農林水産

南山城村→木津川漁業組合 南山城村→木津川漁業 組合 部）協同

103 <表>和知ダム放流通報の連絡系統 <表>和知ダム放流通報の連絡系統 連絡系統の見直し、

河川課・砂防課→中丹東土木事務所 河川課・砂防課→中丹東土木事務所 組織改編（建設交通
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(追加) 部）→中丹東保健所

→(略) →(略)

港湾局→港湾事務所 →

関西電力㈱ →関西電力㈱京都支社 関西電力㈱ →関西電力㈱ 組織改編(関西電力京都電力部

和知ダム管理所→(略) 和知ダム管理所→(略) (株))

（追加） → 連絡系統の見直し(宮宮津市

→宮津与謝消防組合消防本部 →宮津与謝消防組合消防本部 津市)

→(略) →(略)

105 <表>日吉ダム放流通報の連絡系統 <表>日吉ダム放流通報の連絡系統 字句修正（水資源機

水資源機構 →京都中部広域消防組合消防本部 水資源機構 →京都中部広域消防組合 構日吉ダム管理所）

日吉ダム管理所 日吉ダム管理所

第４章 林地保全計画 第４章 林地保全計画

107 第２節 民有林保全計画 第２節 民有林保全計画 時点修正(農林水産

第１ 治山事業 第１ 治山事業 部)

１ 現状 １ 現状

342,713 335,34府内森林面積343,027haのうち、民有林森林面積は335,53 府内森林面積 haのうち、民有林森林面積は

6haであり、そのうち98,623haは、水源かん養、土砂流出防 haであり、そのうち haは、水源かん養、土砂流出1 104,718

備、土砂崩壊防備等の保安林に指定されているが、都市化 防備、土砂崩壊防備等の保安林に指定されているが、 都市

が進み山地にまで開発が及んでいることなどにより、近年 化が進み山地にまで開発が及んでいることなどにより、近

山地に起因する災害は増加する傾向にあり、保全対策が増 年山地に起因する災害は増加する傾向にあり、保全対策が

大してきている。 増大してきている。

(略) (略)

109 第３節 土砂災害に関連する情報、被害状況の収集伝達 第３節 土砂災害に関連する情報、被害状況の収集伝達 時点修正等(建設交通

平成２７年４月現在 平成 年４月 現在 部)（ ） （ ）２９ 末

※ 京都市、福知山市、舞鶴市、綾部市、宇治市、宮津市、亀 ※ 京都市、福知山市、舞鶴市、綾部市、宇治市、宮津市、亀

岡市、城陽市、向日市、長岡京市、八幡市、京田辺市、京丹 岡市、城陽市、向日市、長岡京市、八幡市、京田辺市、京丹

警戒区域 うち特別警戒区域
土石流 5,676箇所 3,684箇所
急傾斜地の崩壊 8,177箇所 8,038箇所
地すべり 24箇所
合計 13,877箇所 11,722箇所

指定区域
備考自然現象の種類

※指定区域
のある市町を
下記に示す。

警戒区域 うち特別警戒区域
土石流 6,613箇所 4,240箇所
急傾斜地の崩壊 9,758箇所 9,583箇所
地すべり 57箇所
合計 16,452箇所 13,823箇所

※指定区域
のある市町を
下記に示す。

自然現象の種類
指定区域

備考



( 15/58 )一般

後市、南丹市、木津川市、井手町、宇治田原町、笠置町、和 後市、南丹市、木津川市、 、井手町、宇治田原町、大山崎町

束町、精華町、南山城村、京丹波町、伊根町、与謝野町 笠置町、和束町、精華町、南山城村、京丹波町、伊根町、与

謝野町

110 第４節 土砂災害における警戒避難体制 第４節 土砂災害における警戒避難体制 字句修正(建設交通

(5) 災害時要配慮者関連施設利用者のための警戒避難体制 (5) 要配慮者利用施設利用者のための警戒避難体制 部)

高齢者、障害者、乳幼児等、自力避難が困難なため土砂 高齢者、障害者、乳幼児等、自力避難が困難なため土砂

災害の犠牲となりやすい災害時要配慮者の利用する施設が 災害の犠牲となりやすい要配慮者の利用する施設が土砂災

土砂災害警戒区域内にある場合には、市町村地域防災計画 害警戒区域内にある場合には、市町村地域防災計画におい

において、災害時要配慮者の円滑な警戒避難を実施するた て、要配慮者の円滑な警戒避難を実施するため、土砂災害

め、土砂災害に関する情報等の伝達方法を定める。 に関する情報等の伝達方法を定める。

第５章 砂防関係事業計画 第５章 砂防関係事業計画

111 第５節 土砂災害警戒情報及び京都府土砂災害警戒情報システ 第５節 土砂災害警戒情報及び京都府土砂災害警戒情報システ 字句修正(建設交通

ム（土砂災害監視システム） ム 部)

第４ 留意点 第４ 留意点

土砂災害の発生形態は多種多様であり、土砂災害警 土砂災害の発生形態は多種多様であり、土砂災害警戒情１

戒情報によって、全ての土砂災害は表現できない。 報によって、全ての土砂災害は表現できない。

１ 土砂災害警戒情報の発表対象とする土砂災害は、技術 土砂災害警戒情報の発表対象とする土砂災害は、技術的２

的に予知・予測が可能である表層崩壊等による土砂災害 に予知・予測が可能である表層崩壊等による土砂災害の

のうち土石流や集中的に発生する急傾斜地の崩壊とし、 うち土石流や集中的に発生する急傾斜地の崩壊とし、技

技術的に予知・予測が困難である斜面の深層崩壊、山体 術的に予知・予測が困難である斜面の深層崩壊、山体崩

崩壊、地すべり等については対象としない。 壊、地すべり等については対象としない。

２ 個々の急傾斜地等における植生・地質・風化の程度等 個々の急傾斜地等における植生・地質・風化の程度等の３

の特性や地下水の流動等を反映したものではない。こ 特性や地下水の流動等を反映したものではない。このた

のため、個別の災害発生箇所・時刻・規模等を特定す め、個別の災害発生箇所・時刻・規模等を特定するもの

るものではない。 ではない。

第５ 京都府土砂災害警戒情報システム（土砂災害監視シス 第５ 京都府土砂災害警戒情報システム

テム） １ システムの概要

１ システムの概要 本システムは気象台による降水予測（解析雨量）と

本システムは気象台による降水予測（解析雨量）と 京都府の作成した ㎞メッシュエリア毎の土砂災１

京都府の作成した５㎞メッシュエリア毎の土砂災 害発生危険基準線（CL）を基に土砂災害発生の危険

害発生危険基準線（CL）を基に土砂災害発生の危険 性の判定を行うものである

性の判定を行うものである
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第６節 土砂災害緊急調査及び土砂災害緊急情報 第６節 土砂災害緊急調査及び土砂災害緊急情報 字句修正(近畿地方整

113 第１ 緊急調査 第１ 緊急調査 備局)

重大な土砂災害の急迫している状況においては、土砂災 重大な土砂災害の急迫している状況においては、土砂災

害が想定される土地の区域及び自記を明らかにするため、 害が想定される土地の区域及び自記を明らかにするため、

土砂災害防止法第26条及び27条に基づき、国土交通省及 土砂災害防止法第 条及び 条に基づき、国土交通省及27 28

る。び京都府が次のとおり緊急調査を行うものとする。 び京都府が次のとおり緊急調査を行うものとす

(略) (略)

第２ 土砂災害緊急情報（土砂災害防止法第29条） 第２ 土砂災害緊急情報（土砂災害防止法第 条）31

第７節 砂防対策計画 第７節 砂防対策計画 時点修正（建設交通

第１ 現状 第１ 現状 部）

（略） （略）

また、府内には次のとおり砂防指定地がある。 また、府内には次のとおり砂防指定地がある。

箇 所 数 1,436箇所(平成26年12月末現在) 箇 所 数 箇所(平成 年 月末現在)1,442 29 2

114 第８節 土石流対策計画 第８節 土石流対策計画 字句修正（建設交通

第２ 計画の方針と内容 第２ 計画の方針と内容 部）

土石流の災害を未然に防止するため、砂防堰堤等の整 土石流の災害を未然に防止するため、砂防堰堤等の整

備を社会資本整備重点計画に基づき推進する。一方、市 備を に基づき推進する。一方、社会資本総合整備計画等

土砂災害警戒情報町村等においては危険区域に対して土砂災害監視システ 市町村等において は危険区域に対して

ムにより情報がリアルタイムに発信され、降雨状況等を により情報がリアルタイムに発信され、降雨状システム

すみやかに把握する措置を講じるなど警戒降雨量に達し 況等をすみやかに把握する措置を講じるなど警戒降雨量

た場合は、通報により避難体制を確立するよう努める。 に達した場合は、通報により避難体制を確立するよう努

特に保全対象人家が５戸以上または道路等の公共施設 める。

や学校、病院、避難所等の他、社会福祉施設等の災害時 特に保全対象人家が５戸以上または道路等の公共施設

要配慮要配慮者関連施設が立地している箇所は重点的に対策を や学校、病院、避難所等の他、社会福祉施設等の

。講じる。 が立地している箇所は重点的に対策を講じる者利用施設

第９節 地すべり対策計画 第９節 地すべり対策計画 字句修正(建設交通

第２ 計画の方針と内容 第２ 計画の方針と内容 部)

地すべりの災害を未然に防止するため、地すべり対策工 地すべりの災害を未然に防止するため、地すべり対策工

を社会資本総合整備計画等に基づき推進する。特に保全 を社会資本総合整備計画等に基づき推進する。特に保全

対象人家が10戸以上または道路等の公共施設や学校、病 対象人家が10戸以上または道路等の公共施設や学校、病

要配慮者利用施設院、避難所 等の他、社会福祉施設等の災害時要配慮者関 院、避難所等の他、社会福祉施設等の

連施設が立地している箇所は重点的に対策を講じる。 が立地している箇所は重点的に対策を講じる。
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115 第10節 急傾斜地崩壊対策計画 第10節 急傾斜地崩壊対策計画

第１ 現状 第１ 現状 時点修正(建設交通

府内における急傾斜地（傾斜度30°以上高さ５ｍ以上の 府内における急傾斜地（傾斜度30°以上高さ５ｍ以上の 部)

もの）で、その崩壊によって人家等に被害を及ぼすおそれ もの）で、その崩壊によって人家等に被害を及ぼすおそれ

のある箇所が3,765箇所（今後、人家や公共施設の立地の のある箇所が3,765箇所（今後、人家や公共施設の立地の

可能性のある箇所を含む）あり、その対策を講じる。これ 可能性のある箇所を含む）あり、その対策を講じる。これ

ら急傾斜地のうち緊急性の高いものから 「急傾斜地の崩 ら急傾斜地のうち緊急性の高いものから 「急傾斜地の崩、 、

壊による災害の防止に関する法律 （急傾斜地法）第３条 壊による災害の防止に関する法律 （急傾斜地法）第３条」 」

により、順次急傾斜地崩壊危険区域に指定する。急傾斜地 により、順次急傾斜地崩壊危険区域に指定する。急傾斜地

崩壊危険区域が指定されている箇所は「急傾斜地崩壊危険 崩壊危険区域が指定されている箇所は「急傾斜地崩壊危険

区域の指定箇所一覧表」のとおりであり、315箇所となっ 区域の指定箇所一覧表」のとおりであり、 箇所となっ324

ている。 ている。

第２ 計画の方針と内容 第２ 計画の方針と内容 字句修正(建設交通

急傾斜地の崩壊を未然に防止するため、急傾斜地崩壊防 急傾斜地の崩壊を未然に防止するため、急傾斜地崩壊防 部)

止対策工を社会資本総合整備計画等に基づき推進する。特 止対策工を社会資本総合整備計画等に基づき推進する。特

に保全対象人家が５戸以上または道路等の公共施設や学 に保全対象人家が５戸以上または道路等の公共施設や学

要配慮者利用校、病院、避難所等の他、社会福祉施設等の災害時要配慮 校、病院、避難所等の他、社会福祉施設等の

者関連施設が立地している箇所は重点的に対策を講じる。 が立地している箇所は重点的に対策を講じる。施設

急傾斜地崩壊危険区域の指定があったときは、当該地域 誤記修正(建設交通（削除）

を管轄する市町村防災会議が市町村地域防災計画に所要の 部)

修正を行い、当該急傾斜地崩壊危険区域ごとに情報の収集

及び伝達、災害に関する予報又は警報の発表及び伝達、避

難、救助、その他当該急傾斜地崩壊危険区域内における急

傾斜地の崩壊による災害を防止するために必要な警戒避難

体制を確立する。

118 <表>土砂災害危険箇所一覧表(その２) <表>土砂災害危険箇所一覧表(その２) 時点修正(建設交通

部)(最新状況に差し替え)

第６章 農業用施設防災計画 第６章 農業用施設防災計画

119 第１節 現況 第１節 現況 時点修正（農林水産

第２ 農業用ため池 第２ 農業用ため池 部）

農業用ため池は府内に約1,600箇所あり、耕地面積の約 農業用ため池は府内に約1,600箇所あり、耕地面積の約

割に当たる13,300haの重要な用水補給源になっている 割に当たる13,300haの重要な用水補給源になっている６ ４

が、決壊すると下流に大きな被害をもたらすことが予想さ が、決壊すると下流に大きな被害をもたらすことが予想さ



( 18/58 )一般

れ、農業用施設の中では、最も注意を要する施設である。 れ、農業用施設の中では、最も注意を要する施設である。

（略） （略）

120 第３節 計画の内容 第３節 計画の内容 府の立場の明確化(農

（追加） 林水産部)農業用施設の１次災害予防と施設の安全対策及び２次

災害への備えとして、市町村及び土地改良区並びに農

業施設管理団体に対して、以下の内容について助言・

支援する。

第１ 一般事項（市町村及び土地改良区並びに農業用施設管 第１ 一般事項

理団体における計画事項）

（1）農業用施設台帳整備と定期点検 （1）農業用施設台帳整備と定期点検

（略） （略）

特にため池については、諸元情報をデータベース化す 特にため池については、諸元情報をデータベース化す

るとともに、関係市町村及びため池管理者に対して定期 るとともに、関係市町村及びため池管理者に対して定期

的に点検調査の実施を指導・支援することにより、ため 的に点検調査の実施を ・支援することにより、ため助言

池管理者等が日常管理と緊急時に必要な処置が行えるよ 池管理者等が日常管理と緊急時に必要な処置が行えるよ

う啓発する。 う啓発する。

（2）ハザードマップ（安心・安全マップ）等 （2）ハザードマップ（安心・安全マップ）等

大雨・地震等の災害により浸水等周囲に多大な影響を 大雨・地震等の災害により浸水等周囲に多大な影響を

与える農業用施設については、住民避難の参考となる被 与える農業用施設については、住民避難の参考となる被

害想定地域と避難経路等を示したハザードマップ（安心 害想定地域と避難経路等を示したハザードマップ（安心

・安全マップ）の整備普及を図るように関係市町村に促 ・安全マップ）の整備普及を図るように関係市町村に促

す。特に決壊した場合、下流人家等への被害が予想され す。特に決壊した場合、下流人家等への被害が予想され

るため池については、広域振興局等は、関係市町村及び るため池については、広域振興局等は、関係市町村及び

ため池管理者対し、ため池のハザードマップ（安心・安 ため池管理者対し、ため池のハザードマップ（安心・安

全マップ）の整備普及を進めるよう、指導・支援する。 全マップ）の整備普及を進めるよう、 ・支援する。助言

（略） （略）

121 第２ 個別事項（市町村及び土地改良区並びに農業用施設管 第２ 個別事項

理団体における計画事項）

１ 大雨、洪水対策 １ 大雨、洪水対策

集中豪雨や台風によりもたらされる大雨、洪水から農業（追加）

用施設の１次災害を防止するための日常的な対応措置をと

ること。
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（2）頭首工 （2）頭首工

ア 洪水流下を阻害しないように取水、土砂吐、洪水吐取水、土砂吐、洪水吐等の各種ゲート（角落し方式の

等の各種ゲート（角落としのものを含む ）の整備点ものを含む ）の整備点検と操作の演習を行い、洪水流下。 。

検,操作の演習を阻害しないよう、また、取水ゲートからは河水が堤内

イ 取水ゲートからの河水流入防止措置地に流入しないよう措置をとること。

（3）用排水路 （3）用排水路

イ 水路中の各種ゲートの整備点検、操作を確実に行う イ 水路中の各種ゲートの整備点検、操作

こと。

（4）用排水機場（ポンプ） （4）用排水機場（ポンプ）

ア 原動機ポンプ及び附帯設備の点検整備試運転を行い ア 原動機ポンプ及び附帯設備の点検整備試運転

非常時に備える。

第９章 水産施設防災計画 第９章 水産施設防災計画

第１節 漁船施設計画 第１節 漁船施設計画

130 第１ 現状 第１ 現状

府内における漁船が、台風及び冬季風浪、高潮などによ 府内における漁船が、台風 冬季風浪 高 対策の対象事象の拡、 、強風・大雪、

って受ける被害は大きく、漁業生産の低下をきたす要因と 潮 などによって受ける被害は大きく、漁業生産の低 充(農林水産部)、津波

なっている。 下をきたす要因となっている。

第３ 計画の内容 第３ 計画の内容

１ 台風、冬季風浪、高潮対策 １ 台風、冬季風浪、 高潮 対策 対象内容の拡充(農林強風・大雪、 、津波

(1) 小型船は、陸上へ引揚げ固定する。 水産部)(1) 漁業者は漁船の保全のため、日常から次のことに努め

る。(2) 中大型船は、安全港へ避難する。

ア 日常から気象情報の収集に留意し、被害防止のため(3) 絶えず気象通報を聞いて気象状況を熟知する。

に適切に対応する。(4) 無線機搭載の指導、助成を行う。

イ 被害が予測される際には、漁業者は小型船は陸上に(5) 大型化集団操業への指導、助成を行う。

引揚げ、確実に固定する。また、中大型船ではけい留(6) 海難防止の講習研修を機会あるごとに開催する。

索を補強し、必要に応じてより安全な泊地や他の漁港(7) 遭難救助には、府所属船を緊急に運航させる。

への避難を検討、実施する。

(2) 漁業者は海上航行、操業時の事故防止、安全確保のた

めに次のことに努める。

ア 天候の急変が予想される際には、速やかに操業を

中止し、帰港、避難の行動をとる。

イ 無線機、携帯電話等の装備により、陸上及び僚船と

の間の連絡手段を常に確保する。
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ウ 漁船の日常及び定期的な点検を励行し、故障による

海難事故の発生を予防する。

、 。(3) 京都府は海難事故への対応のため 次のことに努める

ア 海難事故防止のため、漁業者に対する安全講習、研

修を漁業協同組合等と連携して定期的に実施する。

イ 海難事故発生時には、府所属船を緊急に運航させ、

。関係機関と連携して漂流船回収や遭難救助等にあたる

２ 大雪

(1) 漁業者は、大雪が予想される際には小型船は陸上に

引き揚げて、転覆、沈没による被害防止に努める。

(2) また、陸上引揚げが困難な中大型船では、定期的な

見回りと必要に応じた除雪を実施し、転覆、沈没の防止

に努める。

第２節 漁具施設計画 第２節 漁具施設計画 字句修正(農林水産

第３ 計画の内容 第３ 計画の内容 部)

１ 台風 、温帯低気圧、前線接近時の風浪、急潮対策 １ 台風、温帯低気圧、前線接近時の風浪、急潮対策、

第１０章 道路及び橋梁防災計画 第１０章 道路及び橋梁防災計画

134 第１節 道路の現況 第１節 道路の現況 時点修正（建設交通

部）



( 21/58 )一般

135 第３節 計画の内容 第３節 計画の内容 字句修正(建設交通

第１ 道路整備事業 第１ 道路整備事業 部)

２ 橋梁整備事業 ２ 橋梁整備事業

橋梁整備事業としては、災害時の橋梁の交通機能を確保 橋梁整備事業としては、災害時の橋梁の交通機能を確保

するとともに、交通遮断等による社会生活への影響を少な するとともに、交通遮断等による社会生活への影響を少な

くするため、橋梁点検調査を実施し、架替、橋脚の補強等 くするため、橋梁点検調査を実施し、架替、 等の施工補修

の施工

第１２章 建造物防災計画 第１２章 建造物防災計画

154 第１節 建築物の防災対策 第１節 建築物の防災対策

第３ 対象建築物と具体的対策 第３ 対象建築物と具体的対策 字句修正(建設交通

２ 不特定多数の利用する特殊建築物 ２ 不特定多数の 利用する 建築物 部)者が 特定

劇場、百貨店、ホテル、旅館、社会福祉施設等不特定多 劇場、百貨店、ホテル、旅館、社会福祉施設等不特定多

数が使用する特殊建築物については、高い防災性能が必要 数 が する特殊建築物については、高い防災性能がの者 利用

であり、以下の対策を講じる。 必要であり、以下の対策を講じる。

(略) (略)

３ 住宅、その他の建築物 ３ 住宅、その他の建築物

府民の命を守るため、地震被害の軽減に向けた家具の転 府民の命を守るため、地震被害の軽減に向けた家具の転

倒防止等幅広い施策に取り組み、南海トラフ地震による甚 倒防止等幅広い施策に取り組み、南海トラフ地震による甚

大な被害を低減させることを目指して、住宅や、不特定多 大な被害を低減させることを目指して、住宅や、不特定多

数の利用する特殊建築物以外の建築物については、建築防 数の 利用する 建築物以外の建築物については、建者が 特定

、 。災に係る普及・啓発を進め、防災改修を誘導していく。 築防災に係る普及・啓発を進め 防災改修を誘導していく

４ (略) ４ (略)

（追加） 補助制度の創設(建設５ 土砂災害特別警戒区域内建築物の安全対策

交通部)土砂災害特別警戒区域内における居室を有する既存建築

物の土砂災害に対する改修を促進するため、建築物の所有

者等に支援を行い、既存建築物の安全対策を図る。

５ (略) (略)６

第１３章 文化財災害予防計画 第１３章 文化財災害予防計画

157 第１節 現状 第１節 現状 文化財の新指定等に

第１ 建造物 第１ 建造物 よる修正(教育庁)

文化財に指定された建造物には、消防法により自動火災 文化財に指定された建造物には、消防法により自動火災

報知設備（以下「自火報設備」という ）の設置が義務付 報知設備（以下「自火報設備」という ）の設置が義務付。 。

けられている。国指定建造物は府内に639棟あるが、国有 けられている。国指定建造物は府内に 棟あるが、国有648

及び石造物を除いた自火報設備の設置が義務付けられてい 及び石造物を除いた自火報設備の設置が義務付けられてい
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る588棟のうち、未設置のものは13棟である。 る 棟のうち、未設置のものは13棟である。597

また、自火報設備、消火設備、避雷針等を備えた総合的 また、自火報設備、消火設備、避雷針等を備えた総合的

な防災設備が完備されているものは約半数である。 な防災設備が完備されているものは約半数である。

一方、府指定・登録文化財建造物は509棟を数えるが、 一方、府指定・登録文化財建造物は 棟を数えるが、458

312自火報設備は設置が義務付けられている指定建造物の354 自火報設備は設置が義務付けられている指定建造物の

棟のうち約75％に設置されているが、登録建造物では約半 棟のうち約75％に設置されているが、登録建造物では約半

数である。また、総合的な防災設備については、設置され 数である。また、総合的な防災設備については、設置され

始めたところである。 始めたところである。

（略） （略）

第２ 美術工芸品（有形民俗文化財を含む） 第２ 美術工芸品（有形民俗文化財を含む）

府内における国指定文化財の所有者は413社寺等（国有 府内における国指定文化財の所有者は 社寺等（国有415

・公有は除く ）である。このうち、すでに収蔵庫等の ・公有は除く ）である。このうち、すでに収蔵庫等の。 。

防災施設を備えたものは199社寺等であるが、防災上の 防災施設を備えたものは 社寺等であるが、防災上の200

判断等から博物館等に寄託しているものもある。近年開 判断等から博物館等に寄託しているものもある。近年開

発等により社寺等の周辺の環境が著しく変化したことも 発等により社寺等の周辺の環境が著しく変化したことも

あって、防災上の実態把握に困難をきたしているが、個 あって、防災上の実態把握に困難をきたしているが、個

別的指導等によって収蔵庫その他防災施設の設置をすす 別的指導等によって収蔵庫その他防災施設の設置をすす

めるとともに、その実施が困難な場合には、一時的に博 めるとともに、その実施が困難な場合には、一時的に博

物館等の施設へ寄託するよう指導助言を行っている。 物館等の施設へ寄託するよう指導助言を行っている。

なお、有形民俗文化財の国指定は府内に５件あるが、 なお、有形民俗文化財の国指定は府内に５件あるが、

この防災上の措置については、上述したことに準じて指 この防災上の措置については、上述したことに準じて指

導助言を行っている。また、府指定・登録文化財は、現 導助言を行っている。また、府指定・登録文化財は、現

、 （ 。） 、 、 （ 。） 、在191所有者 277件 国有・公有は除く を数えるが 在 所有者 件 国有・公有は除く を数えるが192 282

このうち京都府立山城・丹後両郷土資料館、京都国立博 このうち京都府立山城・丹後両郷土資料館、京都国立博

物館等の公共施設に寄託となっているものが73件（一部 物館等の公共施設に寄託となっているものが 件（一部75

寄託４件を含む 、これ以外の204件のうち、防災施設 寄託４件を含む 、これ以外の 件のうち、防災施設。） 。） 207

が整っている建物に所在するものは50件ある。 が整っている建物に所在するものは 件ある。53

（略） （略）

第３ 史跡、名勝、天然記念物 第３ 史跡、名勝、天然記念物

府内に国指定の史跡、名勝、天然記念物は135件（二 府内に国指定の史跡、名勝、天然記念物は 件（二137

） ）、 、 、府県にまたがるものは除く 、府指定・登録の史跡、名 府県にまたがるものは除く 府指定・登録の史跡 名勝

勝、天然記念物は60件あるが、指定地域内にある建造物 天然記念物は 件あるが、指定地域内にある建造物につ62

については、国・府指定等建造物に準じて指導助言を行 いては、国・府指定等建造物に準じて指導助言を行って

っている 市町村別の指定件数は 資料編２－７参照 いる 〔市町村別の指定件数は、資料編２－７参照〕。〔 、 〕 。
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第１５章 消防組織整備計画 第１５章 消防組織整備計画

166 第２節 計画の内容 第２節 計画の内容

第１ 消防組織や体制の充実･強化 第１ 消防組織や体制の充実･強化 字句修正(府民生活

２ 消防団の活動力の強化 ２ 消防団の活動力の強化 部)

(1) 消防団員の確保 (1) 消防団員の確保

ア 女性の消防団への加入促進ア 女性消防団員の参加促進

イ (略) イ (略)

(2)～(4) (略) (2)～(4) (略)

167 第４ 航空消防防災活動 第４ 航空消防防災活動 字句修正(府民生活

府は、大規模な災害、事故等の発生またはその発生が 府は、大規模な災害、事故等の発生またはその発生が 部、京都市)

予測される事態において、警戒活動、応急対策等を実施 予測される事態において、警戒活動、応急対策等を実施

するため、京都市との「大規模な災害等の発生に伴う航 するため、京都市との「大規模な災害等の発生に伴う航

空消防防災活動に関する協定」に基づき京都市消防局の 空消防防災活動に関する協定」に基づき京都市消防局の

を実施する。消防ヘリコプターによる緊急対応活動の実施を行う。 消防ヘリコプターによる緊急対応活動

第５ 緊急消防援助隊の充実強化，実践的な訓練等の実施 第５ 緊急消防援助隊の充実強化，実践的な訓練等の実施 字句修正(府民生活

近年、東南海・南海地震等の発生が危惧される中、想 近年、東南海・南海地震等の発生が危惧される中、想 部、京都市)

定されるこれらの大規模地震災害や相次ぐ自然災害並び 定されるこれらの大規模地震災害や相次ぐ自然災害並び

に大規模・特殊災害等に対して、被災地の状況に応じ迅 に大規模・特殊災害等に対して、被災地の状況に応じ迅

速かつ的確な消防防災活動を展開するため、緊急消防援 速かつ的確な消防防災活動を展開するため、国が示す計

緊急消防援助隊助隊を国が示す計画に基づき 実践的な訓練等を通じて 画に基づき、実践的な訓練等を通じて、、 、

人命救助活動等の支援体制の整備に努めるものとする。 人命救助活動等の支援体制の整備に努めるものにおける

とする。

第３節 市町村地域防災計画に定める事項 第３節 市町村地域防災計画に定める事項

170 <表>市町村相互応援協定締結状況一覧 <表>市町村相互応援協定締結状況一覧

番号：３０ 番号：３０ 道路延伸に伴う協定

協定名称：京都縦貫自動車道（宮津天橋立インターチェ 協定名称：京都縦貫自動車道（宮津天橋立インターチェ の見直し(京丹後市

ンジから丹波インターチェンジ）及び宮津与謝 ンジから丹波インターチェンジまで）及び 等)山陰

道路における消防応援協定 における消防近畿自動車道（一般国道312号）

応援協定相互

協定締結消防機関名：京都中部広域消防組合、綾部市、 協定締結消防機関名：京都中部広域消防組合、綾部市、

、京丹舞鶴市、宮津与謝消防組合 舞鶴市、宮津与謝消防組合

後市



( 24/58 )一般

番号：３３ 番号：３３ 字句修正(京都市)

京都市・大津市消防相互応援協定協定名称：消防相互応援協定 協定名称：

番号：６５ 番号：６５

協定名称：第２京阪道路 協定名称：第 京阪道路二

番号：６８ 番号：６８

京都市・高島市消防相互応援協定協定名称：消防相互応援協定 協定名称：

(追加) ： 新規に協定締結(京都番号 ７２

協定名称： 市)高槻市と京都市の災害通信連絡に関する協定

書

京都市協定締結消防機関名：府内消防機関

高槻市府外消防機関

その他協定の内容：

185 字句修正(近畿総合通第１７章 通信放送施設防災計画 第１７章 通信放送施設防災計画

西日本電信電話株式会社 西日本電信電話株式会社 信局)

Ｋ Ｄ Ｄ Ｉ 株式会社（関西総支社） Ｋ Ｄ Ｄ Ｉ 株式会社（関西総支社）

株式会社Ｎ Ｔ Ｔ ドコモ関西支社 株式会社Ｎ Ｔ Ｔ ドコモ関西支社

ソフトバンク株式会社 ソフトバンク株式会社

エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ株式会社 エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ株式会社

日本放送協会京都放送局 日本放送協会京都放送局

株式会社エフエム京都(追加)

第１９章 資材器材等整備計画 第１９章 資材器材等整備計画

第３節 食料及び生活必需品の確保計画 第３節 食料及び生活必需品の確保計画

193 第１ 生活物資の備蓄 第１ 生活物資の備蓄 備蓄倉庫(暫定)の追

４ 備蓄物資の保管 ４ 備蓄物資の保管 加等（健康福祉部）

(1)府の備蓄は、次の６箇所の倉庫での備蓄の他、分散備蓄 (1)府の備蓄は、次の 箇所の倉庫での備蓄の他、分散備蓄各

、 。 、 。に配慮することとし 物資の品目及び数量は別に定める に配慮することとし 物資の品目及び数量は別に定める

また、今後の大規模公共施設の建設に当たっては、備蓄 また、今後の大規模公共施設の建設に当たっては、備蓄

物資の保管及び荷捌きの機能を付与することを検討し、 物資の保管及び荷捌きの機能を付与することを検討し、

府域全体での効率的な備蓄体制の構築に努める。 府域全体での効率的な備蓄体制の構築に努める。

京都倉庫 ：京都市上京区中立売通小川東入三丁 京都倉庫：京都市上京区中立売通小川東入三丁町

近衛倉庫：京都市左京区吉田近衛町(追加)

田辺倉庫 ：京田辺市興戸 田辺倉庫：京田辺市興戸
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木津倉庫 ：木津川市木津上戸 府木津総合庁舎 木津倉庫：木津川市木津上戸 府木津総合庁舎内

亀岡倉庫 ：亀岡市荒塚町 府亀岡総合庁舎 亀岡倉庫：亀岡市荒塚町 府亀岡総合庁舎内

丹波倉庫：船井郡京丹波町曽根崩下代(追加)

福知山倉庫：福知山市字篠尾 府福知山総合庁舎内 福知山倉庫：福知山市篠尾 府福知山総合庁舎内

宮津倉庫 ：宮津市字吉原 府宮津総合庁舎内 宮津倉庫：宮津市吉原 府宮津総合庁舎内

194 第４ 物資集配地の整備 第４ の整備 防災基本計画の修正物資輸送拠点

府及び市町村は、それぞれ救援物資の集積、保管、仕 府及び市町村は、それぞれ救援物資の集積、保管、仕 に伴う修正

分け 搬送等のために 集配予定地をあらかじめ定める 分け、搬送等のために、 予定地をあらかじ、 、 。 物資輸送拠点

(追加) め定める。

この際、民間事業者との間で協定を締結しておく、輸

送拠点として活用可能な民間事業者の管理する施設を把

握しておくなど協力体制を構築し、民間事業者のノウハ

ウや能力等を活用するものとする。

地域内輸送１ 府は、災害の規模が甚大で、市町村が定める集配予定地 １ 府は、災害の規模が甚大で、市町村が定める

のみによっては対応困難な場合の対応あるいは他府県か 予定地のみによっては対応困難な場合の対応あるいは拠点

らの物資の円滑な受入れを行うため、広域的観点から集 他府県からの物資の円滑な受入れを行うため、広域的観点

広域物資輸送拠点 広域物資輸送配予定地を定める。府の集配予定地は広域防災活動拠点 から 予定地を定める。府の

のほか次の施設とする。 予定地は広域防災活動拠点のほか次の施設とする。拠点

府の集配予定地は広域防災活動拠点のほか次の施設と 府の 予定地は広域防災活動拠点のほか広域物資輸送拠点

する。 次の施設とする。

(略) (略)

２ 市町村は、物資の備蓄場所、避難場所の位置並びに府及 ２ 市町村は、物資の備蓄場所、避難場所の位置並びに府及

地域び近隣市町村等からの物資受入れ輸送経路を考慮し、集 び近隣市町村等からの物資受入れ輸送経路を考慮し、

配予定地を定める。 予定地を定める。内輸送拠点

、 、 、３ 府は宅配業者 倉庫業者 メーカー事業者等と連携して

物資配送に物流等民間事業者のノウハウを活用することに(追加)

より、被災地のニーズに沿って迅速に物資を配送し、物資

の滞留を防ぐ配送システムを整備するよう努める。

第６ 市町村地域防災計画で定める事項 第６ 市町村地域防災計画で定める事項

１ 食料供給計画 １ 食料供給計画

(1) 食料の備蓄 (1) 食料の備蓄

(2) 当該市町村内の販売業者の手持状況の把握 (2) 当該市町村内の販売業者の手持状況の把握

(3) 調達・連絡体制 (3) 調達・連絡体制

(4) 物資の集配予定地 (4) 予定地地域内輸送拠点
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(5) 炊出し、その他による食品の給食計画等（ 自衛隊、 (5) 炊出し、その他による食品の給食計画等（ 自衛隊、「 「

警察等の支援又は協力による炊出し連絡系統」参照） 警察等の支援又は協力による炊出し連絡系統」参照）

２ 生活必需品供給計画 ２ 生活必需品供給計画

(1) 生活必需品の備蓄 (1) 生活必需品の備蓄

(2) 地元販売業者の手持状況の把握 (2) 地元販売業者の手持状況の把握

(3) 調達・連絡体制 (3) 調達・連絡体制

(4) 物資の集配予定地 (4) 予定地地域内輸送拠点

(5) 配分計画・支給要領等 (5) 配分計画・支給要領等

195 <表>米穀販売事業者（卸売の業務を営む者） <表>米穀販売事業者（卸売の業務を営む者） 事務所の移転(農林水

京都市伏見区京町１丁目245番地 産部)京都市伏見区横大路鍬ノ本４６

<表>炊飯センター <表>炊飯センター

京都府長岡京市神足芦原１２番地１京都府長岡京市神足芦原５番地

196 <表>食料品の調達等系統 <表>食料品の調達等系統 消費生活安全センタ

(1) 応急対策用食料品の調達又はあっ旋ルート (1) 応急対策用食料品の調達又はあっ旋ルート ーであっ旋等ができ

物資保有業者 る業者を明確化(府民協定業者等

注１・２（略） 注１・２（略） 生活部)

※ 協定業者等とは 「災害時における応急対策物資供給等に（追加） 、

関する協定」を締結している物資保有業者及び「災害時

における生活必需品及び応急復旧資材の調達先一覧表」

に記載の物資保有業者とする。なお、災害対策本部から

の要請は、消費生活安全センターで受け、消費生活安全

センターと入札課は調整しながら物資調達に当たるもの

とする。

197 <図>生活必需物品の調達系統 <図>生活必需物品の調達系統 字句等修正（府民生

(1) 災害救助法により府が調達及び給貸与する場合 (1) 災害救助法により府が調達及び給貸与する場合 活部）
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注１・２（略） 注１・２（略）

(削除)※ 協定業者等とは 「災害時における応急対策物資供給等、

に関する協定」を締結している物資保有業者及び「災害

」時における生活必需品及び応急復旧資材の調達先一覧表

に記載の物資保有業者とする。なお、災害対策本部から

の要請は、消費生活安全センターで受け、消費生活安全

センターと入札課は調整しながら物資調達に当たるもの

とする。

(2) 被災市町村から府に物資あっ旋を要請する場合 (2) 被災市町村から府に物資あっ旋を要請する場合 消費生活安全センタ

生活物資協力店 ーであっ旋等ができ協定業者等

る業者を明確化(府民

生活部)

(3) 国又は他府県に物資あっ旋を要請する場合 (3) 国又は他府県に物資あっ旋を要請する場合 業務移管(近畿経済産

近畿経済産業局産業部産業課→経済産業本省→業者 →業者 業局)政府緊急災害対策本部

(削除)06-6966-6021

第２０章 防災知識普及計画 第２０章 防災知識普及計画

201 第３節 学校における防災教育 第３節 学校 における防災教育 女性、若者等多様な等

各学校においては、防災に関する学習と指導を教育課 各学校においては、防災に関する学習と指導を教育課 視点での防災対策ア

程の中に位置づけ、家庭や地域社会と密接な連携協力を 程の中に位置づけ、家庭や地域社会と密接な連携協力を ンケートの意見反映

図りつつ、防災上必要な基礎的・基本的事項を理解させ 図りつつ、防災上必要な基礎的・基本的事項を理解させ (府民生活部)

るとともに自他の生命尊重の精神、ボランティア精神を るとともに自他の生命尊重の精神、ボランティア精神を

培うための教育を推進する。 培うための教育を推進する。

また、大学等は、積極的に防災知識の展示等の防災啓(追加)

発活動を行う学生等を支援するよう努める。

第１ 児童生徒等に対する教育 第１ 児童生徒等に対する教育

災害時及び災害予防活動時における児童生徒等の安全 災害時及び災害予防活動時における児童生徒等の安全

の確保及び災害への対応能力育成のため、教科、道徳、 の確保及び災害への対応能力育成のため、教科、道徳、

学級活動、ホームルーム活動、学校行事等の教育活動全 学級活動、ホームルーム活動、学校行事等の教育活動全

体を通じて、発災のメカニズムの基礎的な知識、発災時 体を通じて、発災のメカニズムの基礎的な知識、発災時

の緊急行動、応急手当等の指導を行うとともにボランテ の緊急行動、応急手当等の指導を行うとともにボランテ

ィア精神を培うための教育を推進する。 ィア精神を培うための教育を推進する。

また、大学等においては、学生等が防災知識の展示等（追加）

の防災啓発活動を積極的に行う場合、大学等は当該学生
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等を支援するよう努める。

第２２章 自主防災組織整備計画 第２２章 自主防災組織整備計画

205 第３節 地区防災計画の作成 第３節 地区防災計画の作成 防災基本計画の修正

市町村内の一定の地区内の住民及び当該地区に事業所 市町村内の一定の地区内の住民及び当該地区に事業所 に伴う修正

(要配慮者利用施設や地下街等の施設管を有する事業者は、当該地区における防災力の向上を図 を有する事業者

るため、共同して防災訓練の実施、物資等の備蓄、高齢 は、当該地区における防災力の向上を図理者を含む。)

者等の避難支援体制の構築等自発的な防災活動に関する るため、共同して防災訓練の実施、物資等の備蓄、高

計画を作成し、これを地区防災計画の素案として市町村 齢者等の避難支援体制の構築等自発的な防災活動に関

防災会議に提案するなど、当該地区の市町村と連携して する計画を作成し、これを地区防災計画の素案として

防災活動を行う。 市町村防災会議に提案するなど、当該地区の市町村と

(略) 連携して防災活動を行う。

(略)

第２３章 企業等防災対策促進計画 第２３章 企業等防災対策促進計画

208 第２節 計画の内容 第２節 計画の内容

第１ 企業等における防災対策 第１ 企業等における防災対策 防災基本計画の修正

１ 事業所等における防災活動の推進 １ 事業所等における防災活動の推進 に伴う修正

(略) (略)

特に、食料、飲料水、生活必需品を提供する事業者や医 特に、食料、飲料水、生活必需品を提供する事業者や医

事業者療機関など災害応急対策等に係る業務に従事する企業等 療機関など災害応急対策等に係る業務に従事する

は、災害時応援協定の締結や防災訓練の実施等の防災施策 は、災害時応援協定の締結や防災訓練の実施等の防災施策

の実施に協力するよう努めるものとする。 の実施に協力するよう努めるものとする。

また、事業所等は、地震発生時における施設の利用者等(追加)

の安全確保や機械の停止等により被害の拡大防止を図るた

め、緊急地震速報受信装置等の積極的活用を図るよう努め

るものとする。

第２ 京都ＢＣＰの普及 第２ 京都ＢＣＰの普及 京都ＢＣＰ行動指針

２ (略) ２ (略) の修正を反映(府民生

また、企業等や関係団体等に対して、ＢＣＰ策定企業の また、企業等や関係団体等に対して、ＢＣＰ策定企業の 活部)

京都全体実態調査の実施、セミナー・意見交換会の実施、情報共有 実態調査の実施、セミナー・意見交換会の実施、

体制の確立、経済団体や金融関係機関との連携強化、地域 情報共有体制の確立、経済団が一元的な災害対応を行える

、ライフライン事業者 図内の協力協定の見直しなど、京都ＢＣＰの取組の普及啓発 体や金融関係機関 との連携強化、

に努めるものとする。 地域内の協力協定の見直しなど、京都ＢＣ上訓練の実施、

Ｐの取組の普及啓発に努めるものとする。
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第２４章 社会福祉施設防災計画 第２４章 社会福祉施設防災計画

209 第２節 予防対策 第２節 予防対策 防災基本計画の修正

第１～４（略） 第１～４（略） に伴う修正

第５ 市町村は、社会福祉施設の避難確保に関する計画や避難(追加)

訓練の実施状況等について、定期的に確認するよう努め

るものとする。

第２５章 交通対策及び輸送計画 第２５章 交通対策及び輸送計画

212 第２節 緊急通行車両等 第２節 緊急通行車両等 道路延伸(警察本部)

<表>緊急交通路候補路線一覧表 <表>緊急交通路候補路線一覧表

道路名：京都縦貫自動車道 道路名：京都縦貫自動車道

区 間：宮津天橋立ＩＣ～京丹波わちＩＣ 区 間：宮津天橋立ＩＣ～大山崎ＪＣＴ

丹波ＩＣ～大山崎ＪＣＴ

野田川大宮道路(追加) 道路名：

京丹後大宮ＩＣ～与謝天橋立ＩＣ区 間：

213 <表>緊急交通路候補路線図 <表>緊急交通路候補路線図 道路延伸(警察本部)

(最新状況に差し替え)

第２６章 医療助産計画 第２６章 医療助産計画

215 第２節 計画の内容 第２節 計画の内容 字句修正(健康福祉

（資料） （資料） 部)

４８－５５００京都岡本記念病院 ０７７４－４４－４５１１ 京都岡本記念病院 ０７７４－

第２７章 高齢者、障害者、乳幼児等特に配慮を要する者及び 第２７章 高齢者、障害者、乳幼児等特に配慮を要する者及び

外国人に係る対策計画 外国人に係る対策計画

217 第２節 計画の内容 第２節 計画の内容

第２ 要配慮者に係る支援体制の整備 第２ 要配慮者に係る支援体制の整備 災害派遣福祉チーム

１～３（略） １～３（略） （ＤＷＡＴ）体制の

(追加) 確立(健康福祉部)４ 災害派遣福祉チーム（ＤＷＡＴ）体制の整備

災害発生時に必要に応じて、被災市町村へ災害派遣福祉

チーム（ＤＷＡＴ （介護福祉士、介護支援専門員、社会）

福祉士等福祉専門職により構成）を派遣できるよう関係機

関による支援体制を整備する。
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第３ 避難行動要支援者対策 第３ 避難行動要支援者対策 防災基本計画の修正

２ 避難行動要支援者名簿の作成 ２ 避難行動要支援者名簿の作成 に伴う修正

市町村は、市町村防災計画に基づき、防災担当部局と福 市町村は、市町村防災計画に基づき、防災担当部局と福

祉担当部局との連携の下、平常時より避難行動要支援者に 祉担当部局との連携の下、平常時より避難行動要支援者に

関する情報を把握し、避難行動要支援者名簿を作成する。 関する情報を把握し、避難行動要支援者名簿を作成する。

また、避難行動要支援者名簿については、地域における避 また、避難行動要支援者名簿については、地域における避

難行動要支援者の居住状況や避難支援を必要とする事由を 難行動要支援者の居住状況や避難支援を必要とする事由を

ととも適切に反映したものとなるよう、定期的に更新する。 適切に反映したものとなるよう、定期的に更新する

に、庁舎の被災等の事態が生じた場合においても名簿の活

用に支障が生じないよう、名簿情報の適切な管理に努める

ものとする。

３ 避難行動要支援者の避難誘導、安否確認 ３ 避難行動要支援者の避難誘導、安否確認

(略) (略)

また、避難支援等に携わる関係者として市町村防災計画 また、避難支援等に携わる関係者として市町村防災計画

に定めた消防機関、警察機関、民生委員・児童委員、社会 に定めた消防機関、警察機関、民生委員・児童委員、社会

福祉協議会、自主防災組織等に対し、避難行動要支援者本 福祉協議会、自主防災組織等に対し、避難行動要支援者本

得ることにより、または、該当市町村の条例の人の同意を得た上で、あらかじめ避難行動要支援者名簿を 人の同意を

定めにより 提供する提供し、多様な主体の協力を得ながら、避難行動要支援者 、あらかじめ避難行動要支援者名簿を

に対する情報伝達体制の整備、避難支援・安否確認体制の 、多様な主体の協力を得ながら、避難行動要支援とともに

整備、避難訓練の実施等について一層努める。その際、名 者に対する情報伝達体制の整備、避難支援・安否確認体制

簿情報の漏洩の防止等必要な措置を講じる。 の整備、避難訓練の実施等について一層努める。その際、

名簿情報の漏洩の防止等必要な措置を講じる。

第５ 要配慮者の生活確保 第５ 要配慮者の生活確保 適切に避難所運営で

３ 市町村は、避難所において要配慮者のニーズに適切に対応 ３ 市町村は、避難所において要配慮者のニーズに適切に対応 きる人材を具体的に

できるよう、平常時から防災担当部局と福祉担当部局との できるよう、平常時から防災担当部局と福祉担当部局との 記載(健康福祉部)

連携の下、要配慮者に関する情報を把握し、要配慮者 名 連携の下、要配慮者に関する情報を把握し、要配慮者 名

簿の作成に努める。また、避難所をユニバーサルデザイン 簿の作成に努める。また、避難所をユニバーサルデザイン

にするための取組や要配慮者の避難スペース、要配慮者の にするための取組や要配慮者の避難スペース、要配慮者の

ニーズに対応できる福祉避難コーナーの設置及び要配慮者 ニーズに対応できる福祉避難コーナーの設置及び要配慮者

災害派遣福祉チーム(ＤＷＡＴ)又は福に適切に対応できる人材の確保、または社会福祉施設や宿 に適切に対応できる

泊施設との協定締結等により福祉避難所を事前指定する等 の人、 祉避難サポートリーダー並びに福祉避難サポーター等

要配慮者の避難生活の支援に努める。 材の確保、または社会福祉施設や宿泊施設との協定締結等

により福祉避難所を事前指定する等、要配慮者の避難生活

の支援に努める。
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第２９章 行政機能維持対策計画 第２９章 行政機能維持対策計画

220 第１節 業務継続性の確保 第１節 業務継続性の確保 防災基本計画の修正

府及び市町村等の防災関係機関は、災害発生時の災害 府及び市町村等の防災関係機関は、災害発生時の災害 に伴う修正

、応急対策等の実施や優先度の高い通常業務の継続のた 応急対策等の実施や優先度の高い通常業務の継続のため

め、災害時に必要となる人員や資機材等を必要な場所に 災害時に必要となる人員や資機材等を必要な場所に的確

的確に投入するための事前の準備体制と事後の対応力の に投入するための事前の準備体制と事後の対応力の強化

強化を図る必要があることから、業務継続計画の策定な を図る必要があることから、業務継続計画の策定などに

この際、躊どにより、業務継続性の確保を図るものとする。また、 より、業務継続性の確保を図るものとする。

躇なく避難勧告等を発令するなど迅速かつ円滑な災害応実効性ある業務継続体制を確保するため、必要な資源の

急対策を行えるよう、平常時から災害時における優先す継続的な確保、定期的な教育・訓練・点検等の実施、訓

べき業務を絞り込むとともに、当該業務を遂行するため練等を通じた経験の蓄積や状況の変化等に応じた体制の

の役割を分担するなど、全庁をあげた体制の構築に努め見直し、計画の改訂などを行うものとする。

るものとする。

また、実効性ある業務継続体制を確保するため、必要

な資源の継続的な確保、定期的な教育・訓練・点検等の

実施、訓練等を通じた経験の蓄積や状況の変化等に応じ

た体制の見直し、計画の改訂などを行うものとする。

第２節 防災中枢機能等の確保、充実 第２節 防災中枢機能等の確保、充実

府、市町村及び災害拠点病院等災害応急対策に係る機 府、市町村及び災害拠点病院等災害応急対策に係る機

関は、それぞれの機関の防災中枢機能を果たす施設、設 関は、それぞれの機関の防災中枢機能を果たす施設、設

備の充実及び災害に対する安全性の確保，総合的な防災 備の充実及び災害に対する安全性の確保，総合的な防災

、 、 、 、機能を有する拠点・街区の整備 推進に努めるとともに 機能を有する拠点・街区の整備 推進に努めるとともに

保有する施設，設備について、代替エネルギーシステム 保有する施設，設備について、代替エネルギーシステム

の活用を含め自家発電設備等の整備を図り、十分な期間 の活用を含め自家発電設備等の整備を図り、十分な期間

の発電が可能となるような燃料の備蓄等に努めるものと の発電が可能となるような燃料の備蓄等に努めるものと

する。その際、物資の供給が相当困難な場合を想定した する。その際、物資の供給が相当困難な場合を想定した

燃料等の適切な備蓄・調達・輸送体制の整備，通信途絶 燃料等の適切な備蓄・調達・輸送体制の整備，通信途絶

時に備えた衛星携帯電話の整備や国等への通信機器・電 時に備えた衛星携帯電話の整備や国等への通信機器・電

源車の貸与要請等非常用通信手段の確保を図るものとす 源車の貸与要請等非常用通信手段の確保を図るものとす

る。 る。

また、災害情報を一元的に把握し，共有することがで(追加)

きる体制の整備を図り、災害対策本部の機能の充実・強

化に努めるものとする。

また、災害対応に当たる要員の活動支援その他の用途 、災害対応に当たる要員の活動支援その他の用途なお
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に充てるため、第19章資材機材等整備計画に定める食料 に充てるため、第19章資材機材等整備計画に定める食料

及び生活必需品の備蓄の活用を含め、食料、飲料水及び 及び生活必需品の備蓄の活用を含め、食料、飲料水及び

毛布等の防寒用具を確保するよう努めるものとする。 毛布等の防寒用具を確保するよう努めるものとする。

第３０章 ボランティアの登録・支援等計画 第３０章 ボランティアの登録・支援等計画

221 第２節 計画の内容 第２節 計画の内容 すべての市町村で災

第２ 一般ボランティア 第２ 一般ボランティア 害ボランティアセン

１ 受入体制の整備 １ 受入体制の整備 ターが設置されたた

(3) 府及び市町村は、京都府社会福祉協議会、市町村社会福 (3) 府及び市町村は、京都府社会福祉協議会、市町村社会福 め(健康福祉部)

設置された災害祉協議会と協力し、府内市町村すべてに常設災害ボラン 祉協議会と協力し、府内市町村すべてに

ボランティアセンターが災害時に円滑に活動できるようティアセンターの設置を進めるものとする。

体制を整えるものとする。

第３１章 広域応援体制の整備 第３１章 広域応援体制の整備

第２節 計画の内容 第２節 計画の内容

222 第３ 府内の防災相互応援体制の整備 第３ 府内の防災相互応援協定 防災基本計画の修正

１ 防災相互応援協定の締結 １ 防災相互応援協定の締結 に伴う修正

府内の市町村長は、災害時における消防以外の分野の相 府内の市町村長は、災害時における消防以外の分野の相

互応援を円滑に実施するため、あらかじめ相互応援に関 互応援を円滑に実施するため、あらかじめ相互応援に関

する協定などを締結する等、広域応援体制の整備に努め する協定などを締結する等、広域応援体制の整備に努め

る。 る。

雪害の少ない市町村は、相互応援協定の締結に当たっ（追加）

ては、雪害対応に係る経験が豊富な市町村等との協定締

結についても考慮するものとする。

(略) (略)

第４ 緊急消防援助隊の編成 第４ 緊急消防援助隊の編成 字句修正(府民生活

他府県への消防広域応援については、消防組織法第44 他府県への消防広域応援については、消防組織法第44 部、京都市)

条の規定に基づき、都道府県単位で設置した緊急消防援 条の規定に基づき、都道府県単位で した緊急消防援構成

助隊を応援隊として派遣するものとし、府は代表消防機 助隊を応援隊として派遣するものとし、府は代表消防機

（ ） 、 （ ） 、関 京都市消防局 及び府内各消防本部等と協議調整し 関 京都市消防局 及び府内各消防本部等と協議調整し

「 」あらかじめ「京都府隊応援等実施計画」を定めておくも あらかじめ 緊急消防援助隊京都府大隊応援等実施計画

のとする。なお、府内の緊急消防援助隊応援隊の登録状 を定めておくものとする。なお、府内の緊急消防援助隊

況は別表のとおりとする。 応援隊の登録状況は別表のとおりとする。
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223 <表>緊急消防援助隊登録状況 <表>緊急消防援助隊登録状況 時点修正(府民生活

部)(最新状況に差し替え)

第３３章 学校等の防災計画 第３３章 学校等の防災計画

227 第２節 計画の内容 第２節 計画の内容 女性、若者等多様な

第３ 防災訓練の実施 第３ 防災訓練の実施 視点での防災対策ア

学校等において、各々の防災に関する計画に基づき家庭 学校等において、各々の防災に関する計画に基づき家庭 ンケートの意見反映

や地域、関係機関等との連携を図りつつ、児童生徒等、学 や地域、関係機関等との連携を図りつつ、児童生徒等、学 (府民生活部)

また、障害の有無等にも配校等及び地域の実情に即して、多様な場面を想定した避難 校等及び地域の実情に即して、

訓練 情報伝達訓練等の防災上必要な訓練の徹底に努める 多様な場面を想定した避難訓練、情報伝達訓、 。 慮しながら、

練等の防災上必要な訓練の徹底に努める。

第３４章 避難に関する計画 第３４章 避難に関する計画

228 第２節 避難の周知徹底 第２節 避難の周知徹底 防災基本計画の修正

第２ 避難指示等の周知 第２ 等の周知 に伴う修正避難勧告

(略) (略)

また、避難時の周囲の状況等により、屋内にとどまっ また、避難時の周囲の状況等により、屋内にとどまっ

屋内安全ていた方が安全な場合等やむを得ないときは、屋内での ていた方が安全な場合等やむを得ないときは、

避難等の安全確保措置を講ずべきことにも留意するもの を講ずべきことにも留意するものとする。確保

とする。

第４節 避難の実施に必要な施設・設備等の整備 第４節 避難の実施に必要な施設・設備等の整備 防災基本計画の修正

（追加） に伴う修正第２ 円滑な避難所運営への配慮

市町村は、マニュアルの作成、訓練等を通じて、避難所

の運営管理のために必要な知識等の普及に努めるものとす

る。この際、住民等への普及に当たっては、住民等が主体

的に避難所を運営できるように配慮するよう努めるものと

する。また、指定管理施設が指定避難所となっている場合

には、指定管理者との間で事前に避難所運営に関する役割

分担等を定めるよう努めるものとする。

市町村及び各避難所の運営者は、避難所の良好な生活環

境の継続的な確保のために、専門家等との定期的な情報交

換に努めるものとする。

第２ (略) 第 (略)３
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232 第７節 市町村の避難計画 第７節 市町村の避難計画 避難情報等ガイドラ

第２ 市町村の避難勧告等の判断・伝達マニュアル 第２ 市町村の避難勧告等の判断・伝達マニュアル インの反映（府民生

三段階の避難勧告等一覧 三段階の避難勧告等一覧 活部）

※１ 近隣の安全な場所：指定緊急避難場所ではないが、近隣(追加)

のより安全な場所・建物

※２ 屋内安全確保：その時点に居る建物内において、より安

全な部屋への移動

発令時の状況 住民に求める行動
避難準備
(要配慮者避難)情報

要配慮者等、特に避難行動に時間
を要する者が避難行動を開始しな
ければならない段階であり、人的
被害の発生する可能性が高まった
状況

・要配慮者等、特に避難行動に時
間を要する者は、計画された避難
場所への避難行動を開始(避難支
援者は支援行動を開始)
・上記以外の者は、家族等との連
絡、非常用持出品の用意等、避難
準備を開始
(追加)

避難勧告 通常の避難行動ができる者が避難
行動を開始しなければならない段
階であり、人的被害の発生する可
能性が高まった状況

通常の避難行動ができる者は、計
画された避難場所等への避難行動
を開始
(追加)

避難指示 ・前兆現象の発生や、現在の切迫
した状況から、人的被害の発生す
る危険性が非常に高いと判断され
た状況
・堤防の隣接地等、地域の特性等
から人的被害の発生する危険性が
非常に高いと判断された状況
・人的被害の発生した状況

・避難勧告等の発令後で避難中の
住民は、確実な避難行動を直ちに
完了
・未だ避難していない対象住民は、
直ちに避難行動に移るとともに、そ
のいとまがない場合は生命を守る
最低限の行動
(追加)

発令時の状況 住民に求める行動
避難準備
・高齢者等避難開始

要配慮者等、特に避難行動に時間
を要する者が避難行動を開始しな
ければならない段階であり、人的
被害の発生する可能性が高まった
状況

・要配慮者等、特に避難行動に時
間を要する者は、計画された避難
場所への避難行動を開始(避難支
援者は支援行動を開始)
・上記以外の者は、家族等との連
絡、非常用持出品の用意等、避難
準備を開始
・特に突発性が高く予測が困難な
土砂災害の危険性がある区域や
急激な水位上昇のおそれがある河
川沿いでは、避難準備が整い次
第、当該災害に対応した指定緊急
避難場所へ立退きすることが強く
望まれる。

避難勧告 通常の避難行動ができる者が避難
行動を開始しなければならない段
階であり、人的被害の発生する可
能性が高まった状況

・通常の避難行動ができる者は、
計画された避難場所等への避難行
動を開始
・指定緊急避難場所への立退き避
難はかえって命に危険を及ぼしか
ねないと自ら判断する場合には「近
隣の安全な場所(※１)への避難や
少しでも命が助かる可能性の高い
避難行動として「屋内安全確保」
(※２)を行う。

避難指示(緊急) ・前兆現象の発生や、現在の切迫
した状況から、人的被害の発生す
る危険性が非常に高いと判断され
た状況
・堤防の隣接地等、地域の特性等
から人的被害の発生する危険性が
非常に高いと判断された状況
・人的被害の発生した状況

・避難勧告等の発令後で避難中の
住民は、確実な避難行動を直ちに
完了
・未だ避難していない対象住民は、
直ちに避難行動に移るとともに、そ
のいとまがない場合は生命を守る
最低限の行動
・指定緊急避難場所への立退き避
難はかえって命に危険を及ぼしか
ねないと自ら判断する場合には「近
隣の安全な場所(※１)への避難や
少しでも命が助かる可能性の高い
避難行動として「屋内安全確保」
(※２)を行う。
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233 避難勧告等の発令の参考となる情報 避難勧告等の発令の参考となる情報 防災基本計画の修正

(1)河川の氾濫等 (1)河川の氾濫等 に伴う修正

(最新状況に差し替え)<表> <表>

(2)土砂災害 (2)土砂災害

<表> (略) <表> (略)

注 面積の広さ、地形、地域の実情等に応じて市町村をい(追加)

くつかの地域に分割した上で、土砂災害に関するメッシ

ュ情報等を用い、危険度の高まっている領域が含まれる

地域内の全ての土砂災害警戒区域等に絞り込んで避難勧

告等を発令できるよう、指令範囲をあらかじめ具体的に

設定するとともに、必要に応じ見直すよう努めるものと

する。

234 第８節 防災上重要な施設の計画 第８節 防災上重要な施設の計画 女性、若者等多様な

学校 病院 福祉施設 その他防災上重要な施設の管理者は 学校 、病院、福祉施設、その他防災上重要な施設の管理者 視点での防災対策ア、 、 、 、 等

次の事項に留意して避難計画を作成し 避難の万全を期する は、次の事項に留意して避難計画を作成し、避難の万全を期す ンケートの意見反映、 。

る。 (府民生活部)

１ 学校においては、それぞれの地域の特性等を考慮したう １ 学校においては、それぞれの地域の特性等を考慮したう

えで、避難の場所、避難経路、誘導並びにその指示伝達の えで、避難の場所、避難経路、誘導及びその指示伝達の方

方法等 法等

大学等においては、避難の場所、避難経路、誘導及びそ(追加)

の指示伝達等の方法並びに学生が自主的に避難するための

避難の場所、避難経路等の事前周知の方法等

(追加) 車中泊避難対応検討第10節 車中泊避難計画

会取りまとめの反映大規模災害発生時において、余震への不安やプライバ

(府民生活部)シー確保、ペット同伴等の理由から車中泊避難が発生す

る恐れがある。そこで、避難者数の把握や救援物資の提

供、駐車スペースの確保、エコノミークラス症候群によ

る震災関連死等の課題に対応するため、地域の実情に応

じてあらかじめ体制整備を図る。

なお、住民の屋外避難に当たっては、市町村があらか

じめ指定する指定避難所への避難が基本であって、車中

泊避難を推奨するものではない。
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第１ 市町村

市町村は、車中泊の対応方針について地域の実情も踏

まえ地域防災計画へ記載する。指定避難所における駐車

可能台数を把握し、あらかじめ具体的に車中泊避難が可

能な場所を選定するとともに、エコノミークラス症候群

、 。防止をはじめとした環境整備 支援物資の備蓄等を行う

第２ 府

府は、市町村が実施する車中泊避難対策について必要

な助言・調整等を行う。

第３７章 都市公園施設防災計画 第３７章 都市公園施設防災計画

239 第１節 現況 第１節 現況 時点修正（建設交通

(略) (略) 部）

京都府立都市公園（平成２６年４月１日現在） 京都府立都市公園（平成 年４月１日現在）２９

(略) (略)

第３編 災害応急対策計画 第３編 災害応急対策計画

第１章 災害対策本部等運用計画 第１章 災害対策本部等運用計画

第２節 府の活動体制 第２節 府の活動体制

243 第１ 責務 第１ 責務 防災基本計画の修正

府は、府の地域に災害が発生し、又は発生するおそれ 府は、府の地域に災害が発生し、又は発生するおそれ に伴う修正

、 、 、 、があるときは 法令又は府防災計画の定めるところにより があるときは 法令又は府防災計画の定めるところにより

指定行政機関、指定公共機関、その他防災機関の協力を得 指定行政機関、指定公共機関、その他防災機関の協力を得

災害情報を一元て、職員の安全の確保に十分配慮しつつ、その所掌事務に て、職員の安全の確保に十分配慮しつつ、

係る災害応急対策をすみやかに実施するとともに、府内市 その所掌的に把握し、共有することができる体制のもと、

町村が処理する災害応急対策の実施を支援し、かつ総合調 事務に係る災害応急対策をすみやかに実施するとともに、

整を行う。 府内市町村が処理する災害応急対策の実施を支援し、かつ

総合調整を行う。

244 第３ 雪害対策本部の設置 第３ 雪害対策本部の設置 字句修正(府民生活

１ 雪害は、風水害あるいは火災等とは若干その様相を異に １ 雪害は、風水害あるいは火災等とは若干その様相を異に 部)

するため、次の事項の１に該当するときは、それぞれの地 するため、次の事項の１に該当するときは、それぞれの地

方に府広域振興局長を本部長とする「地方雪害対策本部」 方に府広域振興局長を本部長とする「地方雪害対策本部」

を設置するとともに、危機管理監が関係部局等に対して、 を設置するとともに、危機管理監が関係部局等に対して、
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被害情報の収集・集約、指示・調整を行うなど、厳重な警 被害情報の収集・集約、指示・調整を行うなど、厳重な警

戒体制をとる。 戒体制をとる。

(1) 各土木事務所管内の積雪観測所のうちおおむね１／２ (1) 各土木事務所管内の積雪観測所のうちおおむね１／２

が警戒積雪深（第２編第１章第２節第10）を突破した が警戒積雪深（第２編第１章第２節第 ）を突破した13

場合。 場合。

第５ 豪雪対策本部の設置 第５ 豪雪対策本部の設置 字句修正(府民生活

累年にない豪雪のため、地方雪害対策本部が設置され 累年にない豪雪のため、地方雪害対策本部が設置され 部)

ている府土木事務所管内の積雪観測所（第２編第１章３ ている府土木事務所管内の積雪観測所（第２編第１章３

－１ 災害対策本部等運用計画第２節第10）のうち、その －１ 災害対策本部等運用計画第２節第 ）のうち、その13

大部分の積雪深が警戒積雪深を突破したとき、又は多数 大部分の積雪深が警戒積雪深を突破したとき、又は多数

の人命に危険が生ずる等大きな被害が生じたときは、知 の人命に危険が生ずる等大きな被害が生じたときは、知

事を本部長とした「京都府豪雪対策本部」を設置し、豪 事を本部長とした「京都府豪雪対策本部」を設置し、豪

雪災害に対する必要な対策を実施する。 雪災害に対する必要な対策を実施する。

(略) (略)

249 第４節 市町村の活動体制 第４節 市町村の活動体制 防災基本計画の修正

第１ 責務 第１ 責務 に伴う修正

市町村は、当該市町村の区域に災害が発生し、又は発 市町村は、当該市町村の区域に災害が発生し、又は発

生するおそれがある場合において、第１次的に災害応急 生するおそれがある場合において、第１次的に災害応急

対策を実施する機関として、法令、府防災計画及び市町 対策を実施する機関として、法令、府防災計画及び市町

村防災計画の定めるところにより、他の市町村、府及び 村防災計画の定めるところにより、他の市町村、府及び

指定地方行政機関並びに区域内の公共的団体及び住民等 指定地方行政機関並びに区域内の公共的団体及び住民等

の協力を得て、その有する全機能をあげて災害応急対策 の協力を得て、その有する全機能をあげて災害応急対策

の実施に努める。 の実施に努める。

また、災害情報を一元的に把握し、共有することがで(追加)

きる体制のもと、適切な対応がとれるよう努める。

254 第８節 災害対策本部の組織等 第８節 災害対策本部の組織等 組織改編等（府民生

<図>京都府災害対策本部組織図 <図>京都府災害対策本部組織図 活部、健康福祉部、

・健康福祉部 ・健康福祉部 商工労働観光部、農

少子化対策班 林水産部、建設交通こども総合対策班

子育て政策班 部、教育庁、警察本(削除)

部 ）

・商工労働観光部 ・商工労働観光部

削除)特区・イノベーション班 (



( 38/58 )一般

経済交流班海外経済班

観光政策班観光振興班

(削除)広域観光戦略班

・農林水産部 ・農林水産部

林務班林務、モデルフォレスト・全国育樹祭推進班

森づくり推進班森林保全班

255～ <表>災害支援対策本部の事務分掌 <表>災害支援対策本部の事務分掌

260 ・府民生活部 ・府民生活部

消費生活安全班班名 消費生活班 班名

・健康福祉部 ・健康福祉部

こども総合対策班班名 少子化対策班 班名

こども総合対策課長班長担当職 少子化対策課長 班長担当職

事務分掌 事務分掌

１ 児童福祉施設の被害状況調査及び応急措置に関する１ 部内各班の応援に関すること。

こと。

２ 災害地における臨時保育所の指導に関すること。

（削除）班名 子育て政策班 班名

(削除)班長担当職 子育て政策課長 班長担当職

事務分掌 事務分掌

(削除)１ 児童福祉施設の被害状況調査及び応急措置に関する

こと。

２ 災害地における臨時保育所の指導に関すること。

・商工労働観光部 ・商工労働観光部

部長及び副部長担当職 部長及び副部長担当職

副部長 商工労働観光部副部長 副部長 商工労働観光部副部長

副部長 港湾局長（追加）

（削除）班名 特区・イノベーション班 班名

（削除）班長担当職 特区・イノベーション課長 班長担当職

事務分掌 事務分掌

（削除）１ 関係団体との連絡調整に関すること。
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経済交流班班名 海外経済班 班名

経済交流課長班長担当職 海外経済課長 班長担当職

観光政策課班名 観光振興班 班名

観光政策班長班長担当職 観光振興課長 班長担当職

（削除）班名 広域観光戦略班 班名

（削除）班長担当職 広域観光戦略課長 班長担当職

事務分掌 事務分掌

（削除）１ 観光関係の被害状況調査に関すること。

２ 観光関係施設の応急復旧資材の確保及び斡旋に関す

ること。

・農林水産部 ・農林水産部

部長及び副部長担当職 部長及び副部長担当職

副部長 農林水産部副部長、農林水産部技監 副部長 農林水産部副部長

農林水産部技監副部長

班名 水産班 班名 水産班 無線施設である宮津

班長担当職 水産課長 班長担当職 水産課長 漁業用海岸局に対し

事務分掌 事務分掌 協力要請等を行うた

１～３ (略) １～３ (略) め(近畿総合通信局)

４ 宮津漁業用海岸局の利用に関すること。(追加)

林務班班名 林務、モデルフォレスト・全国育樹祭推進班 班名

林務課長班長担当職 林務課長、モデルフォレスト・全国育樹 班長担当職

祭推進課長

森づくり推進班班名 森林保全班 班名

森づくり推進課長班長担当職 森林保全課長 班長担当職

・建設交通部 ・建設交通部

部長及び副部長担当職 部長及び副部長担当職

副部長 建設交通部副部長 副部長 建設交通部副部長

副部長 建設交通部技監 副部長 建設交通部技監
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副部長 港湾局長(追加)

港湾局副局長班長担当職 港湾課長 班長担当職

・教育庁 ・教育庁

教職員企画課長班長担当職 教職員課長 班長担当職

教職員人事課長

・警察本部 ・警察本部 災害時の事務の見直

班名 生活安全班 班名 生活安全班 し(警察本部)

事務分掌 事務分掌

１～３ (略) １～３ (略)

（削除）４ 生活 経済及び環境関係事犯の取締りに関すること、 。

262 第10節 現地災害対策本部運用計画 第10節 現地災害対策本部運用計画 組織改編等(知事室長

第３ 現地災害対策本部の職員 第３ 現地災害対策本部の職員 G 教育庁 警察本部)、 、

教育監現地災害対策本部員：教育庁教育次長 現地災害対策本部員：教育庁

警備部理事官警察本部警備部長 警察本部

報道担当課長その他の職員：広報課参事 その他の職員：広報課

266 組織改編(農林水産第２章 計画動員 第２章 計画動員

第２節 災害警戒本部の動員 第２節 災害警戒本部の動員 部)

部名 農林水産部 部名 農林水産部

森づくり推進課２号配備 森林保全課 ２号配備

269～ <表>災害対策本部要員動員計画表 <表>災害対策本部要員動員計画表 組織改編に伴う動員

270 管理部 職員部 管理部 職員部 体制の見直し(知事室

１号動員 渉外班 １０ １号動員 渉外班 長G、府民生活部、商８

２号動員 渉外班 １５ ２号動員 渉外班 工労働観光部、健康１１

広報班 １１ 広報班 福祉部、農林水産部)１２

５国際班 ６ 国際班

府民生活部 府民生活部

１号動員 消費生活班 １ １号動員 １消費生活安全班

２号動員 消費生活班 ２ ２号動員 ２消費生活安全班
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商工労働観光部 商工労働観光部

(削除)１号動員 特区・イノベーション班 １ １号動員

海外経済班 １ １経済交流班

観光振興班 １ １観光政策班

(削除)広域観光戦略班 １

健康福祉部 健康福祉部

１号動員 医療企画班 １ １号動員 １医療保険政策班

２号動員 少子化対策班 １ ２号動員 １こども総合対策班

(削除)子育て政策班 １

医療企画班 ２ ２医療保険政策班

農林水産部 農林水産部

農産班 １１号動員 農産班 ２ １号動員

林務班 １林務、モデルフォレスト・全国育樹祭推進班

３

森林保全班 １ １森づくり推進班

林務班 ２２号動員 林務、モデルフォレスト・全国育樹祭推進班 ２号動員

８

森林保全班 ４ ４森づくり推進班

第３章 通信情報連絡活動計画（各機関） 第３章 通信情報連絡活動計画（各機関）

274 第３節 災害情報、被害状況等の収集伝達 第３節 災害情報、被害状況等の収集伝達 防災基本計画の修正

２ 府 ２ 府 に伴う修正

(2) 情報の報告及び通報 (2) 情報の報告及び通報

ア (略) ア (略)

イ (略) イ (略)

(ｲ) 人的被害の数については、府が関係機関と連携しなが(追加)

ら、一元的に集約・調整を行うものとする。なお、広

報を行う際には市町村等と綿密に連携しながら適切に

行う。

(ｲ) (略) (略)(ｳ)

ウ (略) ウ (略)
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第４節 通信手段の確保 第４節 通信手段の確保 字句修正（エヌ・テ

第１ 災害時の通信連絡 第１ 災害時の通信連絡 ィ・ティ・コミュニ

府、市町村、及び防災関係機関が行う予報、警報及び 府、市町村、及び防災関係機関が行う予報、警報及び ケーションズ(株)）

情報の伝達若しくは被害の状況の収集報告、その他の災 情報の伝達若しくは被害の状況の収集報告、その他の災

害応急対策に必要な指示、命令等は、防災行政無線、加 害応急対策に必要な指示、命令等は、防災行政無線、加

入電話、無線通信等により速やかに行う。また、被災地 入電話、無線通信等により速やかに行う。また、被災地

へ向かう安否確認のための通話等が増加し、被災地へ向 へ向かう安否確認のための通話等が増加し、被災地へ向

けての電話がつながりにくい状況（ふくそう）になって けての電話がつながりにくい状況（ふくそう）になって

いる場合には、西日本電信電話株式会社及びエヌ・ティ いる場合には、西日本電信電話株式会社は「災害用伝言

・ティ・コミュニケーションズ株式会社は「災害用伝言 ダイヤル１７１」を提供し、西日本電信電話株式会社、

ダイヤル１７１」を提供し、西日本電信電話株式会社、 株式会社ＮＴＴドコモ関西支社、ＫＤＤＩ株式会社（関

株式会社ＮＴＴドコモ関西支社、ＫＤＤＩ株式会社（関 西総支社）及びソフトバンク株式会社は「災害用伝言板

西総支社）及びソフトバンク株式会社は「災害用伝言板 サービス」を提供する。なお、提供時にはテレビ・ラジ

サービス」を提供する。なお、提供時にはテレビ・ラジ オを通じて、利用方法、伝言登録エリア等を広報する。

オを通じて、利用方法、伝言登録エリア等を広報する。

275 第４ ＪＲ通信設備の利用 第４ ＪＲ通信設備の利用

(略) (略)

無線施設である宮津第５ 漁業用海岸局設備の利用

(追加) 漁業用海岸局の利用宮津漁業無線局(漁業用海岸局)は中短波・短波・超短

による多様な通信ル波帯の周波数を使用し、遠方の海岸局、船舶局とも通信

ートの確保(近畿総合が可能であることから、補完的通信設備として利用を

通信局)図る。

第５・第６ (略) ・ (略)第６ 第７

278 第６節 市町村地域防災計画で定める事項 第６節 市町村地域防災計画で定める事項 組織改編、字句修正

<表>被災市町村長からの災害情報等の伝達系統 <表>被災市町村長からの災害情報等の伝達系統

(0774)52-1111城陽市 危機・防災対策課 (0774)52-0697 城陽市 危機・防災対策課

25-5097亀岡市 自治防災課 直 25-6788 亀岡市 自治防災課 直

防災課綾部市 総務課 綾部市

消防防災課宮津市 総務室 宮津市

地方振興局総務室長 振興局総務室長広域
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281 <表>防災関係機関と災害対策本部各部の分担 <表>防災関係機関と災害対策本部各部の分担 組織改編(農林水産

関係機関 近畿中国森林管理局 関係機関 近畿中国森林管理局 部)

農林水産部林務、モデルフォレスト・全国育樹 農林水産部林務班対策本部 対策本部

祭推進班(林務班)

第４章 災害広報広聴活動 第４章 災害広報広聴活動

286 第２節 計画の内容 第２節 計画の内容 防災基本計画の修正

第４ 府民への広報要領 第４ 府民への広報要領 に伴う修正

２ 市町村防災行政無線、ＣＡＴＶ、市町村有線放送による ２ 市町村防災行政無線 、ＣＡＴＶ、市(戸別受信機を含む。)

広報を要請すること。 町村有線放送による広報を要請すること。

第５章 災害救助法の適用計画 第５章 災害救助法の適用計画

288 第１節 災害救助法の適用基準 第１節 災害救助法の適用基準

<表>市町村人口と滅失世帯数 <表>市町村人口と滅失世帯数 時点修正（健康福祉

市区町村名 人口 滅失世帯数 市区町村名 人口 滅失世帯数 部）

京都府 2,636,092 2,000 京都府 2,610,353 2,000

京都市 1,474,570 150 京都市 1,475,183 150

北区 119,537 100 北区 119,474 100

上京区 84,939 80 上京区 85,113 80

左京区 168,435 100 左京区 168,266 100

中京区 109,305 100 中京区 109,341 100

東山区 38,905 60 東山区 39,044 60

下京区 82,775 80 下京区 82,668 80

南区 99,859 80 南区 99,927 80

右京区 204,171 100 右京区 204,262 100

伏見区 280,663 100 伏見区 280,655 100

山科区 135,192 100 山科区 135,471 100

西京区 150,789 100 西京区 150,962 100

福知山市 79,652 80 福知山市 78,935 80

舞鶴市 88,669 80 舞鶴市 83,990 80

綾部市 34,690 60 綾部市 33,821 60

宇治市 189,609 100 宇治市 184,678 100

宮津市 19,948 50 宮津市 18,426 50

亀岡市 92,399 80 亀岡市 89,479 80

城陽市 80,037 80 城陽市 76,869 80
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向日市 54,328 80 向日市 53,380 80

長岡京市 79,844 80 長岡京市 80,090 80

八幡市 74,227 80 八幡市 72,664 80

京田辺市 67,910 80 京田辺市 70,835 80

京丹後市 59,038 80 京丹後市 55,054 80

南丹市 35,214 60 南丹市 33,145 60

木津川市 69,761 80 木津川市 72,840 80

乙訓郡 15,121 乙訓郡 15,181

大山崎町 15,121 50 大山崎町 15,181 50

久世郡 15,914 久世郡 15,805

久御山町 15,914 50 久御山町 15,805 50

綴喜郡 18,158 綴喜郡 17,229

井手町 8,447 40 井手町 7,910 40

宇治田原町 9,711 40 宇治田原町 9,319 40

相楽郡 44,816 相楽郡 44,352

笠置町 1,626 30 笠置町 1,368 30

和束町 4,482 30 和束町 3,956 30

精華町 35,630 60 精華町 36,376 60

南山城村 3,078 30 南山城村 2,652 30

船井郡 15,732 船井郡 14,453

京丹波町 15,732 50 京丹波町 14,453 50

与謝郡 25,864 与謝郡 23,944

伊根町 2,410 30 伊根町 2,110 30

与謝野町 23,454 50 与謝野町 21,834 50

注 人口は平成22年10月１日国勢調査による。 注 人口は平成 年10月１日国勢調査による。27

第８章 避難に関する計画 第８章 避難に関する計画

302 第２節 避難勧告等 第２節 避難勧告等 防災基本計画の修正

第２ 避難勧告等 第２ 避難勧告等 に伴う修正

１ 市町村長の避難準備情報、避難勧告、避難指示 １ 市町村長の避難準備 、避難勧告、避・高齢者等避難開始

(緊急)難指示

(略) (略)

災害が発生し、又は発生する恐れがある場合で、人命の 災害が発生し、又は発生する恐れがある場合で、人命の

保護、その他災害の拡大防止等のため特に必要があるとき 保護、その他災害の拡大防止等のため特に必要があるとき

、 、 、 、 、 、は 危険区域の住民に対し 避難のための立退きを勧告し は 危険区域の住民に対し 避難のための立退きを勧告し
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急を要すると認めるときは避難のための立退きを指示する 急を要すると認めるときは避難のための立退きを指示す。

また、避難時の周囲の状況等により避難のために立退きを る。また、避難時の周囲の状況等により避難のために立退

行うことがかえって危険を伴う場合等やむを得ないときは きを行うことがかえって危険を伴う場合等やむを得ないと、

住民に対し、屋内での待避等の安全確保措置を指示する。 きは、住民に対し、 措置を指示する。屋内安全確保等の

(略) (略)

なお、府、指定行政機関、指定地方行政機関は、市町村 なお、府、指定行政機関、指定地方行政機関は、市町村

から求めがあった場合には、避難指示又は避難勧告の対象 から求めがあった場合には、 の対象地域、判断避難勧告等

地域、判断時期等について助言する。 時期等について助言する。

特に府は、時機を失することなく避難勧告等が発令され(追加)

るよう、市町村に積極的に助言するものとする。(略)

(略)

305 第２ 避難所の運営管理等 第２ 避難所の運営管理等 災害時におけるペッ

３（略） ３（略） トの救護対策ガイド

さらに、必要に応じ、避難所における家庭動物のための さらに、必要に応じ、 ライン（環境省）及犬や猫等の家庭動物と同行避難し

スペースの確保に努める 避難場所における家庭動 び京都府動物愛護推た者の受入体制について検討し、

物のためのスペースの確保に努める。 進計画に準じた修正

(健康福祉部)

306 第３ 支援活動体制及び活動内容 第３ 支援活動体制及び活動内容 災害派遣福祉チーム

被災者の健康問題に対応するため 被災地市町村と府は 被災者の健康問題に対応するため 被災地市町村と府は (ＤＷＡＴ)体制の確、 、 、 、

保健師や栄養士等の支援チームを編成し支援活動にあた 保健師や栄 立（健康福祉部）養士等の支援チーム及び災害派遣福祉チーム

る。 を編成し支援活動にあたる。（ＤＷＡＴ）

308 第９節 被災者への情報伝達活動 第９節 被災者への情報伝達活動 防災基本計画の修正

被災者のニーズを十分把握し、地震の被害、余震の状 被災者のニーズを十分把握し、地震の被害、 に伴う修正地震活動

況、二次災害の危険性に関する情報、安否情報、ライフ の状況、二次災害の危険性に関する情報、安否情報、ラ

ラインや交通施設等の公共施設等の復旧状況、医療機関 イフラインや交通施設等の公共施設等の復旧状況、医療

などの生活関連情報、それぞれの機関が講じている施策 機関などの生活関連情報、それぞれの機関が講じている

に関する情報、交通規制、被災者生活支援に関する情報 施策に関する情報、交通規制、被災者生活支援に関する

等、被災者等に役立つ正確かつきめ細やかな情報を適切 情報等、被災者等に役立つ正確かつきめ細やかな情報を

に提供する。 適切に提供する。

(略) (略)

第10節 駅、地下街における避難計画 第10節 駅、地下街における避難計画 字句修正(京都府警

第１ 発災時の応援体制の整備 第１ 発災時の応援体制の整備 察)

２ 府警察本部の活動体制 ２ 府警察本部の活動体制
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(1) 警備本部等の設置 (1) 等の設置対策本部

(追加) 車中泊避難対応検討第11節 車中泊避難計画

会取りまとめの反映大規模災害発生時において、余震への不安やプライバ

(府民生活部)シー確保、ペット同伴等の理由から車中泊避難が発生し

た場合に、避難者数の把握や救援物資の提供、エコノミ

ークラス症候群による震災関連死等の課題に対応する必

要がある。

第１ 市町村

市町村は、地域の実情を踏まえ、車中泊避難に係る情

報提供やエコノミークラス症候群防止をはじめとした健

康対策を行う。また、指定避難所における車中泊避難者

に適切に対応するとともに、車中泊避難から自宅への速

やかな帰宅や指定避難所への移行を進める。

第２ 府

府は、人的・物的支援や、関係機関(国・府内市町村・

全国知事会・関西広域連合等)への支援要請・調整などに

より、市町村業務を支援する。

第１０章 食料供給計画 第１０章 食料供給計画

313 第２節 食料供給の実施方法 第２節 食料供給の実施方法 防災基本計画の修正

第２ 食料の供給系統 第２ 食料の供給系統 に伴う修正

１ 市町村があらかじめ指定した集配予定地の中から、被災 １ 市町村があらかじめ指定した 予定地の中地域内輸送拠点

地の状況、交通状況等を考慮して、当該災害に係る集配 から、被災地の状況、交通状況等を考慮して、当該災害

地を定め、当該集配地を経由して避難所等に輸送、供給 に係る を定め、当該 を経地域内輸送拠点 地域内輸送拠点

する。 由して避難所等に輸送、供給する。

地２ 災害の規模が甚大な場合には、府はあらかじめ定めた集 ２ 災害の規模が甚大な場合には、府はあらかじめ定めた

域内輸送拠点 広域物資配予定地の中から、当該災害に係る集配地を定め、当該 予定地の中から、当該災害に係る

集配地を経由して市町村の定める集配地に輸送する。な を定め、当該 を経由して市町輸送拠点 広域物資輸送拠点

お、緊急で市町村集配地を経由するいとまがないと認め 村の定める に輸送する。なお、緊急で市地域内輸送拠点

られるときは、この限りではない。 町村 を経由するいとまがないと認められ地域内輸送拠点

るときは、この限りではない。

物資配送は、物流等民間事業者のノウハウを活用するこ３ 集配地は、設営者が近隣市町村やボランティアの協力を ３

とにより、被災地のニーズに沿って迅速に物資を配送し得て管理、運営する。

物資の滞留を防ぐ配送システムを運用するよう努める。
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314 第３節 給食に必要な米穀の確保 第３節 給食に必要な米穀の確保 組織改編等(近畿農政

第２ 災害時における米穀の調達 第２ 災害時における米穀の調達 局)

２ 知事は、１の要請を受けた場合、近畿農政局長と連携し ２ 知事は、１の要請を受けた場合、近畿農政局長と連携し

つつ 「農林水産省防災業務計画」に基づく供給支援を農 つつ 「農林水産省防災業務計画」に基づく供給支援を農、 、

林水産省生産局長 以下 生産局長 という へ要請し 林水産省 （以下「 」という ）へ要（ 「 」 。） 、 。政策統括官 政策統括官

政米穀の確保に努める 知事からの要請を受けた生産局長は 請し、米穀の確保に努める。知事からの要請を受けた。 、

米穀販売事業者に対し、知事又は知事の指定する者への手 は、米穀販売事業者に対し、知事又は知事の指策統括官

持ち精米の売渡しを要請する。知事又は知事の指定する者 定する者への手持ち精米の売渡しを要請する。知事又は

は生産局長からの要請を受けた者から手持ち精米を調達し 知事の指定する者は からの要請を受けた者か政策統括官

供給する。 ら手持ち精米を調達し供給する。

第３ 災害救助法が適用された場合の米穀の調達 第３ 災害救助法が適用された場合の米穀の調達

３ 政府所有米穀の供給についての手続きは次のとおりと ３ 政府所有米穀の供給についての手続きは次のとおりと

する。 する。

ア 生産局長への要請は 災害救助用米穀の引渡要請書 ア への要請は「災害救助用米穀の引渡要請「 」 政策統括官

等により行う。 書」等により行う。

イ 知事は、生産局長と供給する政府所有米穀及び引渡 イ 知事は、 と供給する政府所有米穀及び引政策統括官

方法等を調整し「政府所有主要米穀売買契約書」を締 渡方法等を調整し「政府所有主要米穀売買契約書」

結する。 を締結する。

政策統括官ウ 知事又は知事の指定する引き取り人は、生産局長か ウ 知事又は知事の指定する引き取り人は、

ら指示された受託事業体から災害救助用米穀の引渡し から指示された受託事業体から災害救助用米穀の引渡

（売渡し）を受け、とう精機所有者にとう精を依頼の し（売渡し）を受け、とう精機所有者にとう精を依頼

上、市町村長に対して供給を行うものとする。 の上、市町村長に対して供給を行うものとする。

エ 政策統括官は、災害救助用米穀の供給を迅速に行う(追加)

必要がある場合であって、被災地等の状況その他の事

情により知事と契約を締結するいとまがないと認める

ときは、イにかかわらず、契約の締結前であっても、

受託事業体に対し、知事又は知事が指定する引取人災

害救助用米穀を引き渡すよう指示することができる。

第１１章 生活必需品等供給計画 第１１章 生活必需品等供給計画

第３節 物資調達計画等 第３節 物資調達計画等

第３ 物資調達方法 第３ 物資調達方法

317 ４ 京都府は、府の地域内において物資の欠乏を生じたとき ４ 京都府は、府の地域内において物資の欠乏を生じたとき 業務移管(近畿経済産

は、近畿経済産業局又は他府県と緊密な連絡をとり必要 は、 又は他府県と緊密な連絡をと 業局)政府緊急災害対策本部

物資の確保と搬入をはかるものとする。 り必要物資の確保と搬入をはかるものとする。
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第４ 物資の供給系統 第４ 物資の供給系統

１ 市町村は、必要に応じて、あらかじめ指定した集配予定 １ 市町村は、必要に応じて、あらかじめ指定した 防災基本計画の修正地域内輸

地の中から、被災地の状況、交通状況等を考慮して、集配 予定地の中から、被災地の状況、交通状況等を考慮 に伴う修正送拠点

地を定め、当該集配地を経由して物資を避難所等に輸送、 して、 を定め、当該 を経由 関西防災・減災プラ地域内輸送拠点 地域内輸送拠点

供給する。 して物資を避難所等に輸送、供給する。 ンに準じた修正(府民

２ 府は、発災後必要と認める場合は直ちに、備蓄倉庫に保 ２ 府は、発災後必要と認める場合は直ちに、備蓄倉庫に保 生活部)

管する必要物資を市町村の定める集配地に輸送する また 管する必要物資を市町村の定める に輸送す。 、 地域内輸送拠点

災害の規模が甚大な場合には 府が調達した物資について る。また、災害の規模が甚大な場合には、府が調達した物、 、

府があらかじめ定めた集配予定地の中から 集配地を定め 資について、府があらかじめ定めた 予定、 、 広域物資輸送拠点

広域物資輸送拠点 広域物資輸送当該集配地を経由して市町村の定める集配地に輸送する。 地の中から、 を定め、当該

なお、緊急で市町村の集配地を経由するいとまがないと認 を経由して市町村の定める に輸送拠点 地域内物資輸送拠点

められるときは、この限りでない。 する。なお、緊急で市町村の を経由す地域内物資輸送拠点

るいとまがないと認められるときは、この限りでない。

物資配送は、物流等民間事業者のノウハウを活用するこ３ 集配地は、設営者が近隣市町村や災害ボランティアの協 ３

とにより、被災地のニーズに沿って迅速に物資を配送し、力を得て管理、運営する。

物資の滞留を防ぐ配送システムを運用するよう努める。

第１３章 住宅対策計画 第１３章 住宅対策計画

325 第３節 応急仮設住宅 第３節 応急仮設住宅 動物の飼養管理と愛

５ 応急仮設住宅の運営管理 ５ 応急仮設住宅の運営管理 護に関する条例に準

（略） （略） じた修正(健康福祉

また、必要に応じて、応急仮設住宅における家庭動物の受 また、必要に 部)応じ、犬や猫等の家庭動物と同行避難した者

の受入体制について検討し、周囲の人に迷惑をかけないよう入れに配慮するものとする。

応急に飼養管理する責任等を遵守できる飼い主については、

仮設住宅における家庭動物の受入れに配慮するものとする。

第５節 建築資材の調達 第５節 建築資材の調達 省令廃止(特別会計か

災害救助法による応急仮設住宅の建設及び住宅の応急 ら一般会計に変更)に特に必要が生じた場合には、国有林野産物の供給につ

修理に要する木材等の調達は、第３編第11章に定める計 よる修正(近畿中国森いて、近畿中国森林管理局に要求するものとする。

画によって行うが、特に必要が生じたときは国有林野産 林管理局)

物（木材等）の減額販売を受けることができる。

この場合、京都府は、近畿中国森林管理局と連絡を密

にし、国有林材の販売を最大限に活用するものとする。

(削除)(参考）

国有林野事業特別会計の管理に属する物品の無償貸
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付及び譲与等に関する省令（昭和30年３月24日農林省

令第15号 （抄））

（災害救助の場合の譲渡）

第15条 森林管理署長及び森林管理局長は、国有林

野の所在する地方の市町村の区域内に発生した災害に

より著しい被害があり、かつ災害救助法（昭和22年法

律第118 号）に基づき救助が行われた場合において、

国有林野産物を都道府県がその救助の用に供し、又は

当該市町村がその管理に属する事務所、学校、病院、

診療所、託児所、道路、橋、堤防で、その災害により

被害を受けたものの応急復旧の用に供しようとすると

きは、その国有林野産物をその都道府県又は市町村に

時価から五割以内を減額した対価で譲渡することがで

きる

第１４章 医療助産計画 第１４章 医療助産計画

327 第３節 計画の方法及び内容 第３節 計画の方法及び内容

第２ 救護班の編成 第２ 救護班の編成 字句修正

１ （略） １ （略）

２ 府は市町村から応援要請のあった場合、又は必要と認め ２ 府は市町村から応援要請のあった場合、又は必要と認め

たときは、被災市町村へ救護班を派遣し、被災地の負傷者 たときは、被災市町村へ救護班を派遣し、被災地の負傷者

の応急処置を行い、重病傷者は後送医療機関に移送するも の応急処置を行い、重病傷者は後送医療機関に移送するも

のとする。後送医療機関については、基幹災害拠点病院及 のとする。後送医療機関については、基幹災害拠点病院及

、 、 、 、び地域災害拠点病院が公立・公的病院 国立病院機構病院 び地域災害拠点病院が公立・公的病院 国立病院機構病院

民間病院、医師会等関係医療機関と連携して対処する。 民間病院、医師会等関係医療機関地域医療機能推進機構、

と連携して対処する。

３ 日本赤十字社京都府支部は、府の要請があった場合、被 ３ 日本赤十字社京都府支部は、府の要請があった場合、被

災市町村へ救護班を派遣し、前記の２に準じて対処する。 災市町村へ救護班を派遣し、前記の２に準じて対処する。

、地域医療機能推進４ 公立・公的病院、国立病院機構病院（前記２及び３に該 ４ 公立・公的病院、国立病院機構病院

当する病院は除く ）は、府の要請があった場合、救護班 （前記２及び３に該当する病院は除く ）は、府の要。 。機構

を編成して応援出動に応じる。 請があった場合、救護班を編成して応援出動に応じる。

第１５章 保健衛生、防疫及び遺体処理等活動計画 第１５章 保健衛生、防疫及び遺体処理等活動計画

332 第１節 防疫及び保健衛生計画 第１節 防疫及び保健衛生計画 動物の飼養管理と愛

第１ 計画の方針 第１ 計画の方針 護に関する条例に準

（略） （略） じた修正(健康福祉
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また、家庭動物の保護及び収容対策については、災害で また、家庭動物の保護及び収容対策については、 部)市町村

被災放置された犬、猫等の家庭動物を保護・収容すること 災害で被災放置された犬や猫等及び関係団体等と連携し、

により、感染症の予防、危害防止、動物愛護の保持に努め の家庭動物を保護・収容することにより、 感染症動物由来

る。 の予防、 危害防止及び動物愛護の保持に努める。人への

333 第４ 家庭動物の保護及び収容対策 第４ 家庭動物の保護及び収容対策

１ 実施機関 １ 実施機関

災害で被災放置された犬、猫等の家庭動物の保護及び収 災害で被災放置された犬、猫等の家庭動物の保護及び収

容について、関係機関、団体と協議し、連携・協力して対 容について、 と協議し、連携・協力し市町村及び関係団体等

処するものとする。 て対処するものとする。

第１６章 救出救護計画 第１６章 救出救護計画

339 第２節 計画の内容 第２節 計画の内容 字句修正(警察本部)

第５ 活動の内容 第５ 活動の内容

２ 関係機関は、府及び市町村の災害対策本部等による総合 ２ 関係機関は、府及び市町村の災害対策本部等による総合

調整を円滑化を図るため、積極的な情報提供を行うととも 調整を円滑化を図るため、積極的な情報提供を行うととも

に、活動現場付近の適当な場所に現地調整所を設置するな に、活動現場付近の適当な場所に 調整所を設置するな合同

どして、綿密な活動調整を行うものとする。 どして、綿密な活動調整を行うものとする。

第２１章 交通規制に関する計画 第２１章 交通規制に関する計画

356 第２節 交通規制対策 第２節 交通規制対策 防災基本計画の修正

第１ 関係機関の対策 第１ 関係機関の対策 に伴う修正

１ 府警察本部等の対策 １ 府警察本部等の対策

(6) 警察本部長は、(3)の規定により緊急交通路の指定を行 (6) 警察本部長は、(3)の規定により緊急交通路の指定を行

、港湾管理者うために必要がある場合には、道路管理者に対し、法第 うために必要がある場合には、道路管理者

76条の６に規定する区間を指定、車両等の所有者等に対 に対し、法第76条の６に規定する区間を又は漁港管理者

する道路外への移動命令又は道路管理者による措置等を 指定、車両等の所有者等に対する道路外への移動命令又

とるべきことについて要請する。 は道路管理者 による措、港湾管理者若しくは漁港管理者

置等をとるべきことについて要請する。

２ 府建設交通部 ２ 府建設交通部 災害対策基本法の改

(1) 災害による道路の破損欠壊、その理由により道路交通 (1) 災害による道路の破損欠壊、その理由により道路交通 正に伴う修正(建設交

が危険であると認められる場合、知事管理道路について が危険であると認められる場合、知事管理道路 通部)のうち、

道路法上の道路 、港湾法上のは 土木事務所長が道路の通行を禁止し 又は制限する については土木事務所長が、 、 。

この場合、あらかじめ制限の対象区間、期間及びその理 道路の通行を禁止し、又は制道路については港湾局長が

由を所轄警察署長に通知し 必要な措置を実施したうえ 限する。この場合、あらかじめ制限の対象区間、期間及、 、

ただちに災害対策本部道路総括班（道路管理課）及び災 びその理由を所轄警察署長に通知し、必要な措置を実施
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害対策本部に報告する。 したうえ、 ただちに災害対策本部道路班（道それぞれが

路管理課） 災害対策本部に報及び港湾班(港湾局)並びに

告する。

及び港湾局長 それぞれが(2) 災害時に、土木事務所長は、知事管理道路に車両等が (2) 災害時に、土木事務所長 は、

停止し、又は著しく停滞し、緊急通行車両の通行を妨げ 道路に車両等が停止し、又は著しく停滞し、緊管理する

災害応急対策の実施に支障のおそれがあり、緊急通行車 急通行車両の通行を妨げ災害応急対策の実施に支障のお

両の通行確保が必要な場合は、区間を指定し、当該車両 それがあり、緊急通行車両の通行確保が必要な場合は、

等の所有者等に対し、道路外へ移動するなどの命令を行 区間を指定し、当該車両等の所有者等に対し、道路外へ

う。また、命令を受けた者が措置をとらない場合や、当 移動するなどの命令を行う。また、命令を受けた者が措

該車両等の所有者等が現場にいない場合などにおいて、 置をとらない場合や、当該車両等の所有者等が現場にい

自ら車両等の移動等を行う。 ない場合などにおいて、自ら車両等の移動等を行う。

(追加) 災害対策基本法の改３ 府農林水産部

正に伴う修正(農林水災害時に、水産事務所長は、知事管理道路(府管理漁港

産部)に係るものに限る。)に車両等が停止し、又は著しく停滞

し、緊急通行車両の通行を妨げ災害応急対策の実施に支障

、 、のおそれがあり 緊急通行車両の通行確保が必要な場合は

区間を指定し、当該車両等の所有者等に対し、道路外へ移

動するなどの命令を行う。また、命令を受けた者が措置を

とらない場合や、当該車両等の所有者等が現場にいない場

合などにおいて、自ら車両等の移動等を行う。

３～６ (略) ～ (略)４ ７

360 第５節 異常気象時における道路通行規制要領 第５節 異常気象時における道路通行規制要領 字句修正（西日本高

<表>西日本道路株式会社関西支社所管の高速道路の通行規制 <表>西日本道路株式会社関西支社所管の高速道路の通行規制 速道路(株)）

基準 基準

瀬田東～宇治西 瀬田東～宇治西

通行規制（50ｋ）●連続雨量 110ｍｍ以上 通行規制（50ｋ）●連続雨量 ｍｍ以上120

通行止 ●連続雨量 220ｍｍ以上 又は 通行止 ●連続雨量 ｍｍ以上 又は230

●組合せ雨量 連続雨量で160ｍｍに達し ●組合せ雨量 連続雨量で ｍｍに達し170

た後、50ｍｍ/ｈの降雨 た後、50ｍｍ/ｈの降雨

362 <表>京都縦貫自動車道鳥取豊岡宮津自動車道防災業務要領 <表>京都縦貫自動車道鳥取豊岡宮津自動車道防災業務要領 道路延伸（京都府道

区分 区分 路公社）

鳥取豊岡宮津自動車道（宮津天橋立IC～与謝天橋立IC） （宮津天橋立IC～ ）山陰近畿自動車道 京丹後大宮IC
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365 <表>異常気象時通行規制区間及び道路通行規制基準 <表>異常気象時通行規制区間及び道路通行規制基準 区間の追加、規則基

準の見直し(建設交通(最新状況に差し替え)

部)

369 <図>異常気象時通行規制区間位置図 <図>異常気象時通行規制区間位置図

(最新状況に差し替え)

370 <表>特殊通行規制区間及び道路通行規制基準 <表>特殊通行規制区間及び道路通行規制基準 区間の追加、規則基

準の見直し(建設交通(最新状況に差し替え)

部)

373 <図>特殊通行規制区間図 <図>特殊通行規制区間図

(最新の状況に差し替え)

380 <図>異常気象時における道路通行規制基準 <図>異常気象時における道路通行規制基準 字句修正(近畿地方整

交通規制……規制の内容を道路情報板（A型、B型）に提 交通規制……規制の内容を道路情報板に提示し、必要に 備局)

示し 必要に応じてパトロールを実施する 応じてパトロールを実施する。、 。

(略) (略)

（ ）第２２章 災害警備計画 第２２章 災害警備計画 組織改編 警察本部

382 第１節 警察の警備計画 第１節 警察の警備計画

<表>警備計画の連絡系統 <表>警備計画の連絡系統

(郡部の各署警備本部) (郡部各署 本部)対策

(京都市内各署警備本部) (京都市内各署 本部)対策

府警備本部 府 本部対策

第２３章 道路除雪計画 第２３章 道路除雪計画

383 第２節 近畿地方整備局道路除雪計画 第２節 近畿地方整備局道路除雪計画 警戒積雪深の見直し

第１ 警戒体制及び緊急体制への移行の時点 第１ 警戒体制及び緊急体制への移行の時点 （近畿地方整備局）

３ 京都府地域における指定観測点及び警戒積雪深 ３ 京都府地域における指定観測点及び警戒積雪深

（ ）指定雪量観測点名 警戒積雪深（cm） 指定雪量観測点名 警戒積雪深 cm

京丹後市峰山町 ７０ 京丹後市峰山町 ７０

舞鶴市 ４０ 舞鶴市 ４０

福知山市 ４０ 福知山市 ４０

６０南丹市美山町 ５０ 南丹市美山町
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第３１章 職員の派遣要請及び府職員の応援計画 第３１章 職員の派遣要請及び府職員の応援計画

433 第３節 府職員の応援 第３節 府職員の応援 防災基本計画の修正

第１ 府職員の派遣についての協力 第１ 府職員の派遣についての協力 に伴う修正

府内市町村、他の都道府県、関西広域連合等から職員 府内市町村、他の都道府県、関西広域連合等から職員

地域や災害の派遣の要請又はあっ旋要求があったときは、所掌事務の遂 派遣の要請又はあっ旋要求があったときは、

行に支障がない限り適任と認める職員の派遣について協力 所掌事務の遂行に支障がない限り適任と認特性を考慮し、

するものとする。 める職員の派遣について協力するものとする。

第３２章 義援金品受付配分計画 第３２章 義援金品受付配分計画

435 第２節 計画の内容 第２節 計画の内容 委員会設置要綱改正

第１ 義援金 第１ 義援金 による修正(健康福祉

１ 義援金募集委員会 １ 義援金募集 委員会 部)・配分

府内に災害が発生し 義援金の寄贈が予想されるときは 日本赤十字社京都府支部を中心に、支援関係団体等を構、 、

日本赤十字社京都府支部を中心に、支援関係団体等を構成 成員とする義援金募集 委員会を設置する。・配分

員とする義援金募集（配分）委員会を設置する。

３ 受付・保管要領 ３ 受付・保管要領

・配(4) 各受付機関は、受け付けた義援金を、義援金募集委員 (4) 各受付機関は、受け付けた義援金を、義援金募集

会に送金する。 委員会に送金する。分

４ 配分 ４ 配分

(1)義援金募集委員会は、義援金総額、被災地の被害状況等 (1)義援金募集 委員会は、義援金総額、被災地の被害・配分

に基づき配分基準を定める。 状況等に基づき配分基準を定める。

(2)義援金募集委員会は、定められた配分基準に基づいて、 (2)義援金募集 委員会は、定められた配分基準に基づ・配分

被災地の市区町村長等受入機関あてに送金する。 いて、被災地の市区町村長等受入機関あてに送金する。

436 第２ 義援物資 第２ 義援物資 防災基本計画の修正

３ 配分 ３ 配分 に伴う修正

(2) 府内における災害の場合、各受付機関は、受け付けた (2) 府内における災害の場合、各受付機関は、受け付けた

義援物資を京都府の調整のもとに、被災地の交通状況、 義援物資を京都府の調整のもとに、被災地の交通状況、

必要経費及び効率性等を考慮の上、適切な輸送手段によ 必要経費及び効率性等を考慮の上、適切な輸送手段によ

り原則として被災市町村の物資集配地に輸送するものと り原則として被災市町村の に輸送するも地域内輸送拠点

広域物資輸送拠点し、これにより難い場合には府の広域集配地に輸送する のとし、これにより難い場合には府の

ものとする。他府県からの義援物資についても同様とす に輸送するものとする。他府県からの義援物資について

る。 も同様とする。

(3) 他府県における災害の場合、各受付機関は、受け付けた (3) 他府県における災害の場合、各受付機関は、受け付け

、 、義援物資を京都府の調整のもとに、被災地の交通状況、 た義援物資を京都府の調整のもとに 被災地の交通状況
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必要経費及び効率性等を考慮の上、適切な輸送手段によ 必要経費及び効率性等を考慮の上、適切な輸送手段によ

、り原則として府の広域集配地に輸送するものとし、府は り原則として府の に輸送するものとし広域物資輸送拠点

整理、仕分けのうえ被災都道府県等に送付する 府は整理、仕分けのうえ被災都道府県等に送付する。。

第３４章 京都府災害支援対策本部運用計画 第３４章 京都府災害支援対策本部運用計画

439 第２節 災害支援警戒体制 第２節 災害支援警戒体制 字句修正(府民生活

第１ 京都府災害支援警戒本部 第１ 京都府災害支援警戒本部 部)

１ (略) １ (略)

２ 災害支援警戒本部の職員配備体制は 「震災対策計画編第 ２ 災害支援警戒本部の職員配備体制は 「震災対策計画編第、 、

３編第１章第３節第４」の災害警戒本部等動員計画表中、 ３編第１章第３節第４」の災害警戒本部等動員計画表中、

震度５弱及び５強の要員配備（４８人）に準ずる。 震度５弱及び５強の要員配備に準ずる。

第３節 災害支援対策本部体制 第３節 災害支援対策本部体制 字句修正(府民生活

第５ 災害支援対策支部の活動 第５ 災害支援対策支部の活動 部)

１ 災害支援対策支部の設置及び閉鎖災害支援対策本部長の １ 災害支援対策支部の設置及び閉鎖災害支援対策本部長の

指示に基づき、災害支援対策本部の地方組織として、各府 指示に基づき、災害支援対策本部の地方組織として、各府

広域振興局管内ごとに府広域地方振興局長を支部長とする 広域振興局管内ごとに府広域振興局長を支部長とする災害

災害支援対策支部を設置又は閉鎖するものとする。 支援対策支部を設置又は閉鎖するものとする。

441 <図>京都府災害支援対策本部組織図 <図>京都府災害支援対策本部組織図 組織改編(健康福祉

、 、・健康福祉部 ・健康福祉部 部 商工労働観光部

少子化対策課 農林水産部、教育庁)こども総合対策課

(削除)子育て政策課

・商工労働観光部 ・商工労働観光部

(削除)特区・イノベーション班

経済交流班海外経済班

観光政策班観光振興班

(削除)広域観光戦略班

・農林水産部 ・農林水産部

林務課林務課、モデルフォレスト・全国育樹祭推進課

森づくり推進課森林保全課

・教育庁 ・教育庁

教職員企画課教職員課
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教職員人事課

443～ <表>京都府災害支援対策本部事務分掌 <表>京都府災害支援対策本部事務分掌 組織改編等(商工労働

、 、445 ・健康福祉部 ・健康福祉部 観光部 健康福祉部

課（室）名 少子化対策課 課（室）名 農林水産部、教育庁)こども総合対策課

(削除)課（室）名 子育て政策課 課（室）名

事務分掌 事務分掌

(削除)１ 部内他課の応援に関すること。

・商工労働観光部 ・商工労働観光部

（削除）課（室）名 特区・イノベーション課 課（室）名

事務分掌 事務分掌

（削除）１ 救援物資（応急復旧資材）の斡旋に関すること。

経済交流課課（室）名 海外経済課 課（室）名

観光政策課観光振興課

（削除）広域観光戦略課

・農林水産部 ・農林水産部

課（室）名 畜産課 課（室）名 畜産課

事務分掌 事務分掌

畜産関係被害箇所への防疫対策の支援に関するこ１ 部内他課の応援に関すること。 １

と。

(削除)課（室）名 モデルフォレスト・全国育樹祭推進課 課（室）名

事務分掌 事務分掌

(削除)１ 農林水産関係被害箇所への調査要員の派遣に関す

ること。

森づくり推進課課（室）名 森林保全課 課（室）名

・建設交通部 ・建設交通部

港湾局課（室）名 港湾課 課（室）名
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・教育庁 ・教育庁

教職員企画課課（室）名 教職員課 課（室）名

教職員人事課

第３５章 高齢者、障害者、乳幼児等特に配慮を要する者及び 第３５章 高齢者、障害者、乳幼児等特に配慮を要する者及び

外国人に係る対策計画 外国人に係る対策計画

446 第１節 計画の方針 第１節 計画の方針 防災基本計画の修正

（略） (略) に伴う修正

また、言語、生活習慣の異なる外国人は、災害時に正 また、言語、生活習慣の異なる外国人は、災害時に正

確な情報が伝わりにくく、避難等に支障を生じることが 確な情報が伝わりにくく、避難等に支障を生じることが

在日外国人と訪日外国人では行動特性予想されるため、情報伝達に十分配慮する。 予想されるため、

や情報ニーズが異なることを踏まえ，それぞれに応じた

情報伝達に十分配慮する。迅速かつ的確な

第２節 計画の内容 第２節 計画の内容 災害派遣福祉チーム

第２ 災害発生時の避難行動要支援者の安否確認等 第２ 災害発生時の避難行動要支援者の安否確認等 （ＤＷＡＴ）体制の

(追加) 確立(健康福祉部)３ 災害発生により、避難所及び被災者等の福祉的支援が求

められるとして、市町村から派遣要請があった場合、又

は必要と認めたときは、被災市町村へ災害派遣福祉チー

ム（ＤＷＡＴ）を派遣し、避難者に対する福祉的な相談

及び避難所のバリアフリー化の助言等を行うものとす

る。

第４編 災害復旧・復興計画 第４編 災害復旧・復興計画

第１章 生活確保対策計画 第１章 生活確保対策計画

456 第３節 租税の徴収猶予及び減免等に関する計画 第３節 租税の徴収猶予及び減免等に関する計画 条例改正に伴う繰り

第２ 内容 第２ 内容 下げ(総務部)

１ 期限の延長 １ 期限の延長

(略)(地方税法第20条５の２、京都府府税条例第17条) (略)(地方税法第20条５の２、京都府府税条例第 条)18

第８節 金融措置計画 第８節 金融措置計画 字句修正(農林水産

第２ 内容 第２ 内容 部)

１ 近畿財務局京都財務事務所の措置 １ 近畿財務局京都財務事務所の措置

(1) (略) (1) (略)
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ア 対象金融機関等 ア 対象金融機関等

(ｱ) 預貯金取扱金融機関 (ｱ) 預貯金取扱金融機関

（ ）、 、 、 、 （ ）、 、 、 、主要行等 ※ 地方銀行 第二地方銀行 信用金庫 主要行等 ※ 地方銀行 第二地方銀行 信用金庫

信用組合、農林中央金庫、商工組合中央金庫、労働金 信用組合、農林中央金庫、商工組合中央金庫、労働金

、信用漁庫、信用農業協同組合連合会、農業協同組合 庫、信用農業協同組合連合会、農業協同組合

業協同組合連合会

※主要行等には、都市銀行、信託銀行、ゆうちょ銀行 ※主要行等には、都市銀行、信託銀行、ゆうちょ銀行

を含む。 を含む。

462 第10節 り災証明書の交付 第10節 り災証明書の交付 防災基本計画の修正

１ 市町村は 災害の状況を迅速かつ的確に把握するとともに １ 市町村は 災害の状況を迅速かつ的確に把握するとともに に伴う修正、 、 、 、

各種の支援措置を早期に実施するため、災害による住家等の 各種の支援措置を早期に実施するため、災害による住家等の

被害の程度の調査やり災証明書の交付の体制を確立し、遅滞 被害の程度の調査やり災証明書の交付の体制を確立し、遅滞

なく、住家等の被害の程度を調査し、被災者にり災証明書を なく、住家等の被害の程度を調査し、被災者にり災証明書を

交付するものとする。 交付するものとする。

、 、 、 、また 平常時から住家被害の調査に従事する担当者の育成 また 平常時から住家被害の調査に従事する担当者の育成

応援の受他の地方公共団体や民間団体との応援協定の締結等の計画的 他の地方公共団体や民間団体との応援協定の締結、

な促進等、り災証明書の交付に必要な業務の実施体制の整備 等の計画的な促進等、り災証明書の交付に必要入体制の構築

に努めるものとする。 な業務の実施体制の整備に努めるものとする。

２ 災害による住家等の被害の程度の調査やり災証明書の交付 ２ 災害による住家等の被害の程度の調査やり災証明書の交付

について、被害の規模と比較して被災市町村の体制・資機材 について、被害の規模と比較して被災市町村の体制・資機材

のみでは不足すると見込まれる場合には、当該市町村に対し のみでは不足すると見込まれる場合には、当該市町村に対し

必要な支援を行うとともに、被害が複数の市町村にわたる場 必要な支援を行うとともに、被害が複数の市町村にわたる場

、 、 、 、合には 調査・判定方法にばらつきが生じることのないよう 合には 調査・判定方法にばらつきが生じることのないよう

定期的に各市町村における課題の共有や対応の検討、各市町被災地市町村間の調整を図るものとする。

被災地市町村村へのノウハウの提供等を行うこと等により、

間の調整を図るものとする。

また、府は、市町村に対し、住家被害の調査に従事する担 府は、市町村に対し、住家被害の調査に従事する担当者の

当者のための研修会の拡充等により、災害時の住家被害の調 ための研修会の拡充等により、災害時の住家被害の調査の迅

また、育成した調査の担当者の名簿査の迅速化を図るものとする。 速化を図るものとする。

への登録、他の都道府県や民間団体との応援協定の締結等に

より、応援体制の強化を図るものとする。

463 第11節 被災者台帳の作成 第11節 被災者台帳の作成 防災基本計画の修正

１ 市町村は、必要に応じて、個々の被災者の被害の状況や各 １ 市町村は、必要に応じて、個々の被災者の被害の状況や各 に伴う修正

種の支援措置の実施状況、配慮を要する事項等を一元的に集 種の支援措置の実施状況、配慮を要する事項等を一元的に集
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約した被災者台帳を作成し、被災者の援護の総合的かつ効率 約した被災者台帳を 作成し、被災者の援護の総合的積極的に

的な実施に努めるものとする。 かつ効率的な実施に努めるものとする。

２ 府は、災害救助法に基づき被災者の救助を行ったときは、 ２ 府は、災害救助法に基づき被災者の救助を行ったときは、

被災者台帳を作成する市町村からの要請に応じて、被災者に 被災者台帳を作成する市町村からの要請に応じて、被災者に

関する情報を提供する。 関する情報を提供する。

第４章 災害復旧上必要な金融その他資金調達計画 第４章 災害復旧上必要な金融その他資金調達計画

470 第２節 市町村に対する措置 第２節 市町村に対する措置 字句修正（日本郵便

第２ 災害を受けた市町村のする一時借入金あっ旋 第２ 災害を受けた市町村のする一時借入金あっ旋 ㈱）

災害を受けた市町村が一時に多額の資金を必要とする場 災害を受けた市町村が一時に多額の資金を必要とする場

合、借入れについて近畿財務局、日本郵政公社近畿支社 合、借入れについて近畿財務局及び各種金融機関に対し

及び各種金融機関に対し速やかな金融措置を要請すると 速やかな金融措置を要請するとともに、市町村に対しそれ

ともに、市町村に対しそれらの資金の効果的使用を助言 らの資金の効果的使用を助言するものとする。

するものとする。

全編 「避難指示」 「避難指示 」 防災基本計画の修正(緊急)

「避難準備情報」 「避難準備 」 に伴う修正・高齢者等避難開始

「避難指示又は避難勧告」 「 」避難勧告等

全編 「はん濫 「はんらん」 「氾濫」 字句修正(建設交通」、

部)
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区分 京都府地域防災計画 震災対策計画編

頁 現 行 修 正 案 修 正 理 由

第１編 総則 第１編 総則

第２章 防災機関の処理すべき事務又は業務の大綱 第２章 防災機関の処理すべき事務又は業務の大綱

3 第１節 京都府 第１節 京都府 防災基本計画の修正

(1)～(6) (略) (1)～(6) (略) に伴う修正

(7) 避難指示又は避難勧告の対象地域、判断時期等に係る (7) の対象地域、判断時期等に係る助言避難勧告等

助言

(8)～(20) (略) (8)～(20) (略)

第３節 指定地方行政機関 第３節 指定地方行政機関

5 ６ 近畿経済産業局 ６ 近畿経済産業局 政府緊急災害対策本

(1)災害対策用物資の調達に関する情報の収集及び伝達 部への業務移管等(削除)

（ ）(2)～(4) (略) ～ (略) 局マニュアル修正(1) (3)

(5) 生活必需品、復旧資材等の調達に関する情報の収集及 生活必需品、復旧資材等の に関する情報の収集及 （近畿経済産業局）(4) 供給

び伝達 び伝達

7 第５節 指定公共機関 第５節 指定公共機関 字句修正（佐川急便

17 佐川通運株式会社 17 佐川 株式会社 ㈱）急便

第３章 京都府の地勢の概要 第３章 京都府の地勢の概要

11 第１節 位置と概況 第１節 位置と概況 時点修正(建設交通

（略） （略） 部)

一級 305 1,63これらの河川は、河川法の１級河川が301（延長1,6 これらの河川は、河川法の 河川が （延長

33,354m 、同法の２級河川が89（延長409,101m 、合 、同法の 河川が89（延長 、合計河川数） ） ） ）7km 二級 409km

計河川数 390、延長 2,042,455ｍである （平成17年 、延長 である （平成 年３月現在）。 。394 2,046km 28

３月現在） （略）

（略）
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27 津波災害警戒区域に第４章 震災の想定 第４章 震災の想定

第１節 京都府内における直下型地震による震度予測 第１節 京都府内における直下型地震による震度予測 係る対策の推進(府等及び被

民生活部)害予測

第１～３ (略) 第１～３ (略)

第２節 被害予測 被害予測第４

第１ 建物被害、火災及び人的被害 建物被害、火災及び人的被害１

(略) (略)

第２ ライフライン及び交通基盤の被害 ライフライン及び交通基盤の被害２

１～６ (略) ～ (略)(1) (6)

（削除）第３ 津波の予測

第２節 最大クラスの地震・津波を対象とした震度予測等、浸（追加）

水想定及び被害予測

第１ 最大クラスの地震・津波の対象の選定等

平成23年に発生した東北地方太平洋沖地震を踏まえて平成27年度、津波防災地域づくりに関する法律に基づ

き、津波避難対策の基礎資料として 「発生頻度は極めて 津波防災地域づくりに関する法律に基づき、、 制定された

低いものの、あらゆる可能性を考慮した最大クラスの地 平成26年9月に「日本海における大規模地震に関する調査

から、日本海における最震・津波」を対象に津波浸水想定を設定した。 検討会 （事務局：国土交通省）」

大クラスの津波断層モデルが提示された。京都府では、この津波浸水想定は、平成26年9月に「日本海におけ

これらの 専門る大規模地震に関する調査検討会 事務局：国土交通省 断層及び過去に発生した津波の断層から、」（ ）

が公表した断層及び過去に発生した津波の断層から、京 京都府に影響が大きい断家の科学的な知見等を踏まえ、

、 、 、 、 、 、 、 、 、都府に影響が大きい断層としてF20 F24 F29 F52 F53 層として F20 F24 F29 F52日本海中部地震 1983年（ ）、

及びF54 「発生頻度は極めて低いものの、あF54及び日本海中部地震（1983年）を選定して行ったもの F53 を選定し、

らゆる可能性を考慮した最大クラスの地震・津波」を対である。

象に震度の予測等、津波浸水想定及び被害予測を行った

ものである。

なお、F53（若狭湾内断層 、F54（郷村断層）は、第１）

節の対象震源断層に含まれているが、被害想定の根拠と

なる断層モデルのほか、人口や想定手法等も異なる。
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（追加）

第２ 震度予測（追加）

【日本海中部地震 【F20 【F24 【F49 【F52 【F53 【F54】】 】 】 】 】 】

(震度分布図を挿入)

第３ 液状化予測（追加）

【日本海中部地震 【F20 【F24 【F49 【F52 【F53 【F54】】 】 】 】 】 】

(液状化予測図を挿入)

第４ 津波浸水想定（追加）

津波浸水想定図については「資料編２－10 、津波浸水 津波浸水想定図については「資料編２－10 、津波浸水」 」

予測時間図については「資料編２－11」に示すとおり。 予測時間図については「資料編２－11」に示すとおり。

（略） （略）

被害予測（追加） 第５

「発生頻度は極めて低いものの、あらゆる可能性を考慮

した最大クラスの地震・津波」の発生により、予測され

る被害は、次のとおりである。

(被害表を挿入)

断層モデル
断層長さ
（km）

地震の規模
（Mw）

40
60
30.8
47.2
52.4
39.2
53.7
77.9
21.1
36.3
29.9
22.5
25.4
22.5
17.2
11.4
31.3

57.6

日本海中部地震

F53（若狭湾内断層）

F54（郷村断層）

7.2

7.2

F52 7.3

F49 7.4

F24 7.9

7.7

F20 7.8
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第２編 災害予防計画 第２編 災害予防計画

第１章 建築物・公共施設等安全確保計画 第１章 建築物・公共施設等安全確保計画

46 第２節 建築物の震災対策計画 第２節 建築物の震災対策計画 耐震改修促進計画の

第１ 計画の方針 第１ 計画の方針 改定に伴う修正（建

建築物の震災対策としては、新築時において、現行耐 建築物の震災対策としては、新築時において、現行耐 設交通部）

震基準の確保を基本として、防災拠点となる公共建築物 震基準の確保を基本として、防災拠点となる公共建築物

等の耐震性を高めるとともに、劇場、百貨店、ホテル、 等の耐震性を高めるとともに、劇場、百貨店、ホテル、

社会福祉施設等多数の者が利用する建築物については、 社会福祉施設等多数の者が利用する建築物については、

より安全性をもった設計、適切な工事監理と適正な施工 より安全性をもった設計、適切な工事監理と適正な施工

を徹底する。 を徹底する。

また、現行耐震基準に適合しない既存建築物(以下「既 また、現行耐震基準に適合しない既存建築物(以下「既

存不適格建築物」という。) の用途、構造、使用状況等 存 不適格建築物」という。) の用途、構造、使用状耐震

に応じて、的確に耐震診断・耐震改修の促進を図ること 況等に応じて、的確に耐震診断・耐震改修の促進を図る

が重要であり、平成２８年３月に策定した京都府建築物 ことが重要であり、平成 年 月に策定した京都府建２９ ２

耐震改修促進計画に基づき、進行管理を行う。 築物耐震改修促進計画に基づき、進行管理を行う。

第２ 対象建築物と具体的対策 第２ 対象建築物と具体的対策 防災基本計画の修正

１ 公共建築物 １ 公共建築物 に伴う修正

等(1) 耐震性の確保 (1) 耐震性の確保

緊急時において、地域の防災拠点として、また、避難 緊急時において、地域の防災拠点として、また、避難

施設として活用が図られる施設については、国、市町 施設として活用が図られる施設については、国、市町

村等と連携し、施設の重要度に応じた耐震性の確保を 村等と連携し、施設の重要度に応じた耐震性の確保を

とともに、非構造部材を含む耐震対策等を行い、図る。特に、防災拠点となる公共施設等の耐震化につ 図る

発災時に必要と考えられる高い安全性を確保するよういては、数値目標を設定するなど、計画的な実施を図

る。 特に、防災拠点となる公共施設等の耐震化に努める。

、 、(略) ついては 数値目標を設定するなど優先順位を付け、

計画的な実施を図る。

(略)

(2) 既存不適格建築物の対策 (2) 既存 不適格建築物の対策耐震

(略) (略)

２ 多数の者が利用する建築物 ２ 多数の者が利用する建築物

(3) 既存不適格建築物については、建築物の耐震改修の促 (3) 既存 不適格建築物については、建築物の耐震改修耐震

進に関する法律(以下「耐震改修促進法」という。) に の促進に関する法律(以下 耐震改修促進法 という )「 」 。
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よる指導・助言・指示及び認定制度の活用により、耐 による指導・助言・指示及び認定制度の活用により、

震診断・耐震改修を促進する。 耐震診断・耐震改修を促進する。

(略) (略)

３ 住宅、その他の建築物 ３ 住宅、その他の建築物

府民の命を守るため、地震被害の軽減に向けた家具の転 府民の命を守るため、地震被害の軽減に向けた家具の

倒防止等幅広い施策に取り組み、南海トラフ地震による甚 転倒防止等幅広い施策に取り組み、南海トラフ地震によ

大な被害を低減させることを目指して、住宅や、多数の利 る甚大な被害を低減させることを目指して、住宅や、多

用する特殊建築物以外の建築物については、以下の対策を 数の 利用する建築物以外の建築物については、以下者が

進める。 の対策を進める。

(略) (略)

４ 緊急輸送道路沿道建築物（追加）

府内の防災拠点施設への円滑な通行を確保するため、

府及び市町村が連携し、緊急輸送道路沿道建築物の耐震

化を推進する。

(1) 市町村の区域を超える救援活動等の支援のために、次

により、地震直後において通行の確保が必要な施設間

を結ぶ道路を緊急輸送道路から選定する。

・ 高速道路網を基幹道路として構成

・ 迅速な支援活動等を実施するために必要とされる

施設とインターチェンジを結ぶ緊急輸送道路を選定

◇対象施設：府庁・広域振興局、広域防災活動拠点、

自衛隊駐屯地、PAZ避難時集結場所

通行障害既存耐震不適格建築物：耐震改修促(2) 対象建築物<

進法第５条第３項第２号>

昭和56年5月31日以前に着工し、地震時に道路を閉塞

するおそれがある建築物を耐震化の対象とする。

(3) 対象建築物の所有者は、平成33年12月31日までに建築

物所在地の所管行政庁（京都府・京都市・宇治市）に

対象建築物の耐震診断結果を報告する。

(4) 対象建築物の所有者に周知し、耐震診断の実施を支援

するとともに、耐震性が不足する建築物については、

耐震改修等の耐震化を促進する。

４ 重点的に耐震性能の向上を図るべき区域 重点的に耐震性能の向上を図るべき区域５

次の様な区域について、市町村は府と連携して現状等 次の様な区域について、市町村は府と連携して現状等

を把握し、重点的に耐震性能の向上は図ることとし、府及 を把握し、重点的に耐震性能の向上は図ることとし、府及



( 6/47 )震災

び市町村は必要な措置を講ずるよう啓発に努める。 び市町村は必要な措置を講ずるよう啓発に努める。

（略） （略）

（削除）・京都府緊急輸送道路ネットワーク計画書における防災拠

点及び拠点間を結ぶ緊急輸送道路と拠点へのアクセス道路

の沿道区域

（略） （略）

５ (略) (略)６

６ 地震被災建築物応急危険度判定制度の整備 地震被災建築物応急危険度判定制度の整備７

(2) 応急危険度判定制度の整備 (2) 応急危険度判定制度の整備

イ 応急危険度判定制度の確立 イ 応急危険度判定制度の確立

(ｳ) 応急危険度判定に必要な調査票、判定シート等を確 (ｳ) 応急危険度判定に必要な調査票、 等判定ステッカー

保する。 を確保する。

・ (略) ・ (略)７ ８ ８ ９

55 第５節 学校等の防災計画 第５節 学校等の防災計画 女性、若者等多様な

３ 防災訓練の実施学校等において、各々の防災に関する計 ３ 防災訓練の実施学校等において、各々の防災に関する計 視点での防災対策ア

画に基づき家庭や地域、関係機関等との連携を図りつつ、 画に基づき家庭や地域、関係機関等との連携を図りつつ、 ンケートによる修正

児童生徒等、学校等及び地域の実情に即して、多様な場面 児童生徒等、学校等及び地域の実情に即して、 (府民生活部)また、障害

を想定した避難訓練、情報伝達訓練等の防災上必要な訓練 多様な場面を想定した避難訓の有無等にも配慮しながら、

の徹底に努める。 練、情報伝達訓練等の防災上必要な訓練の徹底に努める。

56 第６節 都市公園施設防災計画 第６節 都市公園施設防災計画 時点修正(建設交通

第１ 現況 第１ 現況 部)

(略) (略)

京都府立都市公園（平成27年4月1日現在） 京都府立都市公園（平成 年4月1日現在）29

(略) (略)

57 第７節 通信放送施設防災計画 第７節 通信放送施設防災計画 字句修正(近畿総合

西日本電信電話株式会社 西日本電信電話株式会社 通信局)

Ｋ Ｄ Ｄ Ｉ 株式会社（関西総支社） Ｋ Ｄ Ｄ Ｉ 株式会社（関西総支社）

株式会社Ｎ Ｔ Ｔ ドコモ関西支社 株式会社Ｎ Ｔ Ｔ ドコモ関西支社

ソフトバンク株式会社 ソフトバンク株式会社

エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ株式会社 エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ株式会社

日本放送協会京都放送局 日本放送協会京都放送局

株式会社エフエム京都(追加)
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62 第８節 鉄道施設防災計画 第８節 鉄道施設防災計画 防災体制要綱に津波

第８ 阪急電鉄株式会社の計画 第８ 阪急電鉄株式会社の計画 発生時の取扱いを新

１ 震災予防対策の基本方針 １ 震災予防対策の基本方針 規追加（阪急電鉄

(1) 自然災害による長時間の輸送障害又は多数の死傷者の (1) 自然災害による長時間の輸送障害又は多数の死傷者の (株)）

発生等、社会的大きな影響を及ぼすと認められる場合の 発生等、社会的に大きな影響を及ぼすと認められる場合

事故速報、情報把握、連絡、救援、復旧、輸送等の対 の事故速報、情報把握、連絡、救援、復旧、輸送等の対

策を定め 適確な処置をとるため 緊急事態対策規程 策を定め、適確な処置をとるため、緊急事態対策規程、、 、 、

防災体制要綱（地震）を定めている。 防災体制要綱（地震 ）を定めている。、津波

66 第９節 道路及び橋梁防災計画 第９節 道路及び橋梁防災計画 時点修正(建設交通

第１ 現況 第１ 現況 部)

67 第10節 河川・海岸施設防災計画 第10節 河川・海岸施設防災計画 時点修正 (建設交通

第１ 河川施設防災計画 第１ 河川施設防災計画 部)

１ 現況 １ 現況

（略） (略）

河川延長にして、2,046.1kmあり、このうち、知事が管 河川延長にして、 kmであり、このうち、知事約2,046

理する河川は377河川、延長1,851.4kmである。 が管理する河川は377河川、延長 kmである。約1,852

第２ 海岸施設防災計画 第２ 海岸施設防災計画

１ 現況 １ 現況

<表>保全区域所管別 海岸諸元 <表>保全区域所管別 海岸諸元

22.1水産庁 指定区域(km) 20.3 水産庁 指定区域(km)
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68 第11節 砂防及び治山施設防災計画 第11節 砂防及び治山施設防災計画 時点修正(建設交通

第１ 砂防施設防災計画 第１ 砂防施設防災計画 部、農林水産部)

１ 現況 １ 現況

府内には土石流が発生した場合に、人家等に被害を及 府内には土石流が発生した場合に、人家等に被害を及

ぼすおそれのある渓流（渓流勾配15°以上）が5,024渓流 ぼすおそれのある渓流（渓流勾配15°以上）が5,024渓流

（今後、人家や公共施設の立地の可能性のある箇所を含 （今後、人家や公共施設の立地の可能性のある箇所を含

む）ある。また、砂防指定地は、府内に1,431箇所（表2. む）ある。また、砂防指定地は、府内に 箇所（表2.1,442

1.5）あり、適切な管理に努めている。 1.5）あり、適切な管理に努めている。

第２ 治山施設防災計画 第２ 治山施設防災計画

１ 現況 １ 現況

府内森林面積342,827haのうち約104,553haは水源かん 府内森林面積 haのうち haは水源かん342,713 約104,718

養、土砂流出防備、土砂崩壊防備等の保安林に指定され 養、土砂流出防備、土砂崩壊防備等の保安林に指定され

ているが、都市化が進み山地にまで開発が及んでいるこ ているが、都市化が進み山地にまで開発が及んでいるこ

となどにより、近年山地に起因する災害は増加する傾向 となどにより、近年山地に起因する災害は増加する傾向

にあり、保全対策が増大してきている。 にあり、保全対策が増大してきている。

(略) (略)

69 <表>土砂災害危険箇所一覧表(その１) <表>土砂災害危険箇所一覧表(その１) 時点修正(建設交通

部)(最新状況に差し替え)

71 第12節 地すべり・急傾斜地防災計画 第12節 地すべり・急傾斜地防災計画 時点修正(建設交通

第２ 急傾斜地防災計画 第２ 急傾斜地防災計画 部)

１ 現況 １ 現況

このうち310箇所を急傾斜地崩壊危険区域として指定し このうち 箇所を急傾斜地崩壊危険区域として指定し324

ている （表2.1.7参照） ている （表2.1.7参照）。 。

３ 計画の内容 ３ 計画の内容

地すべりの災害を未然に防止するため、地すべり対策工 地すべりの災害を未然に防止するため、地すべり対策工

を地震防災緊急事業五箇年計画等に基づき推進する。 を地震防災緊急事業五箇年計画等に基づき推進する。

特に保全対象人家が10戸以上または道路等の公共施設や 特に保全対象人家が10戸以上または道路等の公共施設

要配慮者学校、病院、避難所等の他、社会福祉施設等の災害時要 や学校、病院、避難所等の他、社会福祉施設等の

配慮者関連施設が立地している箇所は重点的に対策を講 が立地している箇所は重点的に対策を講じる。ま利用施設

じる。また、市町村においては警戒避難態勢の整備を行 た、市町村においては警戒避難態勢の整備を行う。

う。
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73～81 <表>急傾斜地崩壊危険区域の指定箇所一覧 <表>急傾斜地崩壊危険区域の指定箇所一覧 時点修正(建設交通

部)(最新状況に差し替え)

82 第13節 土砂災害警戒情報及び土砂災害緊急調査等 第13節 土砂災害警戒情報及び土砂災害緊急調査等 字句修正（近畿地方

第２ 土砂災害緊急調査および土砂災害緊急情報 第２ 土砂災害緊急調査および土砂災害緊急情報 整備局）

１ 緊急調査 １ 緊急調査

重大な土砂災害の急迫している状況においては、土砂災 重大な土砂災害の急迫している状況においては、土砂災

害が想定される土地の区域及び時期を明らかにするため、 害が想定される土地の区域及び時期を明らかにするため、

土砂災害防止法第26条及び第27条に基づき国土交通省及び 土砂災害防止法第 条及び第 条に基づき国土交通省及び27 28

京都府が次のとおり緊急調査を行うものとする。 京都府が次のとおり緊急調査を行うものとする。

２ 土砂災害緊急情報（土砂災害防止法第29条） ２ 土砂災害緊急情報（土砂災害防止法第 条）31

国土交通省又は京都府は、緊急調査の結果に基づき当 国土交通省又は京都府は、緊急調査の結果に基づき当

該土砂災害が想定される土地の区域及び時期に関する情 該土砂災害が想定される土地の区域及び時期に関する情

報（土砂災害緊急情報）を土砂災害防止法第29条により 報（土砂災害緊急情報）を土砂災害防止法第 条により31

関係市町村長に通知するとともに一般に周知するものと 関係市町村長に通知するとともに一般に周知するものと

する。 する。

83 第14節 ダム等防災計画 第14節 ダム等防災計画 時点修正(農林水産

第１ 現況 第１ 現況 部)

(略) (略)

また、農業用ため池は府内に、約1,600箇所あり、耕地 また、農業用ため池は府内に、約1,600箇所あり、耕地

面積の約６割にあたる13,300haの重要な用水補給源にな 面積の約 割にあたる13,300haの重要な用水補給源にな４

っているが、決壊すると下流に大きな被害をもたらす場 っているが、決壊すると下流に大きな被害をもたらす場

合が予想され、農業用施設の中では、最も注意を要する 合が予想され、農業用施設の中では、最も注意を要する

施設である。 施設である。

88 <表>ダム放流通報の連絡系統：大野ダム <表>ダム放流通報の連絡系統：大野ダム 連絡系統の見直し、

河川課・砂防課→中丹東土木事務所 河川課・砂防課→中丹東土木事務所 組織改編(建設交通

(追加) 部)→中丹東保健所

(略) (略)

港湾局→港湾事務所 →

89 <表>ダム放流通報の連絡系統：天ヶ瀬ダム <表>ダム放流通報の連絡系統：天ヶ瀬ダム 字句等修正（近畿地

近畿地方整備局 →京都市 近畿地方整備局 →京都市 方整備局）

→京都府営水道事務所淀川ダム統合管理事務所（追加） 淀川ダム統合管理事務所

→（略） →（略）
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(財)河川情報センター大阪センター 端末機設置機関（追加） →

天ヶ瀬ダム管理支所 天ヶ瀬ダム管理支所

（略） （略）

90 <表>ダム放流通報の連絡系統:高山ダム <表>ダム放流通報の連絡系統:高山ダム 字句修正(農林水産

南山城村→木津川漁業組合 南山城村→木津川漁業 部)協同組合

91 <表>ダム放流通報の連絡系統：和知ダム <表>ダム放流通報の連絡系統：和知ダム 連絡系統の見直し、

河川課・砂防課→中丹東土木事務所 河川課・砂防課→中丹東土木事務所 組織改編（建設交通

(追加) 部）→中丹東保健所

(略) (略)

港湾局→港湾事務所 →

関西電力㈱ →関西電力(株)京都支社 関西電力㈱ →関西電力(株) 組織改編(関西電力京都電力部

和知ダム管理所→(略) 和知ダム管理所→(略) (株))

(追加) 連絡系統の見直し→宮津市

→宮津与謝消防組合消防本部 → 宮津与謝消防組合消防本部 （宮津市）

→(略) →（略）

93 <表>ダム放流通報の連絡系統：日吉ダム <表>ダム放流通報の連絡系統：日吉ダム 字句修正（水資源機

河川課・砂防課 →京都中部広域消防組合消防本部 河川課・砂防課 →京都中部広域消防組合 構）

→南丹市日吉支所水資源機構 （追加） 水資源機構

→南丹市八木支所日吉ダム管理所 日吉ダム管理所

→ 京都中部広域消防組合消防本部 → 京都中部広域消防組合

99 第17節 農地農業用施設の防災計画 第17節 農地農業用施設の防災計画 時点修正、出典の変

第１ 現況 第１ 現況 更(自家消費の農地

府内には、約26,500haの農地（水田21.500ha、畑5,00 府内には、約 haの農地（水田 ha、畑 を含める)(農林水産30,800 24,000 6,80

0ha）が存在し、食料生産という役割だけでなく、洪水 ha）が存在し、食料生産という役割だけでなく、洪水 部)0

調節や土砂流出防止などの役割を果たしている。 調節や土砂流出防止などの役割を果たしている。

100 第18節 地震防災緊急事業五箇年計画の推進に関する計画 第18節 地震防災緊急事業五箇年計画の推進に関する計画 五箇年計画策定に伴

（ ）地震防災対策特別措置法に基づき、知事が、社会的条件、 地震防災対策特別措置法に基づき、知事が、社会的条件、 う修正 府民生活部

自然的条件等を総合的に勘案して、地震により著しい被害が 自然的条件等を総合的に勘案して、地震により著しい被害が

生ずるおそれがあると認められる地区について、本計画に定 生ずるおそれがあると認められる地区について、本計画に定

められた事項のうち、地震防災上緊急に整備すべき施設等に められた事項のうち、地震防災上緊急に整備すべき施設等に

関するものについて平成18年度に策定した第３次地震防災緊 関するものについて平成 年度に策定した第 次地震防災緊23 ４
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急事業五箇年計画に引き続き、次の方針に沿って作成した第 急事業五箇年計画に引き続き、次の方針に沿って作成した第

４次五箇年計画（平成23年度～平成27年度）及び長期的な整 次五箇年計画（平成 年度～平成 年度）及び長期的な整５ 28 32

備目標を設定して策定した 京都府戦略的地震防災対策指針 備目標を設定して策定した「 京都府戦略的地震防災対「 」 第二次

に基づき計画的に推進する。 策指針」に基づき計画的に推進する。

(1) (略) (1) (略)

(2) 計画の初年度は平成23年度とする。 (2) 計画の初年度は平成 年度とする。28

(3) (略) (3) (略)

第２章 情報連絡通信網の整備計画 第２章 情報連絡通信網の整備計画

第１節 情報連絡通信網の整備 第１節 情報連絡通信網の整備

101 第２ 京都府衛星通信系防災情報システムの整備 第２ 京都府衛星通信系防災情報システムの整備 防災基本計画の修正

府は、災害対策基本法、災害救助法、気象業務法、水 府は、災害対策基本法、災害救助法、気象業務法、水 に伴う修正

防法、消防組織法等の諸法令に基づき、災害の予防、 防法、消防組織法等の諸法令に基づき、災害の予防、

災害時の応急活動及び復旧活動に関する活動業務を有 災害時の応急活動及び復旧活動に関する活動業務を有

効に遂行し、地震等の災害から府民の生命及び財産を 効に遂行し、地震等の災害から府民の生命及び財産を

、 （ ） 、 （ ）守るため 人工衛星を利用した衛星通信回線 衛星系 守るため 人工衛星を利用した衛星通信回線 衛星系

と京都デジタル疏水ネットワークを活用した大容量通 と京都デジタル疏水ネットワークを活用した大容量通

信回線（地上系）により２重化された確実な情報伝達 信回線（地上系）により２重化された確実な情報伝達

。 。が可能な衛星通信系防災情報システムを運用している が可能な衛星通信系防災情報システムを運用している

衛星系ネットワークは、耐災害性に優れているので、(追加)

大規模災害発生時における輻輳の回避に留意しつつ、

国、府、市町村、消防本部等を通じた一体的な整備を

図る。

102 第８ 緊急地震速報伝達システムの整備 第８ 緊急地震速報伝達システムの整備 防災基本計画の修正

各機関は、地震発生時に住民等が確実に地震対応行動 各機関は、地震発生時に住民等が確実に地震対応行動 に伴う修正

ができるよう緊急地震速報を迅速に伝達できるシステ ができるよう緊急地震速報を迅速に伝達できるシステ

ムの整備に努めるものとする。 ムの整備に努めるものとする。

市町村においては、住民の緊急地震速報の伝達に当た(追加)

っては、市町村防災行政無線を始めとした効果的かつ

確実な伝達手段を複合的に活用し、対象地域の住民へ

の迅速かつ的確な伝達に努めるものとする。

105 <表>地震及び津波に関する情報の種類の一覧表 <表>地震及び津波に関する情報の種類の一覧表 字句修正（京都地方

地震の種類：遠隔地震に関する情報 地震の種類：遠 地震に関する情報 気象台）地

発表基準：国外で発生した地震について以下ののい 発表基準：国外で発生した地震について以下のいずれか
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ずれかを満たした場合等 を満たした場合等

「 」 「 」(追加) 注１ 京都府の地域は 京都府北部 及び 京都府南部

注２ 京都府の津波予報区は「京都府」

注３ 京都府内の地点は「舞鶴」

108 <図>地震及び津波に関する情報伝達経路図 <図>地震及び津波に関する情報伝達経路図 連絡系統の見直し、

防災消防企画課→中丹東土木事務所 防災消防企画課→中丹東土木事務所 組織改編（建設交通

（追加） 部）→中丹東保健所

（略） （略）

港湾局→港湾事務所 →

第３章 地震及び津波に関する情報等の伝達計画（各機関） 第３章 地震及び津波に関する情報等の伝達計画（各機関）

114 <表>京都地方でのラジオ受信周波数 <表>京都地方でのラジオ受信周波数 ラジオ局の開局（近

ＦＭＣＯＣＯＬＯ（外国語放送）76.5MHz ＦＭＣＯＣＯＬＯ（外国語放送）76.5MHz 畿総合通信局）

ＦＭまいづる（舞鶴市） 77.5MHz(追加)

RADIO MIX KYOTO（京都市） 87.0MHz

注２：ＮＨＫの地震津波に関する放送 注２：ＮＨＫの地震津波に関する放送 報道対応の強化（NH

１）地震 １）地震 K）

(1)・(2) (略) (1)・(2) (略)

(3) 震度５弱、５強については、全国に向けて速報(追加)

テレビ全波 画面に字幕スーパーで速報

ラジオ全波 放送中の番組を適時中断し速報

(4) 震度６弱以上については、全国放送の臨時ニュー

ス

２）津波 ２）津波

・大津波警報 いずれも、テレビ・ラ注意報・警報は共に 近畿向け 及び 全国向け 注意報・警報 は、「 」 「 」

放送で速報 速報ジオで全国に向けて

115 災害対策基本法に基づく放送要請等に関する協定 災害対策基本法に基づく放送要請等に関する協定 協定締結機関の追加

（略） （略） (知事室長Ｇ)

乙は以下の14機関である。 乙は以下の 機関である。16

ＦＭ８０２、ＦＭあやべ、ＦＭ宇治、ＦＭ京都、ＮＨＫ、 ＦＭ８０２、ＦＭあやべ、ＦＭ宇治、ＦＭ京都、ＮＨＫ、

関西テレビ、京丹後コミュニティ放送、京都コミュニティ 関西テレビ、京丹後コミュニティ放送、京都コミュニティ

ＦＭまいづる、ＲＡＤＩＯ Ｍ放送、京都リビングＦＭ、京都放送、大阪放送、朝日放送、 放送、京都リビングＦＭ、

毎日放送、讀賣テレビ 京都放送、大阪放送、朝日放送、毎日ＩＸ ＫＹＯＴＯ、
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放送、讀賣テレビ

120 <表>津波警報等伝達経路図 <表>津波警報等伝達経路図 字句等修正、組織改

（ 、京都地方気象台→港湾事務所 京都地方気象台→ 編 京都地方気象台港湾局

→水産事務所 建設交通部）(削除)

(削除)→海上自衛隊舞鶴地方総監部

(削除)→ＮＨＫ京都放送局

第４章 医療助産計画 第４章 医療助産計画

131 第２節 計画の内容 第２節 計画の内容 字句修正（健康福祉

（資料） （資料） 部）

48-5500京都岡本記念病院 0774-44-4511 京都岡本記念病院 0774-

第５章 火災防止に関する計画 第５章 火災防止に関する計画

135 第３節 火災拡大防止計画 第３節 火災拡大防止計画 字句修正（府民生活

第１ 消防組織や体制の充実・強化 第１ 消防組織や体制の充実・強化 部）

２ 消防団の活動力の強化 ２ 消防団の活動力の強化

(1) 消防団員の確保 (1) 消防団員の確保

ア 女性の消防団への加入促進（追加）

イ 大学等の協力による消防団員の確保

(2)～(4)(略) (2)～(4)(略)

136 <表>市町村相互応援協定締結状況一覧 <表>市町村相互応援協定締結状況一覧 道路延伸に伴う協定

番号：３０ 番号：３０ の見直し（京丹後市

協定名称：京都縦貫自動車道（宮津天橋立インターチ 協定名称：京都縦貫自動車道（宮津天橋立インターチ 等）

ェンジから丹波インターチェンジ）及び宮津 ェンジから丹波インターチェンジまで）及び

与謝道路における消防応援協定 におけ山陰近畿自動車道（一般国道312号）

る消防 応援協定相互

協定締結消防機関名：京都中部広域消防組合、綾部市、 協定締結消防機関名：京都中部広域消防組合、綾部市、

京丹舞鶴市、宮津与謝消防組合 舞鶴市、宮津与謝消防組合、

後市

番号：３３ 番号：３３ 字句修正(京都市)

京都市・大津市消防相互応援協定協定名称：消防相互応援協定 協定名称：
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番号：６５ 番号：６５

協定名称：第２京阪道路 協定名称：第 京阪道路二

番号：６８ 番号：６８

京都市・高島市消防相互応援協定協定名称：消防相互応援協定 協定名称：

(追加) ： 新規の協定締結(京番号 ７２

協定名称： 都市)高槻市と京都市の災害通信連絡に関する協定

書

京都市協定締結消防機関名：府内消防機関

高槻市府外消防機関

その他協定の内容：

第６章 避難に関する計画 第６章 避難に関する計画

140 第２節 避難の周知徹底 第２節 避難の周知徹底 防災基本計画の修正

第２ 避難指示等の周知 第２ 避難 等の周知 に伴う修正勧告

(略) (略)

141 第４節 避難の実施に必要な施設・設備等の整備 第４節 避難の実施に必要な施設・設備等の整備

第２ 円滑な避難所運営への配慮（追加）

市町村は、マニュアルの作成、訓練等を通じて、避難

所の運営管理のために必要な知識等の普及に努めるもの

とする。この際、住民等への普及に当たっては、住民等

が主体的に避難所を運営できるように配慮するよう努め

るものとする。また、指定管理施設が指定避難所となっ

ている場合には、指定管理者との間で事前に避難所運営

に関する役割分担等を定めるよう努めるものとする。

市町村及び各避難所の運営者は、避難所の良好な生活

環境の継続的な確保のために、専門家等との定期的な情

報交換に努めるものとする。

第２ (略) 第 (略)３

143 第７節 市町村等の避難計画 第７節 市町村等の避難計画 女性、若者等多様な

第２ 防災上重要な施設の計画 第２ 防災上重要な施設の計画 視点での防災対策ア

学校、病院、福祉施設、その他防災上重要な施設の管 学校 、病院、福祉施設、その他防災上重要な施設の ンケートによる修正等

理者は、次の項に留意して避難計画を作成し、避難の万 管理者は、次の事項に留意して避難計画を作成し、避難 (府民生活部)

全を期する。 の万全を期する。
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１ 学校においては、それぞれの地域の特性等を考慮したう １ 学校においては、それぞれの地域の特性等を考慮したう

えで、避難の場所、避難経路、誘導並びにその指示伝達 えで、避難の場所、避難経路、誘導 その指示伝達の及び

の方法等 方法等

大学等においては、避難の場所、避難経路、誘導及び（追加）

その指示伝達等の方法並びに学生が自主的に避難するた

めの避難の場所、避難経路等の事前周知の方法等

(追加) 車中泊避難対応検討第９節 車中泊避難計画

会を踏まえた修正大規模災害発生時において、余震への不安やプライバシー

確保、ペット同伴等の理由から車中泊避難が発生する恐れが

ある。そこで、避難者数の把握や救援物資の提供、駐車スペ

ースの確保、エコノミークラス症候群による震災関連死等の

課題に対応するため、地域の実情に応じてあらかじめ体制整

備を図る。

なお、住民の屋外避難に当たっては、市町村があらかじめ

指定する指定避難所への避難が基本であって、車中泊避難を

推奨するものではない。

第１ 市町村

市町村は、車中泊の対応方針について地域の実情も踏

まえ地域防災計画へ記載する。指定避難所における駐

車可能台数の把握し、あらかじめ具体的に車中泊避難

が可能な場所を選定するとともに、エコノミークラス

症候群防止をはじめとした環境整備、支援物資の備蓄

を行う。

第２ 府

府は、市町村が実施する車中泊避難対策について必要

な助言・調整等を行う。

145 津波災害警戒区域に第７章 津波災害予防計画 第７章 津波災害予防計画

第２節 計画の内容 第２節 計画の内容 係る対策の推進(府

第１ 想定する津波と対策の基本的な考え方 第１ 想定する津波と対策の基本的な考え方 民生活部)

（略） （略）

後者については人命保護に加えて府民財産の保護、地域の 後者については人命保護に加えて府民財産の保護、地域の

経済活動の安定、効率的な生産拠点の確保の点から、海岸保 経済活動の安定、効率的な生産拠点の確保の点から、海岸保

全施設等の整備を進めていくものとする。 全施設等の整備を進めていくものとする。

また、津波防災地域づくりに関する法律に基づき平成29年3(追加)
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月に指定された、最大クラスの津波が発生した場合に、住民

の生命・身体に危害が生ずるおそれがある区域で、津波災害

を防止するために警戒避難体制を特に整備すべき区域である

津波災害警戒区域においては、避難対策等を進める必要があ

る。

第４ 避難計画の策定、避難経路・避難場所の整備及び周知 第４ 避難計画の策定、避難経路・避難場所の整備及び周知

平成27年度に実施した京都府津波浸水想定によると、日本 平成27年度に実施した京都府津波浸水想定によると、日本

海ないし若狭湾内での断層による地震が発生した場合に、短 海ないし若狭湾内での断層による地震が発生した場合に、短

時間で津波が海岸を襲うこと、また、各市町の主な集落・漁 時間で津波が海岸を襲うこと、また、各市町の主な集落・漁

港における最高津波水位は6.0m（舞鶴市小橋・瀬崎）と想定 港における最高津波水位は6.0m（舞鶴市小橋・瀬崎）と想定

避難計画策定されている。そのため、沿岸市町は京都府津波浸水想定等を されている。そのため、沿岸市町は京都府津波

参考として、津波に対する避難のための計画を策定する。 等を参考として、津波に対する避難のための計画を策定指針

する。

沿岸市町が避難場所・津波避難ビルを選定する際には、以 沿岸市町が避難場所・津波避難ビルを選定する際には、以

下の事項が十分検討されていなければならない。 下の事項が十分検討されていなければならない。

または、津波避難ビル１ 十分な地盤標高を有すること。 １ 十分な地盤標高を有すること。

は、津波防災地域づくりに関する法律に規定されている

構造等の要件を満たし、基準水位よりも高い階を使用す

ること。

２ 短時間にかつ容易に避難できる場所であること。 ２ 短時間にかつ容易に避難できる場所であること。

(削除)３ 河川沿いの低地帯では、内陸部においても避難場所を

指定しておくこと。

４ 液状化の危険性がないこと。 液状化の危険性がないこと。３

５ 周辺に山崩れや崖崩れの危険性がないこと。 周辺に山崩れや崖崩れの危険性がないこと。４

。６ 避難地対象地区の住民を全員収容し得る空間があるこ 避難対象 の住民を全員収容し得る空間があること５ 地域

と。

沿岸市町は、津波予報等の伝達手段として防災行政無線の 沿岸市町は、津波予報等の伝達手段として 防災基本計画の修正防災行政無線(戸

整備を促進するとともに、サイレン等多様な通信手段を確保 の整備を促進するとともに、サイレン等多 に伴う修正別受信機を含む。)

し、また、迅速な避難行動がとれるよう避難経路、避難場所 様な通信手段を確保し、また、迅速な避難行動がとれるよう

の整備及び誘導表示板の設置等による周知を図るものとする 避難経路、避難場所の整備及び誘導表示板の設置等による周。

知を図るものとする。

147 第７ 海岸、港湾、水産施設等の施設整備 第７ 海岸、港湾、水産施設等の施設整備 追記(農林水産部)

、 、海岸、港湾における施設防災計画については、第２編 海岸 港湾 における施設防災計画については及び漁港

第１章第10節 河川・海岸施設防災計画 及び第16節 港 第２編第１章第10節「河川・海岸施設防災計画」及び第「 」 「
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湾等施設防災計画」に定めるところによる。また、漁港 16節「港湾等施設防災計画」に定めるところによる。ま

等の水産施設については、一般計画編第２編第９章「水 た、漁港等の水産施設については、一般計画編第２編第

産施設防災計画」に準じて施設整備を進める。 ９章「水産施設防災計画」に準じて施設整備を進める。

第８ 津波に強いまちづくり 第８ 津波に強いまちづくり

災害 指定３ 津波警戒区域等の設定 ３ 津波 警戒区域等の

津波防災地域づくりに関する法律及び同法の基本指針に 津波防災地域づくりに関する法律及び同法の基本指針に

指定基づき進める。 基づき

148 第９ 津波警報等の発表・伝達のための体制確保 第９ 津波警報等の発表・伝達のための体制確保

府、沿岸市町は津波警報等の発表・伝達に関して、以 府、沿岸市町は津波警報等の発表・伝達に関して、以

下の点に留意する。 下の点に留意する。

緊１ 沿岸市町による、津波警報等の内容に応じた避難指示等 １ 沿岸市町による 津波警報等の内容に応じた避難指示、 （

の発令基準の策定 の発令基準の策定急）

（緊２ 津波地震や遠地地震に関する津波警報等や避難指示等の ２ 津波地震や遠地地震に関する津波警報等や避難指示

発表・発令・伝達体制の整備 の発表・発令・伝達体制の整備急）

３・４ (略) ３・４ (略)

第10 津波災害警戒区域に係る対策の推進(追加)

沿岸市町は、津波防災地域づくりに関する法律に基づ

き、津波災害警戒区域に係る次の対策を実施する。

１ 市町の地域防災計画における下記の内容の記載

(1) 津波に関する情報の収集・伝達や、予警報の伝達

(2) 避難場所、避難路に関する事項

(3) 避難訓練の実施に関する事項

(4) 防災上の配慮を要する者が利用する施設で円滑かつ迅

速な避難を確保する必要があると認められる施設（避

難促進施設）の名称・所在地

また、沿岸市町は、避難促進施設の所有者又は管理者か

ら当該施設の利用者の津波の発生時における円滑かつ迅速

な避難の確保を図るために必要な措置に関する計画（避難

確保計画）の報告を受けた際、又は、避難確保計画に基づ

いた避難訓練の実施結果の報告を受けた際に、必要な助言

又は勧告を行う。

２ 津波ハザードマップの作成・周知

沿岸市町は、津波に関する情報の伝達方法、避難施設そ
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の他の避難場所及び避難路その他の避難経路に関する事

項、その他住民の円滑な警戒避難を確保する上で必要な事

項を住民に周知させるため、これらの事項を記載した津波

ハザードマップの作成・周知を行う。また、津波浸水想定

や地域防災計画の見直し等で、津波ハザードマップの見直

しが必要となった際には、出来るだけ速やかに改訂する。

第10 津波防災地域づくりを総合的に推進するための計画の作 津波防災地域づくりを総合的に推進するための計画の作第11

成 成

沿岸市町は、津波防災地域づくりに関する法律の基本 沿岸市町は、津波防災地域づくりに関する法律の基本

指針に基づき、第１～第９及び京都府津波浸水想定を踏 指針に基づき、第１～ 及び京都府津波浸水想定を踏第10

まえ、単独で又は共同して、当該沿岸市町の区域内につ まえ、単独で又は共同して、当該沿岸市町の区域内につ

いて、津波防災地域づくりを総合的に推進するための計 いて、津波防災地域づくりを総合的に推進するための計

画（以下 「推進計画」という ）を作成することが出来 画（以下 「推進計画」という ）を作成することが出来、 。 、 。

る。 る。

（略） （略）

第８章 交通対策及び輸送計画 第８章 交通対策及び輸送計画

（ ）151 第２節 緊急通行車両等 第２節 緊急通行車両等 道路延伸 警察本部

<表>緊急交通路候補路線一 覧 表 <表>緊急交通路候補路線一 覧 表

道路名：京都縦貫自動車道 道路名：京都縦貫自動車道

区 間：宮津天橋立ＩＣ～京丹波わちＩＣ 区 間：宮津天橋立ＩＣ～大山崎ＪＣＴ

丹波ＩＣ～大山崎ＪＣＴ

野田川大宮道路（追加） 道路名：

京丹後大宮ＩＣ～与謝天橋立ＩＣ区 間：

（ ）152 <図>緊急交通路候補路線図 <図>緊急交通路候補路線図 道路延伸 警察本部

（最新状況に差し替え）

第９章 災害応急対策物資確保計画 第９章 災害応急対策物資確保計画

154 第２節 食料及び生活必需品の確保計画 第２節 食料及び生活必需品の確保計画 防災基本計画の修正

第４ 物資集配地の整備 第４ の整備 に伴う修正物資輸送拠点

府及び市町村は、それぞれ救援物資の集積、保管、仕 府及び市町村は、それぞれ救援物資の集積、保管、仕

分け 搬送等のために 集配予定地をあらかじめ定める 分け、搬送等のために、 予定地をあらかじ、 、 。 物資輸送拠点

め定める。

この際、民間事業者との間で協定を締結しておく、輸(追加)
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送拠点として活用可能な民間事業者の管理する施設を把

握しておくなど協力体制を構築し、民間事業者のノウハ

ウや能力等を活用するものとする。

地域内輸送１ 府は、災害の規模が甚大で、市町村が定める集配予定地 １ 府は、災害の規模が甚大で、市町村が定める

のみによっては対応困難な場合の対応あるいは他府県から 予定地のみによっては対応困難な場合の対応あるい拠点

の物資の円滑な受入れを行うため、広域的観点から集配予 は他府県からの物資の円滑な受入れを行うため、広域的

広域物資輸送拠点 広域物定地を定める。府の集配予定地は広域防災活動拠点のほか 観点から 予定地を定める。府の

次の施設とする。 予定地は広域防災活動拠点のほか次の施設と資輸送拠点

する。

２ 市町村は、物資の備蓄場所、避難場所の位置並びに府及 ２ 市町村は、物資の備蓄場所、避難場所の位置並びに府

び近隣市町村等からの物資受入れ輸送経路を考慮し、集配 及び近隣市町村等からの物資受入れ輸送経路を考慮し、

予定地を定める。 予定地を定める。地域内輸送拠点

３ 府は宅配業者、倉庫業者、メーカー事業者等と連携し(追加)

て、物資配送に物流等民間事業者のノウハウを活用する

ことにより、被災地のニーズに沿って迅速に物資を配送

し、物資の滞留を防ぐ配送システムを整備するよう努め

る。

第６ 市町村地域防災計画で定める事項 第６ 市町村地域防災計画で定める事項 防災基本計画の修正

１ 食料供給計画 １ 食料供給計画 に伴う修正

(1) 食料の備蓄 (1) 食料の備蓄

(2) 当該市町村内の販売業者の手持状況の把握 (2) 当該市町村内の販売業者の手持状況の把握

(3) 調達・連絡体制 (3) 調達・連絡体制

(4) 物資の集配予定地 (4) 予定地地域内輸送拠点

(5) 炊出し、その他による食品の給食計画等（図2.9.4） (5) 炊出し、その他による食品の給食計画等（図2.9.4）

２ 生活必需品供給計画 ２ 生活必需品供給計画

(1) 生活必需品の備蓄 (1) 生活必需品の備蓄

(2) 地元販売業者の手持状況の把握 (2) 地元販売業者の手持状況の把握

(3) 調達・連絡体制 (3) 調達・連絡体制

(4) 物資の集配予定地 (4) 予定地地域内輸送拠点

(5) 配分計画・支給要領等 (5) 配分計画・支給要領等

154 <表>米穀販売事業者一覧（卸売の業務を営む者） <表>米穀販売事業者一覧（卸売の業務を営む者） 事務所の移転(農林

京都市伏見区京町１丁目245番地 水産部)京都市伏見区横大路鍬ノ本４６
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155 <表>炊飯センター <表>炊飯センター 地番の更正(農林水

京都府長岡京市神足芦原5番地 産部)京都府長岡京市神足芦原１２番地１

155 <図>応急対策用食料品の調達又はあっ旋ルート <図>応急対策用食料品の調達又はあっ旋ルート 消費生活安全センタ

物資保有業者 ーであっ旋等ができ協定業者等

る業者を明確化（府

注１・２ (略) 注１・２ (略) 民生活部）

※ 協定業者等とは 「災害時における応急対策物資供給等に（追加） 、

関する協定」を締結している物資保有業者及び「災害時に

おける生活必需品及び応急復旧資材の調達先一覧表」に記

載の物資保有業者とする。なお、災害対策本部からの要請

は、消費生活安全センターで受け、消費生活安全センター

と入札課は調整しながら物資調達に当たるものとする。

157 <図>生活必需物品の調達系統 <図>生活必需物品の調達系統 字句等修正(府民生

(1) 災害救助法により府が調達及び給貸与する場合 (1) 災害救助法により府が調達及び給貸与する場合 活部)

注１・２（略） 注１・２（略）

※ 協定業者とは 「災害時における応急対策物資供給等に ( )、 削除

関する協定」締結業者及び「災害時における生活必需品

」 。及び応急復旧資材の調達先一覧表 に記載の業者とする

なお、災害対策本部からの要請は、消費生活安全センタ

ーで受け、消費生活安全センターと入札課は調整しなが

ら物資調達に当たるものとする。

(2)被災市町村から府に物資あっ旋を要請する場合 (2)被災市町村から府に物資あっ旋を要請する場合 消費生活安全センタ

生活物資協力店 ーであっ旋等ができ協定業者等

る業者を明確化(府

民生活部)
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(3) 国又は他府県に物資あっ旋を要請する場合 (3) 国又は他府県に物資あっ旋を要請する場合 業務移管(近畿経済

近畿経済産業局産業部産業課→経済産業本省→業者 →業者 産業局)政府緊急災害対策本部

（削除）06-6966-6021

第１０章 高齢者、障害者、乳幼児等特に配慮を要する者及び 第１０章 高齢者、障害者、乳幼児等特に配慮を要する者及び

外国人に係る対策計画 外国人に係る対策計画

160 第２節 計画の内容 第２節 計画の内容

第２ 要配慮者に係る支援体制の整備 第２ 要配慮者に係る支援体制の整備 災害派遣福祉チーム

１～３（略） １～３（略） (ＤＷＡＴ)体制の確

(追加) 立（健康福祉部）４ 災害派遣福祉チーム（ＤＷＡＴ）体制の整備

災害発生時に必要に応じて、被災市町村へ災害派遣福祉

チーム（ＤＷＡＴ （介護福祉士、介護支援専門員、社会）

福祉士等福祉専門職により構成）を派遣できるよう関係機

関による支援体制を整備する。

第３ 避難行動要支援者対策 第３ 避難行動要支援者対策 防災基本計画の修正

２ 避難行動要支援者名簿の作成 ２ 避難行動要支援者名簿の作成 に伴う修正

市町村は、市町村防災計画に基づき、防災担当部局と福 市町村は、市町村防災計画に基づき、防災担当部局と福

祉担当部局との連携の下、平常時より避難行動要支援者 祉担当部局との連携の下、平常時より避難行動要支援者

に関する情報を把握し、避難行動要支援者名簿を作成す に関する情報を把握し、避難行動要支援者名簿を作成す

る。また、避難行動要支援者名簿については、地域にお る。また、避難行動要支援者名簿については、地域にお

ける避難行動要支援者の居住状況や避難支援を必要とす ける避難行動要支援者の居住状況や避難支援を必要とす

る事由を適切に反映したものとなるよう、定期的に更新 る事由を適切に反映したものとなるよう、定期的に更新

とともに、庁舎の被災等の事態が生じた場合においする。 する

ても名簿の活用に支障が生じないよう、名簿情報の適切

な管理に努めるものとする。

３ 避難行動要支援者の避難誘導、安否確認 ３ 避難行動要支援者の避難誘導、安否確認

(略) (略)

また、避難支援等に携わる関係者として市町村防災計 また、避難支援等に携わる関係者として市町村防災計

画に定めた消防機関、警察機関、民生委員・児童委員、 画に定めた消防機関、警察機関、民生委員・児童委員、

社会福祉協議会、自主防災組織等に対し、避難行動要支 社会福祉協議会、自主防災組織等に対し、避難行動要支

得ることにより、または、該当市町村援者本人の同意を得た上で、あらかじめ避難行動要支援 援者本人の同意を

者名簿を提供し、多様な主体の協力を得ながら、避難行 、あらかじめ避難行動要支援者名簿の条例の定めにより

動要支援者に対する情報伝達体制の整備、避難支援・安 を 、多様な主体の協力を得ながら、避提供するとともに

否確認体制の整備、避難訓練の実施等について一層努め 難行動要支援者に対する情報伝達体制の整備、避難支援

る。その際、名簿情報の漏洩の防止等必要な措置を講じ ・安否確認体制の整備、避難訓練の実施等について一層
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る。 努める。その際、名簿情報の漏洩の防止等必要な措置を

講じる。

161 第５ 要配慮者の生活確保 第５ 要配慮者の生活確保 適切に避難所運営で

３ 市町村は、避難所において要配慮者のニーズに適切に対 ３ 市町村は、避難所において要配慮者のニーズに適切に対 きる人材を具体的に

応できるよう、平常時から防災担当部局と福祉担当部局 応できるよう、平常時から防災担当部局と福祉担当部局 記載（健康福祉部）

との連携の下、要配慮者に関する情報を把握し、要配慮 との連携の下、要配慮者に関する情報を把握し、要配慮

者 名簿の作成に努める。また、避難所をユニバーサル 者 名簿の作成に努める。また、避難所をユニバーサル

デザインにするための取組や要配慮者の避難スペース、 デザインにするための取組や要配慮者の避難スペース、

要配慮者のニーズに対応できる福祉避難コーナーの設置 要配慮者のニーズに対応できる福祉避難コーナーの設置

災害派遣福祉チーム(Ｄ及び要配慮者に適切に対応できる人材の確保、または社 及び要配慮者に適切に対応できる

ＷＡＴ)又は福祉避難サポートリーダー並びに福祉避難サ会福祉施設や宿泊施設との協定締結等により福祉避難所

を事前指定する等 要配慮者の避難生活の支援に努める の人材の確保、または社会福祉施設や宿泊施、 。 ポーター等

設との協定締結等により福祉避難所を事前指定する等、

要配慮者の避難生活の支援に努める。

第１２章 文化財災害予防計画 第１２章 文化財災害予防計画

163 第１節 現状 第１節 現状 文化財の新指定等に

第１ 建造物 第１ 建造物 よる修正（教育庁）

文化財に指定された建造物には、消防法により自動火 文化財に指定された建造物には、消防法により自動火

災報知設備（以下「自火報設備」という ）の設置が義務 災報知設備（以下「自火報設備」という ）の設置が義務。 。

付けられている。 付けられている。

国指定建造物は府内に639棟あるが、国有及び石造物を 国指定建造物は府内に 棟あるが、国有及び石造物を648

除いた自火報設備の設置が義務付けられている588棟のう 除いた自火報設備の設置が義務付けられている 棟のう597

ち、未設置のものは13棟である。また、自火報設備、消 ち、未設置のものは13棟である。また、自火報設備、消

火設備、避雷針等を備えた総合的な防災設備が完備され 火設備、避雷針等を備えた総合的な防災設備が完備され

ているものは約半数である。 ているものは約半数である。

一方、府指定・登録文化財建造物は509棟を数えるが、 一方、府指定・登録文化財建造物は 棟を数えるが、458

312自火報設備は設置が義務付けられている指定建造物の354 自火報設備は設置が義務付けられている指定建造物の

棟のうち約75％に設置されているが、登録建造物では約 棟のうち約75％に設置されているが、登録建造物では約

半数である。また、総合的な防災設備については、設置 半数である。また、総合的な防災設備については、設置

され始めたところである。 され始めたところである。

（略） （略）

第２ 美術工芸品（有形民俗文化財を含む） 第２ 美術工芸品（有形民俗文化財を含む）

府内における国指定文化財の所有者は413社寺等（国有 府内における国指定文化財の所有者は 社寺等（国有415
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・公有は除く ）である。このうち、すでに収蔵庫等の防 ・公有は除く ）である。このうち、すでに収蔵庫等の防。 。

災施設を備えたものは199社寺等であるが、防災上の判断 災施設を備えたものは 社寺等であるが、防災上の判断200

等から博物館等に寄託しているものもある。近年開発等 等から博物館等に寄託しているものもある。近年開発等

により社寺等の周辺の環境が著しく変化したこともあっ により社寺等の周辺の環境が著しく変化したこともあっ

て、防災上の実態把握に困難をきたしているが、個別的 て、防災上の実態把握に困難をきたしているが、個別的

指導等によって収蔵庫その他防災施設の設置をすすめる 指導等によって収蔵庫その他防災施設の設置をすすめる

とともに、その実施が困難な場合には、一時的に博物館 とともに、その実施が困難な場合には、一時的に博物館

等の施設へ寄託するよう指導助言を行っている。なお、 等の施設へ寄託するよう指導助言を行っている。なお、

有形民俗文化財の国指定は府内に５件あるが、この防災 有形民俗文化財の国指定は府内に５件あるが、この防災

上の措置については、上述したことに準じて指導助言を 上の措置については、上述したことに準じて指導助言を

行っている。 行っている。

また、府指定・登録文化財は、現在191所有者、277件 また、府指定・登録文化財は、現在 所有者、 件192 282

（国有・公有は除く ）を数えるが、このうち京都府立山 （国有・公有は除く ）を数えるが、このうち京都府立山。 。

城・丹後両郷土資料館、京都国立博物館等の公共施設に 城・丹後両郷土資料館、京都国立博物館等の公共施設に

寄託となっているものが73件（一部寄託４件を含む 、 寄託となっているものが73件（一部寄託４件を含む 、。） 。）

これ以外の204件のうち、防災施設が整っている建物に所 これ以外の 件のうち、防災施設が整っている建物に所207

在するものは50件ある。 在するものは 件ある。53

第３ 史跡、名勝、天然記念物 第３ 史跡、名勝、天然記念物

府内に国指定の史跡、名勝、天然記念物は135件（二府 府内に国指定の史跡、名勝、天然記念物は 件（二府137

。）、 、 、 。）、 、 、県にまたがるものは除く 府指定・登録の史跡 名勝 県にまたがるものは除く 府指定・登録の史跡 名勝

天然記 指定地域内にある建造物につ 天然記 指定地域内にある建造物に念物は60件あるが、 念物は 件あるが、62

いては、国・府指定等建造物に準じて指導助言を行って ついては、国・府指定等建造物に準じて指導助言を行っ

いる。 ている。

第１４章 府民の防災活動の促進 第１４章 府民の防災活動の促進

171 第２節 自主防災組織の整備と指揮 第２節 自主防災組織の整備と指揮 防災基本計画の修正

第３ 地区防災計画の作成 第３ 地区防災計画の作成 に伴う修正

市町村内の一定の地区内の住民及び当該地区に事業所 市町村内の一定の地区内の住民及び当該地区に事業所

(要配慮者利用施設や地下街等の施設管を有する事業者は、当該地区における防災力の向上を図 を有する事業者

るため、共同して防災訓練の実施、物資等の備蓄、高齢 は、当該地区における防災力の向上を図理者を含む。)

者等の避難支援体制の構築等自発的な防災活動に関する るため、共同して防災訓練の実施、物資等の備蓄、高齢

計画を作成し、これを地区防災計画の素案として市町村 者等の避難支援体制の構築等自発的な防災活動に関する

防災会議に提案するなど、当該地区の市町村と連携して 計画を作成し、これを地区防災計画の素案として市町村

防災活動を行う。 防災会議に提案するなど、当該地区の市町村と連携して
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(略) 防災活動を行う。

(略)

第３節 学校における防災教育 第３節 学校 における防災教育 女性、若者等多様な等

各学校においては、防災に関する学習と指導を教育課 各学校においては、防災に関する学習と指導を教育課 視点での防災対策ア

程の中に位置づけ、家庭や地域社会と密接な連携協力 程の中に位置づけ、家庭や地域社会と密接な連携協力 ンケートの意見反映

を図りつつ、防災上必要な基礎的・基本的事項を理解 を図りつつ、防災上必要な基礎的・基本的事項を理解 (府民生活部)

させるとともに自他の生命尊重の精神、ボランティア させるとともに自他の生命尊重の精神、ボランティア

精神を培うための教育を推進する。 精神を培うための教育を推進する。

また、大学等は、積極的に防災知識の展示等の防災啓(追加)

発活動を行う学生等を支援する。

第１ 児童生徒等に対する教育 第１ 児童生徒等に対する教育

災害時及び災害予防活動時における児童生徒等の安全 災害時及び災害予防活動時における児童生徒等の安全

の確保及び災害への対応能力育成のため、教科、道徳、 の確保及び災害への対応能力育成のため、教科、道徳、

学級活動、ホームルーム活動、学校行事等の教育活動全 学級活動、ホームルーム活動、学校行事等の教育活動全

体を通じて、発災のメカニズムの基礎的な知識、発災時 体を通じて、発災のメカニズムの基礎的な知識、発災時

の緊急行動、応急手当等の指導を行うとともにボランテ の緊急行動、応急手当等の指導を行うとともにボランテ

ィア精神を培うための教育を推進する。 ィア精神を培うための教育を推進する。

また、大学等においては、学生等が防災知識の展示等（追加）

の防災啓発活動を積極的に行う場合、大学等は当該学

生等を支援するよう努める。

第１５章 企業等防災対策促進計画 第１５章 企業等防災対策促進計画

173 第２節 計画の内容 第２節 計画の内容

第１ 企業等における防災対策 第１ 企業等における防災対策 防災基本計画の修正

１ 事業所等における防災活動の推進 １ 事業所等における防災活動の推進 に伴う修正

(略) (略)

特に、食料、飲料水、生活必需品を提供する事業者や医 特に、食料、飲料水、生活必需品を提供する事業者や医

事業者療機関など災害応急対策等に係る業務に従事する企業等 療機関など災害応急対策等に係る業務に従事する

は、災害時応援協定の締結や防災訓練の実施等の防災施策 は、災害時応援協定の締結や防災訓練の実施等の防災施策

の実施に協力するよう努めるものとする。 の実施に協力するよう努めるものとする。

また、事業所等は、地震発生時における施設の利用者等(追加)

の安全確保や機械の停止等により被害の拡大防止を図る

ため、緊急地震速報受信装置等の積極的活用を図るよう

努めるものとする。
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第２ 京都ＢＣＰの普及 第２ 京都ＢＣＰの普及 京都ＢＣＰ行動指針

２ (略) ２ (略) の修正を反映(府民

また、企業等や関係団体等に対して、ＢＣＰ策定企業の また、企業等や関係団体等に対して、ＢＣＰ策定企業の 生活部)

京都全実態調査の実施、セミナー・意見交換会の実施、情報共 実態調査の実施、セミナー・意見交換会の実施、

有体制の確立、経済団体や金融関係機関との連携強化、 情報共有体制の確立、経体が一元的な災害対応を行える

地域内の協力協定の見直しなど、京都ＢＣＰの取組の普 済団体や金融関係機関 との連携強、ライフライン事業者

及啓発に努めるものとする。 化、 地域内の協力協定の見直しなど、図上訓練の実施、

京都ＢＣＰの取組の普及啓発に努めるものとする。

第１６章 ボランティアの登録・支援等計画 第１６章 ボランティアの登録・支援等計画

176 第２節 計画の内容 第２節 計画の内容 すべての市町村で災

第２ 一般ボランティア 第２ 一般ボランティア 害ボランティアセン

１ 受入体制の整備 １ 受入体制の整備 ターが設置されたた

(3) 府及び市町村は、京都府社会福祉協議会、市町村社会 (3) 府及び市町村は、京都府社会福祉協議会、市町村社会 め（健康福祉部）

設置された福祉協議会と協力し、府内市町村すべてに常設災害ボラ 福祉協議会と協力し、府内市町村すべてに

災害ボランティアセンターが災害時に円滑に活動できンティアセンターの設置を進めるものとする。

るよう体制を整えるものとする。

第１７章 行政機能維持対策計画 第１７章 行政機能維持対策計画

178 第１節 業務継続性の確保 第１節 業務継続性の確保 防災基本計画の修正

府及び市町村等の防災関係機関は、災害発生時の災害 府及び市町村等の防災関係機関は、災害発生時の災害 に伴う修正

応急対策等の実施や優先度の高い通常業務の継続のた 応急対策等の実施や優先度の高い通常業務の継続のた

め、災害時に必要となる人員や資機材等を必要な場所 め、災害時に必要となる人員や資機材等を必要な場所

に的確に投入するための事前の準備体制と事後の対応 に的確に投入するための事前の準備体制と事後の対応

力の強化を図る必要があることから、業務継続計画の 力の強化を図る必要があることから、業務継続計画の

、 。 、 。策定などにより 業務継続性の確保を図るものとする 策定などにより 業務継続性の確保を図るものとする

この際、躊躇なく避難勧告等を発令するなど迅速かつまた、実効性ある業務継続体制を確保するため、必要

円滑な災害応急対策を行えるよう、平常時から災害時な資源の継続的な確保、定期的な教育・訓練・点検等

における優先すべき業務を絞り込むとともに、当該業の実施、訓練等を通じた経験の蓄積や状況の変化等に

務を遂行するための役割を分担するなど、全庁をあげ応じた体制の見直し、計画の改訂などを行うものとす

た体制の構築に努めるものとする。る。

また、実効性ある業務継続体制を確保するため、必要

な資源の継続的な確保、定期的な教育・訓練・点検等

の実施、訓練等を通じた経験の蓄積や状況の変化等に

応じた体制の見直し、計画の改訂などを行うものとす

る。
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第１８章 広域応援体制の整備 第１８章 広域応援体制の整備

179 第２節 計画の内容 第２節 計画の内容 防災基本計画の修正

第３ 府内の防災相互応援体制の整備 第３ 府内の防災相互応援協定 に伴う修正

１ 防災相互応援協定の締結 １ 防災相互応援協定の締結

府内の市町村長は、災害時における消防以外の分野の相 府内の市町村長は、災害時における消防以外の分野の相

互応援を円滑に実施するため、あらかじめ相互応援に関す 互応援を円滑に実施するため、あらかじめ相互応援に関す

る協定などを締結する等、広域応援体制の整備に努める。 る協定などを締結する等、広域応援体制の整備に努める。

雪害の少ない市町村は、相互応援協定の締結に当たって（追加）

は、雪害対応に係る経験が豊富な市町村等との協定締結に

ついても考慮するものとする。

(略) (略)

第４ 緊急消防援助隊の編成 第４ 緊急消防援助隊の編成 字句修正（府民生活

府外への消防広域応援については、消防組織法第44条 府外への消防広域応援については、消防組織法第44条 部、京都市）

の規定に基づき、都道府県単位で設置した緊急消防援助 の規定に基づき、都道府県単位で した緊急消防援助構成

隊を中心に応援隊を派遣するものとし、府は代表消防機 隊を中心に応援隊を派遣するものとし、府は代表消防機

（ ） 、 （ ） 、関 京都市消防局 及び府内各消防本部等と協議調整し 関 京都市消防局 及び府内各消防本部等と協議調整し

緊急消防援助隊京都府大隊応援等実施計あらかじめ「京都府隊応援等実施計画」を定めておくも あらかじめ「

のとする。 」を定めておくものとする。画

180 <表>緊急消防援助隊登録状況 <表>緊急消防援助隊登録状況 登録部隊の更新（京

( ) 都市、綾部市）最新の状況に更新

第１９章 震災に対する調査研究 第１９章 震災に対する調査研究

181 第２節 災害予防に関する調査研究 第２節 災害予防に関する調査研究 字句修正(建設交通

第３ 公共土木施設の耐震性に関する調査 第３ 公共土木施設の耐震性に関する調査 部)

(1) 道路及び橋梁の耐震に関する調査。 (1) 道路及び橋梁の耐震に関する調査

第３編 災害応急対策計画 第３編 災害応急対策計画

第１章 災害応急対策の活動体制（各機関） 第１章 災害応急対策の活動体制（各機関）

187 第２節 防災関係機関の初動体制 第２節 防災関係機関の初動体制

<表>災害応急対策活動に係る計画、規程等 <表>災害応急対策活動に係る計画、規程等

防災関係機関：京都府警察本部 防災関係機関：京都府警察本部 根拠規程の改正（警
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計画、規程等： 略） 計画、規程等： 略） 察本部）（ （

緊急事態対処要綱○危機事象警備計画 ○

189 指定地方公共機関：(追加) 指定地方公共機関： 字句修正（佐川急便佐川急便株式会社

計画、規程等：(追加) 計画、規程等： (株)）○佐川急便防災業務計画

190 第３節 府の活動体制 第３節 府の活動体制 防災基本計画の修正

第１ 責務 第１ 責務 に伴う修正

府は、府の地域に災害が発生し、又は発生するおそれ 府は、府の地域に災害が発生し、又は発生するおそれ

があるときは、法令又は府防災計画の定めるところによ があるときは、法令又は府防災計画の定めるところによ

り、指定行政機関、指定公共機関、その他防災機関の協 り、指定行政機関、指定公共機関、その他防災機関の協

災害情力を得て、職員の安全の確保に十分配慮しつつ、その所 力を得て、職員の安全の確保に十分配慮しつつ、

、 、掌事務に係る災害応急対策をすみやかに実施するととも 報を一元的に把握し 共有することができる体制のもと

に 府内市町村が処理する災害応急対策の実施を支援し その所掌事務に係る災害応急対策をすみやかに実施する、 、

かつ総合調整を行う。 とともに、府内市町村が処理する災害応急対策の実施を

支援し、かつ総合調整を行う。

（ ）第２ 活動体制 第２ 活動体制 字句修正 警察本部

２ 府災害対策本部の組織等 ２ 府災害対策本部の組織等

(1) 設置 (1) 設置

（略） （略）

府 府民生活部 府 府民生活部

〃 健康福祉部 〃 健康福祉部

〃 農林水産部 〃 農林水産部

〃 建設交通部 〃 建設交通部

〃 警察本部警備部 〃 警察本部

192 <表>別表 <表>別表 組織改編（知事室長

現地災害対策本部員：教育庁教育次長 現地災害対策本部員：教育庁 Ｇ、教育庁、警察本教育監

：警察本部危機管理対策室長 ：警察本部 部）警備部理事官

報道担当課長その他の職員：広報課参事 その他の職員：広報課

193 <図>京都府災害対策本部組織図 <図>京都府災害対策本部組織図 組織改編等（健康福

・健康福祉部 ・健康福祉部 祉部、商工労働観光

少子化対策班 部、農林水産部）こども総合対策班

（削除）子育て政策班
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・商工労働観光部 ・商工労働観光部

特区・イノベーション班 (削除)

海外経済班 経済交流班

観光振興班 観光政策班

広域観光戦略班 (削除)

・農林水産部 ・農林水産部

林務班林務、モデルフォレスト・全国育樹祭推進班

森づくり推進班森林保全班

194～ <表>災害対策本部の事務分掌 <表>災害対策本部の事務分掌 組織改編等(府民生

199 ・府民生活部 府民生活部 活部、健康福祉部、・

班名 消費生活班 班名 商工労働観光部、農消費生活安全班

林水産部、建設交通

・健康福祉部 ・健康福祉部 部、教育庁、警察本

班名 少子化対策班 班名 部)こども総合対策班

こども総合対策課長班長担当職 少子化対策課長 班長担当職

事務分掌 事務分掌

１ 児童福祉施設の被害状況調査及び応急措置に関す１ 部内各班の応援に関すること。

ること。

２ 災害地における臨時保育所の指導に関すること。

（削除）班名 子育て政策班 班名

(削除)班長担当職 子育て政策課長 班長担当職

事務分掌 事務分掌

(削除)１ 児童福祉施設の被害状況調査及び応急措置に関す

ること。

２ 災害地における臨時保育所の指導に関すること。

・商工労働観光部 ・商工労働観光部

部長及び副部長担当職 部長及び副部長担当職

副部長 商工労働観光部副部長 副部長 商工労働観光部副部長

副部長 港湾局長（追加）
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（削除）班名 特区・イノベーション班 班名

（削除)班長担当職 特区・イノベーション課長 班長担当職

事務分掌 事務分掌

（削除）１ 関係団体との連絡調整に関すること。

経済交流班班名 海外経済班 班名

経済交流課長班長担当職 海外経済課長 班長担当職

観光政策課班名 観光振興班 班名

観光政策班長班長担当職 観光振興課長 班長担当職

（削除）班名 広域観光戦略班 班名

（削除）班長担当職 広域観光戦略課長 班長担当職

事務分掌 事務分掌

（削除）１ 観光関係の被害状況調査に関すること。

２ 観光関係施設の応急復旧資材の確保及び斡旋に

関すること。

・農林水産部 ・農林水産部

部長及び副部長担当職 部長及び副部長担当職

副部長 農林水産部副部長 副部長 農林水産部副部長

副部長 農林水産部技監（追加）

班名 水産班 班名 水産班 無線施設である宮津

班長担当職 水産課長 班長担当職 水産課長 漁業用海岸局に対し

事務分掌 事務分掌 協力要請等を行うた

１～３ (略) １～３ (略) め(近畿総合通信局)

４ 宮津漁業用海岸局の利用に関すること。(追加)

林務班班名 林務、モデルフォレスト・全国育樹祭推進班 班名

林務課長班長担当職 林務課長、モデルフォレスト・全国育樹 班長担当職

祭推進課長

森づくり推進班班名 森林保全班 班名

森づくり推進課長班長担当職 森林保全課長 班長担当職
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・建設交通部 ・建設交通部

部長及び副部長担当職 部長及び副部長担当職

副部長 建設交通部副部長 副部長 建設交通部副部長

副部長 建設交通部技監 副部長 建設交通部技監

副部長 港湾局長（追加）

港湾局副局長班長担当職 港湾課長 班長担当職

・教育庁 ・教育庁

教職員企画課長班長担当職：教職員課長 班長担当職：

教職員人事課長

・警察本部 ・警察本部 災害時の事務の見直

班名 生活安全班 班名 生活安全班 し(警察本部)

事務分掌 事務分掌

１～３（略） １～３（略）

（削除）４ 生活、経済及び環境関係事犯の取締りに関するこ

と。

200 <表>京都府災害警戒本部等動員計画表 <表>京都府災害警戒本部等動員計画表 体制の見直し(農林

部課名 農林水産部 部課名 農林水産部 水産部)

、農村振興課１震度４ 農政課１ 震度４ 農政課１

部課名 農林水産部 部課名 農林水産部

４震度５弱及び５強 農政課１、農村振興課１ 震度５弱及び５強 農政課１、農村振興課

204 第７節 市町村の活動体制 第７節 市町村の活動体制 防災基本計画の修正

第１ 責務 第１ 責務 に伴う修正

市町村は、当該市町村の区域に災害が発生し、又は発 市町村は、当該市町村の区域に災害が発生し、又は発

生するおそれがある場合において、第１次的に災害応急 生するおそれがある場合において、第１次的に災害応急

対策を実施する機関として、法令、府防災計画及び市町 対策を実施する機関として、法令、府防災計画及び市町

村防災計画の定めるところにより、他の市町村、府及び 村防災計画の定めるところにより、他の市町村、府及び

指定地方行政機関並びに区域内の公共的団体及び住民等 指定地方行政機関並びに区域内の公共的団体及び住民等

の協力を得て、その有する全機能をあげて災害応急対策 の協力を得て、その有する全機能をあげて災害応急対策

の実施に努める。 の実施に努める。

また、災害情報を一元的に把握し、共有することがで(追加)
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きる体制のもと、適切な対応がとれるよう努める。

第９節 広域応援計画 第９節 広域応援計画 防災基本計画の修正

第５ 府職員の応援 第５ 府職員の応援 に伴う修正

１ 府職員の派遣についての協力 １ 府職員の派遣についての協力

府内市町村、他の都道府県、関西広域連合等から職員派 府内市町村、他の都道府県、関西広域連合等から職員派

地域や災害の特遣の要請又はあっ旋要求があったときは、所掌事務の遂行 遣の要請又はあっ旋要求があったときは、

に支障がない限り適任と認める職員の派遣について協力す 所掌事務の遂行に支障がない限り適任と認め性を考慮し、

るものとする。 る職員の派遣について協力するものとする。

第２章 通信情報連絡活動計画 第２章 通信情報連絡活動計画

212 <図>被災市町村長からの災害情報等の伝達系統 <図>被災市町村長からの災害情報等の伝達系統 組織再編、字句修正

(0774)52-1111城陽市 危機・防災対策課 (0774)52-0697 城陽市 危機・防災対策課

25-5097亀岡市 自治防災課 直25-6788 亀岡市 自治防災課 直

防災課綾部市 総務課 綾部市

消防防災課宮津市 総務室 宮津市

地方振興局総務室長 振興局総務室長広域

213 第３節 災害情報、被害状況等の収集伝達 第３節 災害情報、被害状況等の収集伝達 防災基本計画の修正

第３ 責務 第３ 責務 に伴う修正

２ 府 ２ 府

(2) 情報の報告及び通報 (2) 情報の報告及び通報

イ (略) イ (略)

(ｲ) 人的被害の数については、府が関係機関と連携し(追加)

ながら、一元的に集約・調整を行うものとする。な

お、広報を行う際には市町村等と綿密に連携しなが

ら適切に行う。

(ｲ) (略) (略)(ｳ)

222 <表>関係機関と本部各部の分担 <表>関係機関と本部各部の分担 組織改編(農林水産

関係機関 近畿中国森林管理局 関係機関 近畿中国森林管理局 部)

農林水産部林務、モデルフォレスト・全国育 農林水産部林務班対策本部 対策本部

樹祭推進班(林務班)
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223 第４節 通信手段の確保 第４節 通信手段の確保

第１ 災害時の通信連絡 第１ 災害時の通信連絡 字句修正（ＮＴＴコ

府、市町村及び防災関係機関が行う予報、警報及 府、市町村及び防災関係機関が行う予報、警報及 ミュニケーションズ

び情報の伝達若しくは被害状況の収集報告、その他の び情報の伝達若しくは被害状況の収集報告、その他の ㈱）

、 、 、 、 、 、災害応急対策に必要な指示 命令等は 防災行政無線 災害応急対策に必要な指示 命令等は 防災行政無線

加入電話、無線通信等により速やかに行う。 加入電話、無線通信等により速やかに行う。

また、被災地へ向かう安否確認のための通話等が また、被災地へ向かう安否確認のための通話等が

増加し、被災地へ向けての電話がつながりにくい状 増加し、被災地へ向けての電話がつながりにくい状

況（ふくそう）になっている場合には、西日本電信 況（ふくそう）になっている場合には、西日本電信

電話株式会社及びエヌ・ティ・ティ・コミュニケーシ 電話株式会社は「災害用伝言ダイヤル１７１」なら

ョンズ株式会社は「災害用伝言ダイヤル１７１」なら びに「災害用ブロードバンド伝言板（ｗｅｂ１７１ 」）

びに「災害用ブロードバンド伝言板（ｗｅｂ１７１ 」 を提供し、株式会社ＮＴＴドコモ関西、ＫＤＤＩ株式）

を提供し、株式会社ＮＴＴドコモ関西、ＫＤＤＩ株式 会社（関西総支社）及びソフトバンク株式会社は「災

会社（関西総支社）及びソフトバンク株式会社は「災 害用伝言板サービス」を提供する。なお、提供時には

害用伝言板サービス」を提供する。なお、提供時には テレビ・ラジオを通じて、利用方法、伝言登録エリア

テレビ・ラジオを通じて、利用方法、伝言登録エリア 等を広報する。

等を広報する。

224 第４ ＪＲ通信設備の利用 第４ ＪＲ通信設備の利用

(略) (略)

(追加) 無線施設である宮津第５ 漁業用海岸局設備の利用

漁業用海岸局の利用宮津漁業無線局(漁業用海岸局)は中短波・短波・超

による多様な通信ル短波帯の周波数を使用し、遠方の海岸局、船舶局とも

ートの確保(近畿総通信が可能であることから、補完的通信設備として

合通信局)利用を図る。

(追加) 字句修正第６ 移動通信機器の貸与

災害応急対策のため必要とする無線機器が不足する

場合は、府は国や通信事業者へ移動通信機器（衛星携

帯電話、ＭＣＡ無線、簡易無線）の貸与申請等を行い

通信手段の確保を図るものとする。

(追加) 字句修正第７ 放送の要請

知事又は市町村長が災害に際して通知、要請、伝達

又は警告若しくは応急措置の実施に必要な通信のため
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緊急かつ特別の必要があるときには、放送局に放送を

要請するについても災害対策基本法に基づき、関係放

送局と知事との間に協定を締結している。また、本協

「 」定第６条に基づき 緊急警報放送の要請に関する覚書

を日本放送協会京都放送局長と知事との間に締結して

いる。

第３章 津波災害応急対策計画 第３章 津波災害応急対策計画

（ ）230 第２節 計画の内容 第２節 計画の内容 字句修正 京丹後市

第１ 沿岸市町 第１ 沿岸市町

<図>津波時の勧告・指示の連絡系統 <図>津波時の勧告・指示の連絡系統

0901 0001京丹後市 (0772)69- 京丹後市 (0772)69-

第５章 救出救護計画 第５章 救出救護計画

242 ２節 計画の内容 第２節 計画の内容 字句修正(警察本部)第
第５ 活動の調整 第５ 活動の調整

２ 関係機関は、府及び市町村の災害対策本部等による総 ２ 関係機関は、府及び市町村の災害対策本部等による総

合調整の円滑化を図るため、積極的な情報提供を行うと 合調整の円滑化を図るため、積極的な情報提供を行うと

ともに、活動現場付近の適当な場所に現地調整所を設置 ともに、活動現場付近の適当な場所に 調整所を設置合同

するなどして、綿密な活動調整を行うものとする。 するなどして、綿密な活動調整を行うものとする。

第４節 航行警報等の周知 第４節 航行警報等の周知 字句修正（京都地方

１ 気象、津波、高波及び波浪に関する警報の通知を受けた １ 気象、津波及び波浪に関する警報の通知を受けた場合は、 気象台）

場合は、直ちに無線放送、又は巡視船艇による巡回等によ 直ちに無線放送、又は巡視船艇による巡回等により周知す

り周知する。 る。

第６章 医療助産計画 第６章 医療助産計画

244 第３節 計画の方法及び内容 第３節 計画の方法及び内容 防災基本計画の修正

第２ 救護班の編成 第２ 救護班の編成 に伴う修正

１ （略） １ （略）

２ 府は市町村から応援要請のあった場合、又は必要と認め ２ 府は市町村から応援要請のあった場合、又は必要と認め

たときは、被災市町村へ救護班を派遣し、被災地の負傷 たときは、被災市町村へ救護班を派遣し、被災地の負傷

者の応急処置を行い、重病傷者は後送医療機関に移送す 者の応急処置を行い、重病傷者は後送医療機関に移送す

るものとする。後送医療機関については、基幹災害拠点 るものとする。後送医療機関については、基幹災害拠点

病院及び地域災害拠点病院が公立・公的病院、国立病院 病院及び地域災害拠点病院が公立・公的病院、国立病院

機構病院、民間病院、医師会等関係医療機関と連携して 機構病院、 民間病院、医師会等地域医療機能推進機構、
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対処する。 関係医療機関と連携して対処する。

３ 日本赤十字社京都府支部は、府の要請があった場合、被 ３ 日本赤十字社京都府支部は、府の要請があった場合、被

、 。 、 。災市町村へ救護班を派遣し 前記の２に準じて対処する 災市町村へ救護班を派遣し 前記の２に準じて対処する

、地域医療機能推進４ 公立・公的病院、国立病院機構病院（前記２及び３に該 ４ 公立・公的病院、国立病院機構病院

当する病院は除く ）は、府の要請があった場合、救護班 （前記２及び３に該当する病院は除く ）は、府の要。 。機構

を編成して応援出動に応じる。 請があった場合、救護班を編成して応援出動に応じる。

第１０章 交通規制に関する計画 第１０章 交通規制に関する計画

265 第２節 交通規制対策 第２節 交通規制対策

第１ 関係機関の対策 第１ 関係機関の対策

１ 府警察本部等の対策 １ 府警察本部等の対策

(1)～(5) (略) (1)～(5) (略)

(追加) (6) 字句修正警察本部長は、(3)の規定により緊急交通路の指定を

行うために必要がある場合には、道路管理者、港湾管

理者又は漁港管理者に対し、法第76条の６に規定する

区間を指定、車両等の所有者等に対する道路外への移

動命令又は道路管理者、港湾管理者若しくは漁港管理

者による措置等をとるべきことについて要請する。

(6)～(8) (略) ～ (略)(7) (9)

２ 府建設交通部 ２ 府建設交通部 災害対策基本法の改

(1) 地震災害による道路の破損欠壊、その理由により道路 (1) 地震災害による道路の破損欠壊、その理由により道路 正に伴う修正(建設

交通が危険であると認められる場合、京都府管理道路に 交通が危険であると認められる場合、京都府管理道路 交通部)の

うち、道路法上の道路 、港湾ついては、土木事務所長が道路の通行を禁止し、又は制 については土木事務所長が

限する。この場合、あらかじめ制限の対象区間、期間及 道路の通行を禁止し、法上の道路については港湾局長が

びその理由を所轄警察署長に通知し、必要な措置を実施 又は制限する。この場合、あらかじめ制限の対象区間、

したうえ、ただちに災害対策本部道路総括班（道路管理 期間及びその理由を所轄警察署長に通知し、必要な措置

課）及び災害対策本部に報告する。 を実施したうえ、 ただちに災害対策本部道路それぞれが

班（道路管理課） 災害対策本及び港湾班(港湾局)並びに

部に報告する。

(追加) 災害対策基本法の改３ 府農林水産部

正に伴う修正(農林(1) 災害時に、水産事務所長は、知事管理道路(府管理漁

水産部)港に係るものに限る。)に車両等が停止し、又は著し

く停滞し、緊急通行車両の通行を妨げ災害応急対策の

実施に支障のおそれがあり、緊急通行車両の通行確保

が必要な場合は、区間を指定し、当該車両等の所有者
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、 。 、等に対し 道路外へ移動するなどの命令を行う また

命令を受けた者が措置をとらない場合や、当該車両等

の所有者等が現場にいない場合などにおいて、自ら車

両等の移動等を行う。

３～６ (略) ～ (略)４ ７

269 第５節 地震発生時における道路通行規制要領 第５節 地震発生時における道路通行規制要領 基準値の見直し(西

<表>西日本高速道路株式会社関西支社所管の高速道路の通行 <表>西日本高速道路株式会社関西支社所管の高速道路の通行 日本高速道路(株))

規制基準 規制基準

瀬田東～宇治西 瀬田東～宇治西

通行規制（50ｋ）●連続雨量 110ｍｍ以上 通行規制（50ｋ） ●連続雨量 ｍｍ以上120

通行止 ●連続雨量 220ｍｍ以上 又は 通行止 ●連続雨量 ｍｍ以上 又は230

●組合せ雨量 連続雨量で160ｍｍに達 ●組合せ雨量 連続雨量で ｍｍに達170

した後、50ｍｍ/ｈの降雨 した後、50ｍｍ/ｈの降雨

271～ <表>異常気象時通行規制区間及び道路通行規制基準 <表>異常気象時通行規制区間及び道路通行規制基準 区間の追加、規制基

274 準の見直し(建設交(最新状況に差し替え)

通部)

275～ <表>特殊通行規制区間及び道路通行規制基準 <表>特殊通行規制区間及び道路通行規制基準

(最新状況に差し替え)277

279 <表>近畿地方整備局の規制要領 <表>近畿地方整備局の規制要領 字句修正（近畿地方

交通規制……規制の内容を道路情報板（ ）に提示 交通規制……規制の内容を道路情報板に提示し、必要に 整備局）A型、B型

し、必要に応じてパトロールを実施する。 応じてパトロールを実施する

281 <表>京都縦貫自動車道鳥取豊岡宮津自動車道防災業務要領 <表>京都縦貫自動車道鳥取豊岡宮津自動車道防災業務要領 道路延伸（京都府道

区分：鳥取豊岡宮津自動車道（宮津天橋立IC～与謝天橋 区分： 宮津天橋立IC～ 路公社）山陰近畿自動車道 京丹後大宮IC（ ）

立IC）

283 <図>異常気象時通行規則区間位置図 <図>異常気象時通行規則区間位置図 区間の追加、規制基

準の見直し(建設交(最新状況に差し替え)

通部)

284 <表>特殊通行規制区間図 <表>特殊通行規制区間図

(最新状況に差し替え)
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第１１章 避難に関する計画 第１１章 避難に関する計画

294 第６節 避難所の開設等 第６節 避難所の開設等

第２ 避難所の運営管理等 第２ 避難所の運営管理等 災害時におけるペッ

３（略） ３（略） トの救護対策ガイド

さらに、必要に応じ、避難所における家庭動物のための さらに、必要に応じ、 ライン（環境省）及犬や猫等の家庭動物と同行避難し

スペースの確保に努める。 避難場所における家庭動 び京都府動物愛護推た者の受入体制について検討し、

物のためのスペースの確保に努める。 進計画に準じた修正

（健康福祉部）

第３ 支援活動体制及び活動内容 第３ 支援活動体制及び活動内容 災害派遣福祉チーム

被災者の健康問題に対応するため、被災地市町村と府 被災者の健康問題に対応するため、被災地市町村と府 （ＤＷＡＴ）体制の

は、保健師や栄養士等の支援チームを編成し支援活動に は、保健師や栄養士等の支援チーム 確立（健康福祉部）及び災害派遣福祉チ

あたる。 を編成し支援活動にあたる。ーム（ＤＷＡＴ）

297 第９節 被災者への情報伝達活動 第９節 被災者への情報伝達活動 防災基本計画の修正

被災者のニーズを十分把握し、地震の被害、余震の状 被災者のニーズを十分把握し、地震の被害、 に伴う修正地震活動

況、二次災害の危険性に関する情報、安否情報、ライフ の状況、二次災害の危険性に関する情報、安否情報、ラ

ラインや交通施設等の公共施設等の復旧状況、医療機関 イフラインや交通施設等の公共施設等の復旧状況、医療

などの生活関連情報、それぞれの機関が講じている施策 機関などの生活関連情報、それぞれの機関が講じている

に関する情報、交通規制、被災者生活支援に関する情報 施策に関する情報、交通規制、被災者生活支援に関する

等、被災者等に役立つ正確かつきめ細やかな情報を適切 情報等、被災者等に役立つ正確かつきめ細やかな情報を

に提供する。 適切に提供する。

第10節 駅、地下街における避難計画 第10節 駅、地下街における避難計画 字句修正(警察本部)

第１ 発災時の応急体制の整備 第１ 発災時の応急体制の整備

２ 府警察本部の活動体制 ２ 府警察本部の活動体制

(1) 警備本部等の設置 (1) 等の設置対策本部

車中泊避難対応検討(追加) 第11節 車中泊避難計画

会取りまとめの反映大規模災害発生時において、余震への不安やプライ

(府民生活部)バシー確保、ペット同伴等の理由から車中泊避難が発

生した場合に、避難者数の把握や救援物資の提供、エ

コノミークラス症候群による震災関連死等の課題に対

応する必要がある。

第１ 市町村

市町村は、地域の実情を踏まえ、車中泊避難に係る情



( 37/47 )震災

報提供やエコノミークラス症候群防止をはじめとした

健康対策を行う。また、指定避難所における車中泊避

難者に適切に対応するとともに、車中泊避難から自宅

への速やかな帰宅や指定避難所への移行を進める。

第２ 府

府は、人的・物的支援や、関係機関(国・府内市町村

・全国知事会・関西広域連合等)への支援要請・調整な

どにより、市町村業務を支援する。

第１３章 食料、飲料水及び生活必需品等供給計画 第１３章 食料、飲料水及び生活必需品等供給計画

302 第１節 食料供給計画 第１節 食料供給計画 組織改編等（近畿農

第３ 給食に必要な食料の確保 第３ 給食に必要な食料の確保 政局）

２ 災害時における米穀の調達 ２ 災害時における米穀の調達

(2) 知事は、(1) の要請を受けた場合 「農林水産省防災 (2) 知事は、(1) の要請を受けた場合 「農林水産省防災、 、

業務計画」に基づき、近畿農政局長と連携し、農林水 業務計画」に基づき、近畿農政局長と連携し、農林水

産省生産局長（以下「生産局長」という ）に対し、米 産省 （以下「 」という ）に対。 。政策統括官 政策統括官

穀の供給支援を要請する。 し、米穀の供給支援を要請する。

(3) 知事から要請を受けた生産局長は、米穀販売事業者に (3) 知事から要請を受けた は、米穀販売事業政策統括官

対し、知事又は知事の指定する者への手持ち精米の売り 者に対し、知事又は知事の指定する者への手持ち精米

渡しを要請する。 の売り渡しを要請する。

３ 災害救助法が適用された場合の米穀の調達 ３ 災害救助法が適用された場合の米穀の調達

(2) 知事は、２による米穀の確保に努め、それでも確保 (2) 知事は、２による米穀の確保に努め、それでも確保

が困難な場合には 「基本要領」の定めるところによ が困難な場合には 「基本要領」の定めるところによ、 、

り、生産局長に対して政府所有米穀の供給を要請する り、 に対して政府所有米穀の供給を要請す政策統括官

る。

(3) 政府所有米穀の供給についての手続きは次のとおり (3) 政府所有米穀の供給についての手続きは次のとおり

とする。 とする。

ア 生産局長への要請は 災害救助用米穀の引渡要請書 ア への要請は「災害救助用米穀の引渡要請「 」 政策統括官

等により行う。 書」等により行う。

イ 知事は、生産局長と供給する政府所有米穀及び引 イ 知事は、 と供給する政府所有米穀及び政策統括官

渡方法を調整し「政府所有主要米穀売買契約書」を 引渡方法を調整し「政府所有主要米穀売買契約書」

締結する。 を締結する。

ウ 知事又は知事の指定する引取人は、生産局長から ウ 知事又は知事の指定する引取人は、 か政策統括官

指示された受託事業体から、災害救助用米穀の引渡 ら指示された受託事業体から、災害救助用米穀の引

し（売渡し）を受け、とう精機所有者にとう精を依 渡し（売渡し）を受け、とう精機所有者にとう精を
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、 。頼の上、市町村長に対して供給を行うものとする。 依頼の上 市町村長に対して供給を行うものとする

、 、エ 被災地が交通通信の途絶により孤立した場合には エ 被災地が交通通信の途絶により孤立した場合には

市町村長は 「米穀の買入れ・販売等に関する基本要 市町村長は 「米穀の買入れ・販売等に関する基本要、 、

領」に基づき、生産局長に対して文書等で要請を行 領」に基づき、 に対して文書等で要請を政策統括官

うことができる。この場合、市町村長は連絡のつき 行うことができる。この場合、市町村長は連絡のつ

次第、その旨を知事に報告しなければならない。 き次第、その旨を知事に報告しなければならない。

オ 政策統括官は、災害救助用米穀の供給を迅速に行う(追加)

必要がある場合であって、被災地等の状況その他の事

情により知事と契約を締結するいとまがないと認める

ときは、イにかかわらず、契約の締結前であっても、

受託事業体に対し、知事又は知事が指定する引取人災

害救助用米穀を引き渡すよう指示することができる。

第４ 食料供給の方法 第４ 食料供給の方法 防災基本計画の修正

１ 食料の供給系統 １ 食料の供給系統 に伴う修正

(1) 市町村があらかじめ指定した集配予定地の中から、被 (1) 市町村があらかじめ指定した 予定地の地域内輸送拠点

災地の状況、交通状況等を考慮して、当該災害に係る集 中から、被災地の状況、交通状況等を考慮して、当該災

配地を定め、当該集配地を経由して避難所等に輸送、供 害に係る を定め、当該 を地域内輸送拠点 地域内輸送拠点

給する。 経由して避難所等に輸送、供給する。

(2) 災害の規模が甚大な場合には、府はあらかじめ定めた (2) 災害の規模が甚大な場合には、府はあらかじめ定めた

地域内輸送拠点 広域物集配予定地の中から、当該災害に係る集配地を定め、当 予定地の中から、当該災害に係る

該集配地を経由して市町村の定める集配地に輸送する。 を定め、当該 を経由して市資輸送拠点 広域物資輸送拠点

なお、緊急で市町村集配地を経由するいとまがないと認 町村の定める に輸送する。なお、緊急で地域内輸送拠点

められるときは、この限りではない。 市町村 を経由するいとまがないと認めら地域内輸送拠点

れるときは、この限りではない。

物資配送は、物流等民間事業者のノウハウを活用する(3) 集配地は、設営者が近隣市町村やボランティアの協力 (3)

ことにより、被災地のニーズに沿って迅速に物資を配送を得て管理、運営する。

し、物資の滞留を防ぐ配送システムを運用するよう努め

る。

308 第３節 生活必需品等供給計画 第３節 生活必需品等供給計画

第５ 物資の調達方法 第５ 物資の調達方法 業務移管（近畿経済

４ 京都府は、府の地域内において物資の欠乏を生じたと ４ 京都府は、府の地域内において物資の欠乏を生じたと 産業局）

きは、近畿経済産業局又は他府県と緊密な連絡をとり必 きは、 又は他府県と緊密な連絡を政府緊急災害対策本部

要物資の確保と搬入をはかるものとする とり必要物資の確保と搬入をはかるものとする
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第６ 物資の供給系統 第６ 物資の供給系統 防災基本計画の修正

１ 市町村は、必要に応じて、あらかじめ指定した集配予定 １ 市町村は、必要に応じて、あらかじめ指定した に伴う修正地域内輸

地の中から、被災地の状況、交通状況等を考慮して、集配 予定地の中から、被災地の状況、交通状況等を考慮 関西防災・減災プラ送拠点

地を定め、当該集配地を経由して物資を避難所等に輸送、 して、 を定め、当該 を経由 ンに準じた修正(府地域内輸送拠点 地域内輸送拠点

供給する。 して物資を避難所等に輸送、供給する。 民生活部)

２ 府は、発災後必要と認める場合は直ちに、備蓄倉庫に保 ２ 府は、発災後必要と認める場合は直ちに、備蓄倉庫に保

管する必要物資を市町村の定める集配地に輸送する また 管する必要物資を市町村の定める に輸送。 、 地域内輸送拠点

災害の規模が甚大な場合には 府が調達した物資について する。また、災害の規模が甚大な場合には、府が調達し、 、

広域物資輸送拠府があらかじめ定めた集配予定地の中から 集配地を定め た物資について、府があらかじめ定めた、 、

点 広域物資輸送拠点 広域当該集配地を経由して市町村の定める集配地に輸送する。 予定地の中から、 を定め、当該

物資輸送拠点 地域内物資輸送なお、緊急で市町村の集配地を経由するいとまがないと認 を経由して市町村の定める

拠点 地域内物資輸送められるときは、この限りでない。 に輸送する。なお、緊急で市町村の

を経由するいとまがないと認められるときは、この拠点

限りでない。

物資配送は、物流等民間事業者のノウハウを活用するこ３ 集配地は、設営者が近隣市町村や災害ボランティアの協 ３

、 、力を得て管理、運営する。 とにより 被災地のニーズに沿って迅速に物資を配送し

物資の滞留を防ぐ配送システムを運用するよう努める。

第１４章 高齢者、障害者、乳幼児等特に配慮を要する者及び 第１４章 高齢者、障害者、乳幼児等特に配慮を要する者及び

外国人に係る対策計画 外国人に係る対策計画

310 第１節 計画の方針 第１節 計画の方針 防災基本計画の修正

(略) (略) に伴う修正

また、言語、生活習慣の異なる外国人は、災害時に正 また、言語、生活習慣の異なる外国人は、災害時に正

確な情報が伝わりにくく、避難等に支障を生じること 確な情報が伝わりにくく、避難等に支障を生じること

在日外国人と訪日外国人では行動が予想されるため、情報伝達に十分配慮する。 が予想されるため、

特性や情報ニーズが異なることを踏まえ，それぞれに

情報伝達に十分配慮する。応じた迅速かつ的確な

第２節 計画の内容 第２節 計画の内容 災害派遣福祉チーム

第２ 震災発生時の避難行動要支援者の安否確認等 第２ 震災発生時の避難行動要支援者の安否確認等 （ＤＷＡＴ）体制の

(追加) 確立（健康福祉部）３ 災害発生により、避難所及び被災者等の福祉的支援が

求められるとして、市町村から派遣要請があった場合、

又は必要と認めたときは、被災市町村へ災害派遣福祉チ

ーム（ＤＷＡＴ）を派遣し、避難者に対する福祉的な相

談及び避難所のバリアフリー化の助言等を行うものとす

る。
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第１５章 保健衛生、防疫及び遺体処理等活動計画 第１５章 保健衛生、防疫及び遺体処理等活動計画

312 第１ 計画の方針 第１ 計画の方針 動物の飼養管理と愛

（略） （略） 護に関する条例に準

また、家庭動物の保護及び収容対策については、災害で また、家庭動物の保護及び収容対策については、 じた修正（健康福祉市町村

被災放置された犬、猫等の家庭動物を保護・収容すること 災害で被災放置された犬や猫等 部）及び関係団体等と連携し、

により、感染症の予防、危害防止、動物愛護の保持に努め の家庭動物を保護・収容することにより、 感染症動物由来

る。 の予防、 危害防止及び動物愛護の保持に努める。人への

１ 実施機関 １ 実施機関

災害で被災放置された犬、猫等の家庭動物の保護及び収 災害で被災放置された犬、猫等の家庭動物の保護及び収

容について、関係機関、団体と協議し、連携・協力して対 容について、 と協議し、連携・協力市町村及び関係団体等

処するものとする。 して対処するものとする。

第１６章 災害警備に関する計画 第１６章 災害警備に関する計画

（ ）319 第１節 警察の警備計画 第１節 警察の警備計画 組織改編 警察本部

<表>警備計画の連絡系統 <表>警備計画の連絡系統

(郡部の各署警備本部) (郡部各署 本部)対策

(京都市内各署警備本部) (京都市内各署 本部)対策

府警備本部 府 本部対策

第１７章 施設の応急対策に関する計画 第１７章 施設の応急対策に関する計画

326 第２節 鉄道施設応急対策計画 第２節 鉄道施設応急対策計画 防災体制要綱に津波

第８ 阪急電鉄株式会社の計画 第８ 阪急電鉄株式会社の計画 発生時の取扱いを新

１ 震災予防対策の基本方針 １ 震災予防対策の基本方針 規追加（阪急電鉄

(1) 自然災害による長時間の輸送障害又は多数の死傷者の (1) 自然災害による長時間の輸送障害又は多数の死傷者の (株)）

発生等、社会的大きな影響を及ぼすと認められる場合 発生等、社会的に大きな影響を及ぼすと認められる場合

の事故速報、情報把握、連絡、救援、復旧、輸送等の の事故速報、情報把握、連絡、救援、復旧、輸送等の対

対策を定め、適確な処置をとるため、緊急事態対策規 策を定め、適確な処置をとるため、緊急事態対策規程、

程、防災体制要綱（地震）を定めている。 防災体制要綱（地震 ）を定めている。、津波

332 <図>緊急輸送道路一覧表 <図>緊急輸送道路一覧表 時点修正(建設交通

( ) 部)最新状況に差し替え

346 第９節 住宅応急対策計画 第９節 住宅応急対策計画

第３ 応急仮設住宅 第３ 応急仮設住宅 動物の飼養管理と愛

５ 応急仮設住宅の運営管理 ５ 応急仮設住宅の運営管理 護に関する条例に準
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（略） （略） じた修正（健康福祉

また、必要に応じて、応急仮設住宅における家庭動物の また、必要に 部）応じ、犬や猫等の家庭動物と同行避難した

者の受入体制について検討し、周囲の人に迷惑をかけない受入れに配慮するものとする。

ように飼養管理する責任等を遵守できる飼い主について

応急仮設住宅における家庭動物の受入れに配慮するもは、

のとする。

第５ 建築資材の調達 第５ 建築資材の調達

災害救助法による応急仮設住宅の建設及び住宅の応急 省令廃止による修正特に必要が生じた場合には、国有林野産物の供給につ

修理に要する木材等の調達は 「第２編第９章第３節」に (近畿中国森林管理、 いて、近畿中国森林管理局に要求するものとする。

定める計画によって行うが、特に必要が生じたときは国 局)

（ ） 。有林野産物 木材等 の減額販売を受けることができる

この場合、京都府は、近畿中国森林管理局と連絡を密

にし、国有林材の販売を最大限に活用するものとする。

(削除)(参考）

国有林野事業特別会計の管理に属する物品の無償貸

付及び譲与等に関する省令（昭和30年３月24日農林省

令第15号 （抄））

（災害救助の場合の譲渡）

第15条 森林管理署長及び森林管理局長は、国有林

野の所在する地方の市町村の区域内に発生した災害に

より著しい被害があり、かつ災害救助法（昭和22年法

律第118 号）に基づき救助が行われた場合において、

国有林野産物を都道府県がその救助の用に供し、又は

当該市町村がその管理に属する事務所、学校、病院、

診療所、託児所、道路、橋、堤防で、その災害により

被害を受けたものの応急復旧の用に供しようとすると

きは、その国有林野産物をその都道府県又は市町村に

時価から五割以内を減額した対価で譲渡することがで

きる

第２３章 義援金品受付配分計画 第２３章 義援金品受付配分計画

362 第２節 計画の内容 第２節 計画の内容

第１ 義援金 第１ 義援金 委員会常設等設置要

１ 義援金募集委員会 １ 義援金募集 委員会 綱改正のため(健康・配分



( 42/47 )震災

府内に災害が発生し、義援金の寄贈が予想されるとき 日本赤十字社京都府支部を中心に、支援関係団体等を構 福祉部)

は、日本赤十字社京都府支部を中心に、支援関係団体等 成員とする義援金募集 委員会を設置する。・配分

を構成員とする義援金募集（配分）委員会を設置する。

３ 受付・保管要領 ３ 受付・保管要領

・配(4)各受付機関は、受け付けた義援金を、義援金募集委員 (4)各受付機関は、受け付けた義援金を、義援金募集

会に送金する。 委員会に送金する。分

４ 配分 ４ 配分

(1)義援金募集委員会は、義援金総額、被災地の被害状況 (1)義援金募集 委員会は、義援金総額、被災地の被・配分

等に基づき配分基準を定める。 害状況等に基づき配分基準を定める。

(2)義援金募集委員会は 定められた配分基準に基づいて (2)義援金募集 委員会は、定められた配分基準に基、 、 ・配分

被災地の市区町村長等受入機関あてに送金する。 づいて、被災地の市区町村長等受入機関あてに送金す

る。

第２ 義援物資 第２ 義援物資 防災基本計画の修正

３ 配分 ３ 配分 に伴う修正

(2) 府内における災害の場合、各受付機関は、受け付け (2) 府内における災害の場合、各受付機関は、受け付け

た義援物資を京都府の調整のもとに、被災地の交通状 た義援物資を京都府の調整のもとに、被災地の交通状

況、必要経費及び効率性等を考慮の上、適切な輸送手 況、必要経費及び効率性等を考慮の上、適切な輸送手

段により原則として被災市町村の物資集配地に輸送す 段により原則として被災市町村の に輸地域内輸送拠点

広域物るものとし、これにより難い場合には府の広域集配地 送するものとし、これにより難い場合には府の

に輸送するものとする。他府県からの義援物資につい に輸送するものとする。他府県からの義援資輸送拠点

ても同様とする。 物資についても同様とする。

(3) 他府県における災害の場合、各受付機関は、受け付 (3) 他府県における災害の場合、各受付機関は、受け付

けた義援物資を京都府の調整のもとに、被災地の交通 けた義援物資を京都府の調整のもとに、被災地の交通

状況、必要経費及び効率性等を考慮の上、適切な輸送 状況、必要経費及び効率性等を考慮の上、適切な輸送

手段により原則として府の広域集配地に輸送するもの 手段により原則として府の に輸送す広域物資輸送拠点

とし、府は整理、仕分けのうえ被災都道府県等に送付 るものとし、府は整理、仕分けのうえ被災都道府県等

する に送付する。。

第２４章 京都府災害支援対策本部運用計画 第２４章 京都府災害支援対策本部運用計画

364 第２節 災害支援警戒体制 第２節 災害支援警戒体制

第１ 京都府災害支援警戒本部 第１ 京都府災害支援警戒本部 字句修正(府民生活

２ 災害支援警戒本部の職員配備体制は 「府地域防災計画 ２ 災害支援警戒本部の職員配備体制は 「震災対策計画編 部)、 、

震災対策計画編 第３編第１章第３節第４」の災害警戒本 第３編第１章第３節第４」の災害警戒本部等動員計画表

部等動員計画表中、震度５弱及び５強の要員配備（５０ 中、震度５弱及び５強の要員配備に準ずる。

人）に準ずる。
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第３節 災害支援対策本部体制 第３節 災害支援対策本部体制 組織改編等(健康福

366 <図>京都府災害支援対策本部組織図 <図>京都府災害支援対策本部組織図 祉部、商工労働観光

・健康福祉部 ・健康福祉部 部、農林水産部、教

少子化対策課 育庁)こども総合対策課

(削除)子育て政策課

・商工労働観光部 ・商工労働観光部

(削除)特区・イノベーション班

経済交流班海外経済班

観光政策班観光振興班

(削除)広域観光戦略班

・農林水産部 ・農林水産部

林務課林務課、モデルフォレスト・全国育樹祭推進課

森づくり推進課森林保全課

・教育庁 ・教育庁

教職員企画課教職員課

教職員人事課

367～ <表>京都府災害支援対策本部事務分掌 <表>京都府災害支援対策本部事務分掌

370 ・健康福祉部 ・健康福祉部

こども総合対策課課（室）名 少子化対策課 課（室）名

(削除)課（室）名 子育て政策課 課（室）名

事務分掌 事務分掌

（削除）１ 部内他課の応援に関すること。

・商工労働観光部 ・商工労働観光部

（削除）課（室）名 特区・イノベーション課 課（室）名

事務分掌 事務分掌

（削除）１ 救援物資（応急復旧資材）の斡旋に関すること。

経済交流課課（室）名 海外経済課 課（室）名

観光政策課観光振興課

（削除）広域観光戦略課
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・農林水産部 ・農林水産部

課（室）名 畜産課 課（室）名 畜産課

事務分掌 事務分掌

１ 畜産関係被害箇所への防疫対策の支援に関するこ１ 部内他課の応援に関すること。

と。

（削除）課（室）名 モデルフォレスト・全国育樹祭推進課 課（室）名

事務分掌 事務分掌

(削除）１ 農林水産関係被害箇所への調査要員の派遣に関す

ること。

森づくり推進課課（室）名 森林保全課 課（室）名

・建設交通部 ・建設交通部

港湾局課（室）名 港湾課 課（室）名

・教育庁 ・教育庁

教職員企画課課（室）名 教職員課 課（室）名

教職員人事課

第４編 災害復旧・復興計画 第４編 災害復旧・復興計画

第１章 民生安定のための緊急措置に関する計画 第１章 民生安定のための緊急措置に関する計画

第１節 生活確保対策計画 第１節 生活確保対策計画

376 第７ 金融措置計画 第７ 金融措置計画 字句修正(農林水産

１ 近畿財務局京都財務事務所の措置 １ 近畿財務局京都財務事務所の措置 部)

(1) (略) (1) (略)

ア 対象金融機関等 ア 対象金融機関等

(ｱ) 預貯金取扱金融機関 (ｱ) 預貯金取扱金融機関

主要行等（※ 、地方銀行、第二地方銀行、信用金 主要行等（※ 、地方銀行、第二地方銀行、信用金） ）

庫、信用組合、農林中央金庫、商工組合中央金庫、 庫、信用組合、農林中央金庫、商工組合中央金庫、

、労働金庫、信用農業協同組合連合会、農業協同組合 労働金庫 信用農業協同組合連合会 農業協同組合、 、

信用漁業協同組合連合会

※主要行等には、都市銀行、信託銀行、ゆうちょ銀 ※主要行等には、都市銀行、信託銀行、ゆうちょ銀
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行を含む。 行を含む。

378 第８ り災証明書の交付 第８ り災証明書の交付 防災基本計画の修正

１ 市町村は、災害の状況を迅速かつ的確に把握するととも １ 市町村は、災害の状況を迅速かつ的確に把握するととも に伴う修正

に、各種の支援措置を早期に実施するため、災害による住 に、各種の支援措置を早期に実施するため、災害による住

家等の被害の程度の調査やり災証明書の交付の体制を確立 家等の被害の程度の調査やり災証明書の交付の体制を確立

し、遅滞なく、住家等の被害の程度を調査し、被災者にり し、遅滞なく、住家等の被害の程度を調査し、被災者にり

災証明書を交付するものとする。 災証明書を交付するものとする。

また、平常時から住家被害の調査に従事する担当者の育 また、平常時から住家被害の調査に従事する担当者の育

応成、他の地方公共団体や民間団体との応援協定の締結等の 成、他の地方公共団体や民間団体との応援協定の締結、

計画的な促進等、り災証明書の交付に必要な業務の実施体 等の計画的な促進等、り災証明書の交援の受入体制の構築

制の整備に努めるものとする。 付に必要な業務の実施体制の整備に努めるものとする。

２ 災害による住家等の被害の程度の調査やり災証明書の交 ２ 災害による住家等の被害の程度の調査やり災証明書の交

付について、被害の規模と比較して被災市町村の体制・資 付について、被害の規模と比較して被災市町村の体制・資

機材のみでは不足すると見込まれる場合には、当該市町村 機材のみでは不足すると見込まれる場合には、当該市町村

に対し必要な支援を行うとともに、被害が複数の市町村に に対し必要な支援を行うとともに、被害が複数の市町村に

わたる場合には、調査・判定方法にばらつきが生じること わたる場合には、調査・判定方法にばらつきが生じること

定期的に各市町村における課題の共有や対応のないよう、被災地市町村間の調整を図るものとする。 のないよう、

の検討、各市町村へのノウハウの提供等を行うこと等によ

被災地市町村間の調整を図るものとする。り、

また、府は、市町村に対し、住家被害の調査に従事する 府は、市町村に対し、住家被害の調査に従事する担当者

担当者のための研修会の拡充等により、災害時の住家被害 のための研修会の拡充等により、災害時の住家被害の調査

また、育成した調査の担当者の調査の迅速化を図るものとする。 の迅速化を図るものとする。

の名簿への登録、他の都道府県や民間団体との応援協定の

締結等により、応援体制の強化を図るものとする。

第９ 被災者台帳の作成 第９ 被災者台帳の作成 防災基本計画の修正

１ 市町村は、必要に応じて、個々の被災者の被害の状況や １ 市町村は、必要に応じて、個々の被災者の被害の状況や に伴う修正

各種の支援措置の実施状況、配慮を要する事項等を一元的 各種の支援措置の実施状況、配慮を要する事項等を一元的

に集約した被災者台帳を作成し、被災者の援護の総合的か に集約した被災者台帳を 作成し、被災者の援護の積極的に

つ効率的な実施に努めるものとする。 総合的かつ効率的な実施に努めるものとする。

、 、 、 、２ 府は 災害救助法に基づき被災者の救助を行ったときは ２ 府は 災害救助法に基づき被災者の救助を行ったときは

被災者台帳を作成する市町村からの要請に応じて、被災者 被災者台帳を作成する市町村からの要請に応じて、被災者

に関する情報を提供する。 に関する情報を提供する。
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386 第９節 災害復旧上必要な金融その他資金調達計画 第９節 災害復旧上必要な金融その他資金調達計画 字句修正(日本郵便

２ 災害を受けた市町村のする一時借入金の借入れあっ旋 ２ 災害を受けた市町村のする一時借入金の借入れあっ旋 (株))

地震災害を受けた市町村が一時に多額の資金を必要とす 地震災害を受けた市町村が一時に多額の資金を必要とす

る場合、府は市町村のする一時借入金の借入れについて、 る場合、府は市町村のする一時借入金の借入れについて、

近畿財務局、日本郵政公社近畿支社及び各種金融機関に対 近畿財務局及び各種金融機関に対して、すみやかに金融措

して、すみやかに金融措置を要請するとともに、市町村に 置を要請するとともに、市町村に対し、それらの資金の効

対し、それらの資金の効果的使用を助言する。 果的使用を助言する。

第11節 被災者台帳の作成 第11節 被災者台帳の作成 防災基本計画の修正

１ 市町村は、必要に応じて、個々の被災者の被害の状況や １ 市町村は、必要に応じて、個々の被災者の被害の状況や に伴う修正

各種の支援措置の実施状況、配慮を要する事項等を一元的 各種の支援措置の実施状況、配慮を要する事項等を一元的

に集約した被災者台帳を作成し、被災者の援護の総合的か に集約した被災者台帳を 作成し、被災者の援護の積極的に

つ効率的な実施に努めるものとする。 総合的かつ効率的な実施に努めるものとする。

、 、 、 、２ 府は 災害救助法に基づき被災者の救助を行ったときは ２ 府は 災害救助法に基づき被災者の救助を行ったときは

被災者台帳を作成する市町村からの要請に応じて、被災者 被災者台帳を作成する市町村からの要請に応じて、被災者

に関する情報を提供する。 に関する情報を提供する。

第２章 激甚災害の指定に関する計画 第２章 激甚災害の指定に関する計画387

（府総務部・府健康福祉部・府農林水産部・府建設交通部・府 （ ・府健康福祉部・府農林水産部・府建設交通部 字句修正府府民生活部

教育庁） ・府教育庁）

第３章 租税の徴収猶予及び減免の措置並びに郵便関係補助 第３章 租税の徴収猶予及び減免の措置並びに郵便関係補助

388 第２節 租税の徴収猶予及び減免等の措置 第２節 租税の徴収猶予及び減免等の措置 条例改正による繰り

第１ 期限の延長 第１ 期限の延長 下げ、字句修正（総

(略)（地方税法第20条の５の２、京都府府税条例第17 (略)（地方税法第20条の５の２、京都府府税条例第 務部）18

条） 条）

第３ 減免 第３ 減免

(略)（京都府府税条例第42条の20の２、第43条の２の (略)（京都府府税条例第42条の20の２、第43条の２の

３、第56条及び第63条の３） ３、第56条 第63条の３）、

第５編 京都府南海トラフ地震防災対策推進計画編 第５編 京都府南海トラフ地震防災対策推進計画編

内容の明確化(農林

401 水産部)第５章 地震防災上緊急に整備すべき施設等の整備等 第５章 地震防災上緊急に整備すべき施設等の整備等

２ 地震防災上緊急に整備すべき施設等整備にかかる年次計画 ２ 地震防災上緊急に整備すべき施設等整備にかかる年次計画

農業用ため池及び附帯施設で、下流にある人家や公共施(8) 農業用用排水施設であるため池で、避難路、緊急輸送 (8)
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設への２次災害防止のために整備を要するものを確保するため必要な道路又は人家の地震防災上改修そ

の他の整備を要するもの

全編 「避難指示」 「避難指示(緊急)」 防災基本計画の修正

「避難準備情報」 「避難準備・高齢者等避難開始」 に伴う修正

「避難指示又は避難勧告」 「避難勧告等」
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区分 京都府地域防災計画 原子力災害対策編

頁 現 行 修 正 案 修 正 理 由

第１編 総則 第１編 総則2

第４章 計画の修正に際し遵守すべき指針 第４章 計画の修正に際し遵守すべき指針

この計画の修正に際しては 「原子力災害対策指針 （ この計画の修正に際しては 「原子力災害対策指針 （ 時点修正、 」 、 」平成28年3月1日部 平成29年3月22日

）を遵守するものとする。 ）を遵守するものとする。分改正 全部改正

3～4 第６章 原子力災害対策を重点的に実施すべき地域の範囲 第６章 原子力災害対策を重点的に実施すべき地域の範囲

、本府における原子力災害対策を重点的に実施すべき地域は次の 、本府における原子力災害対策を重点的に実施すべき地域は次の（前略 （前略） ）
とおりとする。 とおりとする。 京都市意見各表中人口は平成29年1月1日時点を示す。

【高浜発電所】 【高浜発電所】

PAZ 表中（対象地域、人口） PAZ 表中（対象地域、人口）

舞鶴市 人口 舞鶴市 人口 時点修正６３ ６１

UPZ 表中（対象地域、人口） UPZ 表中（対象地域、人口）

福知山市 人口 福知山市 人口 時点修正４８４ ４６８

８６，０６１ ８５，０９１舞鶴市 人口 舞鶴市 人口

８，６６４ ８，５５３綾部市 人口 綾部市 人口

対象地域 、西八田地区（上八田、七百国、中筋、 対象地域 、西八田地区（上八田、七百国、中筋、（前略 （前略） ）
岡安、渕垣、下八田 岡安、渕垣、下八田 地区（高倉町、小呂、小規模特養おかやす 、 、吉美） ）

地区（高倉町、小呂町、星原町、桜が丘三 町、星原町、桜が丘三丁目 、るんびに 語句修正吉見 ）、（中略）
（ ）丁目 、るんびに学園（十倉中町） 学園 十倉中町）、 （ ）、（中略） 小規模特養おかやす 岡安町

１９，１１７ １８，４２７宮津市 人口 宮津市 人口

３，８５２ ３，７５０南丹市 人口 南丹市 人口

３，１９３ ３，１０８京丹波町 人口 京丹波町 人口

１，４８６ １，４５９伊根町 人口 伊根町 人口

１２２,８５７ １２０，８５６合計 合計

【大飯発電所】 【大飯発電所】

UPZ 表中（対象地域、人口） UPZ 表中（対象地域、人口）

京都市 人口 京都市 人口 時点修正２９８ ２８９

８１，１７７ ８０，３６６舞鶴市 人口 舞鶴市 人口

１，６４２ １，６０５綾部市 人口 綾部市 人口

３，４９９ ３，３９０南丹市 人口 南丹市 人口

２８６ ２８０京丹波町 人口 京丹波町 人口

８６，９０２ ８５，９３０合計 合計



行政機関
京都府、京都市、福知山市、舞鶴市、綾部市、
宮津市、南丹市、京丹波町、伊根町

医療関係団体 一般社団法人京都府医師会、一般社団法人京都
私立病院協会、一般社団法人京都精神科病院協
会、一般社団法人京都府病院協会、公益社団法
人京都府看護協会、京都透析医会

福祉関係団体 社会福祉法人京都府社会福祉協議会、社会福祉
法人京都市社会福祉協議会、一般社団法人京都
府老人福祉施設協議会、一般社団法人京都市老
人福祉施設協議会、一般社団法人京都府介護老
人保健施設協会、京都府ホームヘルパー連絡協
議会、公益社団法人京都府介護支援専門員会、
京都府障害厚生施設協議会、京都府知的障害者
社会福祉施設協議会、一般社団法人京都社会福
祉士会、一般社団法人京都府介護福祉士会

行政機関
京都府、京都市、福知山市、舞鶴市、綾部市、
宮津市、南丹市、京丹波町、伊根町

医療関係団体 一般社団法人京都府医師会、一般社団法人京都
私立病院協会、一般社団法人京都精神科病院協
会、一般社団法人京都府病院協会、公益社団法
人京都府看護協会、京都透析医会

福祉関係団体 社会福祉法人京都府社会福祉協議会、社会福祉
法人京都市社会福祉協議会、一般社団法人京都
府老人福祉施設協議会、一般社団法人京都市老
人福祉施設協議会、一般社団法人京都府介護老
人保健施設協会、京都府ホームヘルパー連絡協
議会、公益社団法人京都府介護支援専門員会、
京都府障害厚生施設協議会、京都府知的障害者
社会福祉施設協議会、一般社団法人京都社会福
祉士会、一般社団法人京都府介護福祉士会、京
都府児童福祉施設連絡協議会、京都児童養護施
設長会、京都市身体障害者福祉施設長協議会
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第２編 原子力災害事前対策計画 第２編 原子力災害事前対策計画13

第６章 情報の収集・連絡体制等の整備 第６章 情報の収集・連絡体制等の整備

２ 情報の分析整理 ２ 情報の分析整理

(3) 防災対策上必要とされる資料 (3) 防災対策上必要とされる資料

イ 社会環境に関する資料 イ 社会環境に関する資料

(ｶ) に関する資料（位置、収容能力、 (ｶ) に関する資料（位置、収容能力、対応能 指針に準じた文言に修正拠点となる被ばく医療機関 原子力災害医療体制

対応能力、搬送ルート及び手段等） 力、搬送ルート及び手段等）

被ばく医療施設 原子力災害医療体制[資料] 2-5-2-⑰ [資料] 2-5-2-⑰

第７章 緊急事態応急体制の整備 第７章 緊急事態応急体制の整備16～17

３ 対策拠点施設における原子力災害合同対策協議会等の体制 ３ 対策拠点施設における原子力災害合同対策協議会等の体制

、原子力安全基盤機構、 、日本原子力 、原子力安全基盤機構、 組織改編（前略 （前略） ）放射線医学総合研究所 国立研究開発法人量子科学技術研究

研究開発機構等の専門家が必要に応じ出席することとされている 、日本原子力研究開発機構等の専門家が必要に応じ出席する。（後 開発機構

略） （後略）こととされている。

９ 被ばく医療に係る医療チームの派遣要請体制 ９ 被ばく医療に係る医療チームの派遣要請体制

放射線医学 国立研究開府[健康福祉部]は、緊急時の医療体制の充実を図るため、 府[健康福祉部]は、緊急時の医療体制の充実を図るため、

（後略） （後略）総合研究所 発法人量子科学技術研究開発機構、 、

第８章 避難収容活動体制の整備 第８章 避難収容活動体制の整備23

３ 要配慮者の避難誘導・移送体制等の整備 ３ 要配慮者の避難誘導・移送体制等の整備

（前略） （前略）(5) (5)

なお、同センターの構成機関は下表のとおりとする。 なお、同センターの構成機関は下表のとおりとする。

新規加入
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第10章 緊急輸送活動体制の整備 第10章 緊急輸送活動体制の整備24

１ 府[府民生活部、環境部、健康福祉部、建設交通部]及び府警本部は、 １ 府[府民生活部、環境部、健康福祉部、建設交通部]及び府警本部は、

国及び関係機関と協議し、 国及び関係機関と協議し 組織改編放射線医学総合研究所 国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構、 、 、（後略）
（後略）

第11章 救助・救急、医療及び防護資機材等の整備 第11章 救助・救急、医療及び防護資機材等の整備25～26

３ 医療活動用資機材及び 活動体制等の整備 ３ 医療活動用資機材及び 活動体制等の整備 指針に準じた文言に修正緊急被ばく医療 原子力災害医療

(2) 府［健康福祉部］は、国及び関西広域連合（以下、この章において (2) 府［健康福祉部］は、国及び関西広域連合（以下、この章において

緊急被ばく医療 緊急被ば 原子力災害医療 原子力災「国等」という ）と協力し、 体制の構築、 「国等」という ）と協力し、 体制の構築、。 。

派遣体制及び受入体制の整備・維持を行うものとする。また、 派遣体制及び受入体制の整備・維持を行うものとする。また、く医療 害医療

を行う専門医療機関は、放射線障害に対する医療を実 を行う専門医療機関は、放射線障害に対する医療を実緊急被ばく医療 原子力災害医療

施するための資機材の整備及び組織体制の整備を図るものとする。 施するための資機材の整備及び組織体制の整備を図るものとする。

(3) 府［健康福祉部］は、国と協力し、関係機関等と調整の上、原子力 (3) 府［健康福祉部］は、国と協力し、関係機関等と調整の上、原子力

災害において、各地域で の中核的な機能を担う拠点となる 災害において、各地域で の中核的な機能を担う拠点と被ばく医療 原子力災害医療

を選定するなど、 体制の整備に努める なる 原子力災害拠点病院及び原子被ばく医療機関 緊急被ばく医療 原子力災害拠点病院及び原子力災害医療協力機関（以下「原子力

ものとする。 を選定するなど、 体制の 力災害医療協力機関の指定・災害拠点病院等」という ） 原子力災害医療。

整備に努めるものとする。 登録に伴う文言修正

(4) 府［健康福祉部］は、国等と協力し、外来診療及び入院診療に対応 (4) 府［健康福祉部］は、国等と協力し、外来診療及び入院診療に対応

被ばく医療 被ばく医療 原子力災害医療 原子力する各地域で の中核的な機能を担う拠点となる する各地域で の中核的な機能を担う拠点となる

並びに一般病院並びにそれらのネットワークについて、一般災害 並びに一般病院並びにそれらのネットワークについて機関 災害拠点病院等

における医療関係者を積極的に関与させつつ、構築するよう努めるも 、一般災害における医療関係者を積極的に関与させつつ、構築するよ

のとする。 う努めるものとする。

(5) 府［健康福祉部］は、 及び救急・災害医療の関係者 (5) 府［健康福祉部］は、 及び救急・災害医療の関係者緊急被ばく医療 原子力災害医療

とも密接な連携を図りつつ、実効的な が行われるよう とも密接な連携を図りつつ、実効的な が行われるよう緊急被ばく医療 原子力災害医療

関西電力株式会社及び関係諸機関との整合性のある計画を作成するも 関西電力株式会社及び関係諸機関との整合性のある計画を作成するも

のとする。 のとする。

被ばく医療施設 原子力災害医療体制[資料]2-5-2-⑰ [資料]2-5-2-⑰

第16章 防災業務関係者の人材育成 第16章 防災業務関係者の人材育成29～30

、緊急時モニタリングや の必要性など、原子力 、緊急時モニタリングや の必要性など、原子力 指針に準じた文言に修正（前略 （前略） ）緊急被ばく医療 原子力災害医療

災害対策の特殊性を踏まえ、研修内容の充実を図るものとする。 災害対策の特殊性を踏まえ、研修内容の充実を図るものとする。

(9) （応急手当を含む ）に関すること。 (9) （応急手当を含む ）に関すること。緊急被ばく医療 原子力災害医療。 。

第17章 防災訓練等の実施 第17章 防災訓練等の実施30

１ 訓練計画の策定 １ 訓練計画の策定

(1) 府は、国、関西電力株式会社等関係機関の支援のもと、関西広域連 (1) 府は、国、関西電力株式会社等関係機関の支援のもと、関西広域連

合、市町村、自衛隊等と連携し、 合、市町村、自衛隊等と連携し、

（略） （略）ア～エ ア～エ
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オ 訓練 オ 訓練 指針に準じた文言に修正緊急被ばく医療 原子力災害医療

（略） （略）カ～ク カ～ク

等の防災活動の要素ごと又は各要素を組み合わせた訓練計画を策定す 等の防災活動の要素ごと又は各要素を組み合わせた訓練計画を策定す

るものとする。 るものとする。

、 、 、 、 、 、 、 、 、 、(2) 府[府民生活部 環境部 健康福祉部]は (2) 府[府民生活部 環境部 健康福祉部]は（ ） （ ）中略 中略緊急被ばく医療 原子力災害医療

（後略） （後略）
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第３編 緊急事態応急対策計画 第３編 緊急事態応急対策計画35

第２章 情報の収集・連絡、緊急連絡体制及び通信の確保 第２章 情報の収集・連絡、緊急連絡体制及び通信の確保

別図３－１「警戒事象発生時の情報連絡」系統図（高浜発電所） 別図３－１「警戒事象発生時の情報連絡」系統図（高浜発電所）

組織改編
別図３－１

※　関西電力(株)は電話による着信確認を行う。
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別図３－１

※　関西電力(株)は電話による着信確認を行う。

京都府綾部警察署 福知山市危機管理室

「警戒事象発生時の情報連絡」系統図

（高浜発電所）

関西電力㈱
高浜発電所

関西電力㈱
（原子力事業本部）

関西電力㈱
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36 別図３－２「警戒事象発生時の情報連絡」系統図（大飯発電所） 別図３－２「警戒事象発生時の情報連絡」系統図（大飯発電所）

組織改編

別図３－２

※　関西電力(株)は電話による着信確認を行う。
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別図３－２

※　関西電力(株)は電話による着信確認を行う。

京都府南丹警察署 福知山市危機管理室
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舞鶴海上保安部

綾部市防災課

南丹市総務課
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37 別図４－１「施設敷地緊急事態」及び「全面緊急事態」に係る通報の連絡 別図４－１「施設敷地緊急事態」及び「全面緊急事態」に係る通報の連絡

系統図（高浜発電所） 系統図（高浜発電所）

組織改編

別図４－１
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別図４－１
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38 別図４－２「施設敷地緊急事態」及び「全面緊急事態」に係る通報の連 別図４－２「施設敷地緊急事態」及び「全面緊急事態」に係る通報の連

絡系統図（大飯発電所） 絡系統図（大飯発電所）

組織改編
別図４－２
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生活環境課

　綾部市（総務課）

　南丹市（総務課）

　京丹波町（総務課）

　京都中部広域消防

　組合消防本部

内閣官房（内閣情報集約ｾﾝﾀｰ）
内閣官房（内閣官房副長官補

（事故対処・危機管理担当）付）

警察庁警備局警備課

「施設敷地緊急事態」及び「全面緊急事態」に係る通報の連絡系統図
（大飯発電所）

関西電力（株）
東京支社

関西電力（株）
大飯発電所関西電力（株）

原子力事業本部
関西電力（株）

広報室

別図４－２

「施設敷地緊急事態」及び「全面緊急事態」に係る通報の連絡系統図
（大飯発電所）

関西電力（株）
東京支社

関西電力（株）
大飯発電所関西電力（株）

原子力事業本部

関西電力（株）

広報室

関西広域連合
原子力規制委員会

原子力規制庁原子力災害対策・
核物質防護課

関西電力（株）
京都支社

原子力防災
専門官

京 都 府

原子力防災課
防災消防企画課

災害対策課
環境管理課

原子力保安
検査官

京都府

関係部局

各広域振興局

内閣官房（内閣情報集約ｾﾝﾀｰ）
内閣官房（内閣官房副長官補

（事故対処・危機管理担当）付）

経済産業省資源ｴﾈﾙｷﾞｰ庁原子力政策
課
経済産業省近畿経済産業局総務
企画部総務課

総務省消防庁
予防課特殊災害室

陸上自衛隊
中部方面総監部

陸上自衛隊

第3師団

第  八  管  区
海上保安本部

舞鶴海上保安部

海上保安庁警備救難部
環境防災課

京都地方気象台
海上自衛隊

舞鶴地方総監部

気象庁総務部企画課 海上自衛隊

第7普通科連隊

京都市（防災危機管理室）

 舞鶴市
危機管理  ・  防災課

消防本部通信指令課

生活環境課

　綾部市（防災課）

　南丹市（総務課）

　京丹波町（総務課）

　京都中部広域消防

　組合消防本部

 福知山市（危機管理室）

宇治市（危機管理課）

亀岡市（自治防災課）

城陽市（危機・防災対策課）

向日市（防災安全課）

厚生労働省大臣官房厚生科学課

京都府警察本部
（警備第一課）

京都府下京警察署

京都府右京警察署

京都府南丹警察署

京都府綾部警察署

京都府舞鶴警察署
農林水産省大臣官房

文書課災害総合対策室

警察庁警備局警備課

防衛省運用局運用課

内閣府（内閣総理大臣）
内閣府政策統括官（原子力防災
担当）付参事官（総括担当）付
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第３章 活動体制の確立 第３章 活動体制の確立45

７ 防災業務関係者の安全確保 ７ 防災業務関係者の安全確保

(3) 防災業務関係者の放射線防護 (3) 防災業務関係者の放射線防護

（略） （略）ア～エ ア～エ

[資料] 2-5-2-④ [資料] 2-5-2-④ 指針に準じた文言に修正緊急被ばく医療現地派遣チーム 原子力災害医療体制

47 別表２ 原子力災害警戒本部の態勢 別表２ 原子力災害警戒本部の態勢

本部員 本部員

組織改編企画理事兼危機管理監 危機管理監

原子力災害警戒本部事務局 原子力災害警戒本部事務局

企画理事兼危機管理監 危機管理監事務局長： 事務局長：

48 別表３ 災害対策本部の態勢 別表３ 災害対策本部の態勢

１ 構成 １ 構成

本部員 本部員

組織改編企画理事兼危機管理監 危機管理監

災害対策本部事務局 災害対策本部事務局

企画理事兼危機管理監 危機管理監事務局長： 事務局長：

知事直轄組織 知事直轄組織

給与厚生課 職員総務課

商工労働観光部 商工労働観光部

観光振興課 観光政策課

建設交通部 建設交通部

港湾課 港湾局

49～50 ２ 担当部・課の事務分掌 ２ 担当部・課の事務分掌

担当課名 担当課名

知事直轄組織 知事直轄組織

組織改編給与厚生課 職員総務課

府民生活部（府民生活部） 府民生活部（府民生活部）

消費生活安全センター 消費生活安全センター 語句修正（消費生活班） （消費生活安全班）

商工労働観光部（商工労働観光部） 商工労働観光部（商工労働観光部）

（観光班） （観光班） 組織改編観光振興課 観光政策課

建設交通部（建設交通部） 建設交通部（建設交通部）

（港湾班） （港湾班）港湾課 港湾局
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事務分掌 事務分掌

危機管理監（調整部）

１～７ 危機管理監（調整部）（略）
（略）１～７

警察本部の事務分掌から変更８ 社団法人京都府警備業協会との協定の運用に関すること。

（港湾班）港湾課

１～２ （港湾班）（略） 港湾局

（略）３ 京都府港湾事務所との連絡調整に関すること。 １～２

３ （削除）

警察本部（警察本部）

１ 警察本部（警察本部）（略）
（略）２ 社団法人京都府警備業協会との協定の運用に関すること。 １

（削除）

51 別表４ 事故警戒・災害警戒・災害対策態勢 別表４ 事故警戒・災害警戒・災害対策態勢

原子力災害対策本部 原子力災害対策本部

知事直轄組織 知事直轄組織

組織改編給与厚生課 職員総務課

商工労働観光部 商工労働観光部

観光振興課 観光政策課

第４章 避難、一時移転等の防護措置 第４章 避難、一時移転等の防護措置52～54

１ 避難、一時移転等の防護措置の実施 １ 避難、一時移転等の防護措置の実施

（略） （略）(1)～(3) (1)～(3)

(4) 国が指示を行うに当たり、国から事前に指示案を伝達され (4) 国が指示を行うに当たり、国から事前に指示案を伝達され（前略） （前略）
た府の知事は、当該指示案に対して速やかに意見を述べるものとす た府の知事は、当該指示案に対して速やかに意見を述べるものとす

る。また、府[府民生活部]は、市町村から求めがあった場合には、 る。 防災基本計画の改正による修また、国が、原子力災害の観点から、屋内避難指示を出してい

国による助言以外にも、避難指示又は避難勧告の対象地域、判断時 正る中で、自然災害を原因とする緊急の避難等が必要になった場合に

は、人命最優先の観点から、当該地域の住民に対し、府又は府内関期等について助言するものとする。

係市町独自の判断で避難指示を行うことができるとされている。そ

の際には、府[府民生活部]は、国及び市町村と緊密な連携を行うも

また、府[府民生活部]は、市町村から求めがあった場合のとする。

には、国による助言以外にも、避難指示又は避難勧告の対象地域、

判断時期等について助言するものとする。

（略） (略)(5)～(9) (5)～(9)

２ 避難所等 ２ 避難所等

（略） （略）(1)～(2) (1)～(2)

(3) また、必要に応じ、避難場所における家庭動物のためのス (3) また、必要に応じ、 災害時におけるペットの救護（前略） （前略） 犬や猫等の家庭動物と同行避難した者

ペースの確保に努めるものとする。 避難場所における家庭動物のための 対策ガイドライン（環境省作の受入れ体制について検討し、

スペースの確保に努めるものとする。 成平成25年6月）及び京都府

(4)～(7) (4)～(7) 動物愛護推進計画（京都府作（略） （略）
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成平成27年1月見直し）に準

じた修正

(8) ただし、建設に当たっては、二次災害に十分配慮するとと (8) ただし、建設に当たっては、二次災害に十分配慮するとと（前略） （前略）
もに、必要に応じ 、応急仮設住宅における家庭動物の受入れに配 もに、必要に応じ、 動物の飼養管理と愛護に関すて 犬や猫等の家庭動物と同行避難した者の受入れ

慮するものとする る条例（昭和46年10月29日付。（後略） 体制について検討し、周囲の人に迷惑をかけないように飼育管理す

応急仮設住宅における家 け京都府条例第30号）に準じる責任等を遵守できる飼い主については、

庭動物の受入れに配慮するものとする た修正。（後略）

55～56 ４ 避難の際の住民に対する避難退域時検査の実施 ４ 避難の際の住民に対する避難退域時検査の実施

府[府民生活部、健康福祉部]は、原子力災害対策指針に基 府[府民生活部、健康福祉部]は、原子力災害対策指針に基（前略） （前略）
づき、関西電力株式会社と連携し、国の協力を得ながら、指定公共機 づき、関西電力株式会社と連携し、国の協力を得ながら、指定公共機

関の支援のもと 住民等が避難区域等からの避難において 住民等 避 関の支援のもと 住民等が避難区域等からの避難において 住民等 避、 、 （ 、 、 （

難輸送に使用する車両及びその乗務員を含む ）の避難退域時検査及び 難輸送に使用する車両及びその乗務員を含む ）の避難退域時検査及び。 。

を行うものとする。 を行うものとする。 指針に準じた文言に修正除染 簡易除染

６ 要配慮者への配慮 ６ 要配慮者への配慮

（略） （略）(1)～(3) (1)～(3)

(4) 府[府民生活部、健康福祉部]は、要配慮者等が避難に時間を要す (4) 府[府民生活部、健康福祉部]は、要配慮者等が避難に時間を要す

る場合において、市町村と連携し、放射線防護対策工事を実施した る場合において、市町村と連携し、放射線防護対策工事を実施した

下表の施設を活用するものとする。 下表の施設を活用するものとする。



施設名 施設種別 所　　在　　地

こひつじの苑舞
鶴

障害者施設 舞鶴市字安岡1076番地の2

みずなぎ鹿原学
園

障害者施設 舞鶴市字鹿原209番地の3

やすらぎ苑 高齢者施設 舞鶴市字安岡小字中山
1076番地

グリーンプラザ
博愛苑

高齢者施設 舞鶴市字市場390番地

大浦会館 公民館 舞鶴市字中田459番地

朝来小学校 学校 舞鶴市字朝来中545番地の
1

綾部市奥上林公
民館（綾部市林
業者等健康管理
センター）

公民館 綾部市故屋岡町三反田町
15番地

高齢者支援セン
ター松寿苑（綾
部市生活支援ハ
ウス）

高齢者施設 綾部市八津合町寺町1番地
・25番地

安寿の里 高齢者施設 宮津市字由良751番地

長寿苑 高齢者施設 与謝郡伊根町六万部ヤク
シノ上154番地

施設名 施設種別 所　　在　　地

こひつじの苑舞
鶴

障害者施設 舞鶴市字安岡1076番地の2

みずなぎ鹿原学 障害者施設 舞鶴市字鹿原209番地の3

やすらぎ苑 高齢者施設 舞鶴市字安岡小字中山
1076番地

グリーンプラザ
博愛苑

高齢者施設 舞鶴市字市場390番地

大浦会館 公民館 舞鶴市字中田459番地

綾部市奥上林公
民館（綾部市林
業者等健康管理
センター）

公民館 綾部市故屋岡町三反田町
15番地

長寿苑 高齢者施設 与謝郡伊根町六万部ヤク
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平成28年度完成施設を追記
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第８章 救助・救急及び医療活動 第８章 救助・救急及び医療活動59

２ 医療活動等 ２ 医療活動等

(1) 府[健康福祉部]は、被災地の医療機関と協力し、原子力災害以外の (1) 府[健康福祉部]は、被災地の医療機関と協力し、原子力災害以外の

災害の発生状況等を勘案しつつ、拠点となる を中心と 災害の発生状況等を勘案しつつ、拠点となる を 指針に準じた文言に修正被ばく医療機関 原子力災害拠点病院等

して医療活動を行うものとする。その際、災害拠点病院やＤＭＡＴ等 中心として医療活動を行うものとする。その際、災害拠点病院やＤＭ

が行う災害医療活動と緊密に連携するものとする。 ＡＴ等が行う災害医療活動と緊密に連携するものとする。

(2) 府［健康福祉部］は、国及び拠点となる と協力し、 (2) 府［健康福祉部］は、国及び拠点となる と協被ばく医療機関 原子力災害拠点病院等

の診療状況等の情報を医療情報システム等により迅 力し、 の診療状況等の情報を医療情報システム被ばく医療機関等 原子力災害拠点病院等

速に把握し、応援の派遣等を行うものとする。 等により迅速に把握し、応援の派遣等を行うものとする。

被ばく医療 原子力災害(3) 府[健康福祉部]は、必要に応じて、速やかに拠点となる (3) 府[健康福祉部]は、必要に応じて、速やかに拠点となる

又は国に対し、 の派遣について要請 又は国に対し、 の派遣について機関 被ばく医療に係る医療チーム 拠点病院等 原子力災害医療派遣チーム

するものとする。 要請するものとする。

(4) 府[健康福祉部]は、府内又は近隣府県からの被ばく医療に係る医療 (4) 府[健康福祉部]は、府内又は近隣府県からの被ばく医療に係る医療

被ば 原子チーム等の派遣に係る調整を行うものとする。また、活動場所（ チーム等の派遣に係る調整を行うものとする。また、活動場所（

、救護所、広域搬送拠点等）の確保を図るものとする。 、救護所、広域搬送拠点等）の確保を図るものとすく医療機関 力災害拠点病院等

る。

(5) 府[健康福祉部]は、災害対策本部のもとに、他の立地府県等への原

子力災害医療派遣チームの派遣要請や被ばく傷病者等の搬送先を調整

する原子力災害医療調整官を設置する。

府[健康福祉部]は、災害対策本部を設置したときは、関係医療機関 府[健康福祉部]は、災害対策本部を設置したときは、関係医療機関(5) (6)

等との密接な連携を図りつつ総合的な判断と統一された見解に基づく 等との密接な連携を図りつつ総合的な判断と統一された見解に基づく

医療活動等を実施するため、災害対策本部のもとに、緊急時医療セン 医療活動等を実施するため、災害対策本部のもとに、緊急時医療セン

ターを設置する。 ターを設置する。

緊急時医療センターは、次の機関で組織する。 緊急時医療センターは、次の機関で組織する。

（原子力災害医療調整官）ア 京都府 ア 京都府

（略） （略）イ～エ イ～エ

緊急時医療センターは、 等からなる医療救護班 緊急時医療センターは、 等からなる医療救(6) 初期被ばく医療機関 (7) 原子力災害医療協力機関

等を編成し、府災害対策本部の指示により医療活動等を行う。必要と 護班等を編成し、府災害対策本部の指示により医療活動等を行う。必

認められる場合は、府内の 、地域の高度被ばく医 要と認められる場合は、府内の 、地域の高度被ば二次被ばく医療機関 原子力災害拠点病院

（後略） （後略）療支援センター等に対して患者の受入を要請する く医療支援センター等に対して患者の受入を要請する。 。

医療救護班等及び地域救急医療機関は、必要に応じて 医療救護班等及び地域救急医療機関は、必要に応じて 組織改編(7) 放射線医学総 (8) 国立研究開発

（後略） （後略）合研究所 法人量子科学技術研究開発機構、 、

[資料] 2-5-2-④ 緊急被ばく医療現地派遣チーム [資料] 2-5-2-④ 緊急被ばく医療現地派遣チーム

2-5-2-⑰ 2-5-2-⑰ 指針に準じた文言に修正被ばく医療施設 原子力災害医療体制

2-5-2-㉜ 医療活動用資機材の配備状況 2-5-2-㉜ 医療活動用資機材の配備状況

府[府民生活部]は、自ら必要と認める場合または府内関係市町等か 府[府民生活部]は、自ら必要と認める場合または府内関係市町等か(8) (9)

ら被ばく者の 、高度な被ばく医療に対応可能な ら被ばく者の 、高度な被 組織改編放射線医学総合研究所 国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構

医療機関等への搬送について要請があった場合は、消防庁に対し搬送 ばく医療に対応可能な医療機関等への搬送について要請があった場合

手段の優先的確保などの特段の配慮を要請するものとする。 は、消防庁に対し搬送手段の優先的確保などの特段の配慮を要請する

ものとする。
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第14章 関西電力株式会社の行う応急対策 第14章 関西電力株式会社の行う応急対策63～64

１ 災害状況の把握 １ 災害状況の把握

原子力緊急時対策本部は、災害の状況について、本部構成員 原子力緊急時対策本部は 災害の状況について 原子力事業者防災業務計画見直（前略） 前略（ ）警戒本部又は 、 、

が次の事項の把握に努め逐次本部長に報告する。 本部構成員が次の事項の把握に努め逐次本部長に報告する。 し（関西電力）に準じた修正

２ 傷病者等の救出 ２ 傷病者等の救出

原子力緊急時対策本部は、 、傷病者が発生した時は、発電所 原子力緊急時対策本部は、 、傷病者が発生した時は、発電 指針に合わせた文言に修正被ばく者 被ばく患者

で定める により迅速 所で定める により迅速、的確かつ円滑な処置対策を図るものと 語句修正「 」 「 」非常災害対策所達 によるほか 救急対策所則 関連標準、

的確かつ円滑な処置対策を図るものとする。 する。

３ 外来者の退避及び立入制限措置 ３ 外来者の退避及び立入制限措置

原子力緊急時対策本部は 原子力緊急時対策本部は 原子力事業者防災業務計画見直、 、（後略） （後略）警戒本部又は

し（関西電力）に準じた修正

４ 災害の拡大防止措置 ４ 災害の拡大防止措置

原子力緊急時対策本部は、次に掲げる措置を行うものとする。 原子力緊急時対策本部は、次に掲げる措置を行うものと警戒本部又は

する。

（略） （略）(1) (1)

(2) 汚染、 のための放射線に関する影響範囲及び (2) 汚染、 のための放射線に関する影響範囲 語句修正被ばく、拡大防止対策 拡大防止対策、被ばく低減

拡大性の把握 及び拡大性の把握

（略） （略）(3)～(4) (3)～(4)

５ 放射性物質等により発電所区域外に影響を及ぼす場合、又は影響を及 ５ 放射性物質等により発電所区域外に影響を及ぼす場合、又は影響を及

ぼすおそれのある場合の措置 ぼすおそれのある場合の措置

原子力緊急時対策本部は 原子力緊急時対策本部は 原子力事業者防災業務計画見直、 、（後略） （後略）警戒本部又は

し（関西電力）に準じた修正

６ 住民広報窓口の設置 ６ 住民広報窓口の設置

は は 語句修正関西電力株式会社 警戒本部又は原子力緊急時対策本部、 、（後略） （後略）

第４編 原子力災害中長期対策計画 第４編 原子力災害中長期対策計画65

第２章 高浜発電所及び大飯発電所の防災体制の解除 第２章 高浜発電所及び大飯発電所の防災体制の解除

関西電力株式会社は、原子力緊急事態宣言が発出されていた場合にあっ 関西電力株式会社は、原子力緊急事態宣言が発出されていた場合にあっ

ては、原子力緊急事態解除宣言が公示され、 の災 ては、原子力緊急事態解除宣言が公示され、 原子力事業者防災業務計画府、福井県及び関係市町 原災法第22条で設置された地

害対策本部が廃止された後、原子力災害事後対策が終了して通常組織で対 の災害対策本部が廃止された後、原子力災害事後対策が終了し （関西電力）に準じた修正方公共団体

応が可能と判断したときに、原子力防災体制を解除することができるとさ て通常組織で対応が可能と判断したときに、原子力防災体制を解除するこ

（後略） （後略）れている とができるとされている。 。
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区分 京都府地域防災計画 事故対策計画編

頁 現 行 修 正 案 修 正 理 由

石油類流出事故対策計画編 石油類流出事故対策計画編

第１編 総則 第１編 総則

1 第３章 防災機関の処理すべき事務又は業務の大綱 第３章 防災機関の処理すべき事務又は業務の大綱 字句修正

油流出事故対策に関し、防災機関が処理すべき事務又 油流出事故対策に関し、防災機関が処理すべき事務又

は業務の大綱は、一般編第１編第７章に定めるところに は業務の大綱は、一般編第１編第 章に定めるところに８

よるほか、次のとおりとする。 よるほか、次のとおりとする。

6 <図>情報連絡系統図 <図>情報連絡系統図 組織再編(建設交通部)
港湾局港湾課

(削除)府港湾事務所

第２編 予防計画 第２編 予防計画

7 <表> 関係機関通報連絡先（日本海沿岸部の関係機関） <表> 関係機関通報連絡先（日本海沿岸部の関係機関）

宮津市 総務室 宮津市 組織再編（宮津市）総務部

消防防災課消防防災係

与謝野町 総務課 与謝野町 組織再編（与謝野町）防災安全課

京丹後市網野市民局市民福祉課 京丹後市網野市民局 組織再編（京丹後市）

京丹後市丹後市民局市民福祉課 京丹後市丹後市民局

京丹後市久美浜市民局市民福祉課 京丹後市久美浜市民局

府港湾事務所庶務課 組織再編（建設交通部）(0773)75-1174 844-8105 (削除) (削除)

(削除)(0773)75-4375 844-8100

(削除)休日・夜間等の電話は府中丹広域振興局宿直

室に転送

8 <表>関係機関通報連絡先（日本海沿岸部の関係機関） <表>関係機関通報連絡先（日本海沿岸部の関係機関） 字句修正（農林水産部）

府水産事務所海のにぎわい課 858-8101 府水産事務所海のにぎわい課 -8101859

858-8100 -8100859

宿直室858-8102 宿直室 -8102859
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第３編 応急対策計画 第３編 応急対策計画

第２章 応急対策の活動体制 第２章 応急対策の活動体制

12 <表>事故警戒本部及び事故対策本部の配備 <表>事故警戒本部及び事故対策本部の配備 体制の見直し（農林水産

部名：農林水産部 部名：農林水産部 部、建設交通部）

事故対策本部：森林保全課１ 事故対策本部： １農村振興課

部名：建設交通部 部名：建設交通部

港湾局事故警戒本部：港湾課 事故警戒本部：

港湾局事故対策本部：港湾課 事故対策本部：

第４編 被害復旧計画 第４編 被害復旧計画

24 <表>（参考資料）流出油防除資機材備蓄一覧表（その１） <表>（参考資料）流出油防除資機材備蓄一覧表（その１）

舞鶴市 舞鶴市 組織再編

港湾局京都府港湾事務所 京都府

宮津市 宮津市 種類及び数量変更

1,934枚京都府立水産事務所 吸着マット 200枚 京都府立水産事務所 吸着マット

油処理剤 414Ｌ（追加）

400枚 -宮津市役所 吸着マット500枚 油処理剤 18Ｌ 宮津市役所 吸着マット 油処理剤

18Ｌ宮津与謝消防組合宮津与謝消防署 油処理剤 15㎏ 宮津与謝消防組合宮津与謝消防署 油処理剤

18Ｌ宮津与謝消防組合宮津分署 油処理剤 15Ｌ 宮津与謝消防組合宮津分署 油処理剤

京都府漁業協同組合伊根支所 （略） 字句修正（削除）

宮津港運㈱ （略） （略） 字句修正宮津海陸運輸株式会社

与謝野町 与謝野町

18Ｌ宮津与謝消防組合加悦谷分署 油処理剤 15㎏ 宮津与謝消防組合加悦谷分署 油処理剤

伊根町 伊根町

18Ｌ宮津与謝消防組合橋北分署 油処理剤 15㎏ 宮津与謝消防組合橋北分署 油処理剤

吸着マット 50枚（追加）

（追加） 字句修正京都府漁業協同組合伊根支所 （略）

京丹後市 京丹後市

4,140枚京都府立水産事務所 吸着マット 2,500枚 京都府立水産事務所 吸着マット

26 <表>（参考資料）流出油防除資機材備蓄一覧表（その２） <表>（参考資料）流出油防除資機材備蓄一覧表（その２） 種類及び数量変更

京都市 京都市

京都市上下水道局 疎水事務所 京都市上下水道局 疎水事務所

16ｍオイルフェンス 10ｍ オイルフェンス
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（ロール式）吸着材 吸着マット（長尺タイプ） 吸着材 吸着マット

11巻数量 65ｍ×6巻 数量 65ｍ×

京都市上下水道局 新山科浄水場 京都市上下水道局 新山科浄水場

吸着材 吸着マット(長尺タイプ） 吸着材 吸着マット(長尺タイプ）

100ｍ数量 50ｍ 数量

八幡市 八幡市

八幡市役所 八幡市役所

30ｍオイルフェンス 10ｍ オイルフェンス

40㎏吸着材 ＡＣライト 50㎏ 吸着材 ＡＣライト

八幡市消防本部 八幡市消防本部

大200枚 小100枚吸着材 オイルマット 200枚 吸着材 オイルマット

70㎏ＡＣライト 100㎏ ＡＣライト

パーライト 14袋（追加）

海難事故対策計画編 海難事故対策計画編

第２編 予防計画 第２編 予防計画

第１章 情報連絡体制の整備 第１章 情報連絡体制の整備

31 第４ 気象情報等の伝達 第４ 気象情報等の伝達 組織再編（京都地方気象

京都地方気象台は、一般編第２編第１章「気象等観測 京都地方気象台は、一般編第２編第１章「気象等観測 台）

・予報計画」に基づき、気象情報等を適時かつ的確に発表 ・予報計画」に基づき、気象情報等を適時かつ的確に発

するものとする。 表するものとする。

また、舞鶴海洋気象台は地方海上予報・警報等海上の気

（削除）象情報を適時かつ的確に発表するものとする。

<図>情報連絡系統図 <図>情報連絡系統図 組織再編（建設交通部）
（港湾局）府（港湾課） 府

第３編 応急対策計画 第３編 応急対策計画

第１章 応急対策の活動体制 第１章 応急対策の活動体制

第１節 府の活動体制 第１節 府の活動体制

36 <表>事故警戒体制及び事故対策本部の配備 <表>事故警戒体制及び事故対策本部の配備 組織再編（建設交通部）

部名：建設交通部 部名：建設交通部

港湾局事故警戒体制：港湾課 事故警戒体制：

港湾局事故対策本部：港湾課 事故対策本部：
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鉄道災害対策計画編 鉄道災害対策計画編
第３編 応急対策計画 第３編 応急対策計画
第１章 応急対策の活動計画 第１章 応急対策の活動計画
第１節 府の活動体制 第１節 府の活動体制
第２ 活動体制 第２ 活動体制

62 <表>事故警戒体制及び事故対策本部の配備 <表>事故警戒体制及び事故対策本部の配備 組織再編（京都府警察）
部名：警察本部 部名：警察本部
事故警戒体制：交通指導課１ 事故警戒体制： １交通捜査課
事故対策本部：交通指導課１ 事故対策本部： １交通捜査課

道路災害対策計画編 道路災害対策計画編
第３編 応急対策計画 第３編 応急対策計画
第１章 応急対策の活動計画 第１章 応急対策の活動計画
第３節 道路管理者の活動体制 第３節 道路管理者の活動体制

75 第２ 活動体制 第２ 活動体制
２ 迅速かつ的確な障害物の除去 仮設等の応急復旧を行い ２ 迅速かつ的確な障害物の除去 仮設等の応急復旧を行い 字句修正（京都府警察）、 、 、 、
突発的道路事故の発生による道路交通の混乱を防止し、 突発的道路事故の発生による道路交通の混乱を防止し、
負傷者の搬送、救助資機材・緊急物資の輸送等の救援・ 負傷者の搬送、救助資機材・緊急物資の輸送等の救援・
救護活動を円滑に実施するため、府警察本部と連携して 救護活動を円滑に実施するため、府警察本部と連携して
必要な交通規制を行う。 必要な を行う。通行規制

危険物等災害対策計画編危険物等災害対策計画編
第３編 応急対策計画第３編 応急対策計画

第１章 応急対策の活動体制 第１章 応急対策の活動計画
第１節 府の活動体制 第１節 府の活動体制

90 <表>事故警戒体制及び事故対策本部の配備 <表>事故警戒体制及び事故対策本部の配備
部名：農林水産部 部名：農林水産部 体制の見直し（農林水産
事故警戒体制：農政課１、水産課１ 事故警戒体制：水産課１ 部）

部名：建設交通部 部名：建設交通部 組織再編（建設交通部）
港湾局事故警戒体制：港湾課 事故警戒体制：
港湾局事故対策本部：港湾課 事故対策本部：

部名：警察本部 部名：警察本部 組織再編（京都府警察）
事故警戒体制：生活環境課１、生活安全企画課１（火薬類事 事故警戒体制：生活安全企画課１、警備第一課１

故 、警備第一課１）
事故対策本部：生活環境課１、生活安全企画課１（火薬類事 事故対策本部：生活安全企画課１、警備第一課１

故 、警備第一課１）
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